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区分Ⅲの仕組み     

交付申請書作成の進め方    

区分Ⅲ計画書の説明     

申請パターン【Ｃ】～【Ｇ】の 

  「エネルギー使用量の原油換算表」の仕組み   

添付資料の説明 

  添付１３ エネルギー管理支援サービス契約書案  

 添付１４ エネルギー管理士の資格を証明する免状等のコピー  
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区分Ⅱの仕組み     

交付申請書作成の進め方    

区分Ⅱ計画書の説明     

第２章 区分Ⅱ 【電気需要平準化対策設備・システム導入支援】  

第2巻の範囲 

第３章 区分Ⅲ 【エネマネ事業者を活用する場合】  

第４章 その他  



 本資料では、申請者の皆様に実際に作成いただく提出書類を、提出書類の順番に沿って解

説しています。 

 

 第1章〈本誌〉は、 【省エネ設備・システム導入支援  ≪区分Ⅰ≫ 】の申請様式について記載し

ています。 

 １９ページでは、「申請総括表の仕組み」とそれに関連する提出書類について記載しています。 

  

 第２章〈第２巻〉は、【電気需要平準化対策設備・システム導入支援  ≪区分Ⅱ≫ 】の申請様式

について記載しています。「電気需要平準化時間帯」という省エネ基軸の考え方と、その記入方

法について記載しています。 

 

 第３章〈第２巻〉は、【エネマネ事業者を活用する場合  ≪区分Ⅲ≫ 】の申請様式について記

載しています。 

区分Ⅲは、エネマネ事業者を活用し、省エネ設備・システム等又は電気需要平準化対策設備・

システムに加え、EMS を用いた設備の制御により、より一層の効率的・効果的な省エネルギーを

実施する事業です。エネマネ事業者により、交付申請書の作成を代行します。 

 

 第４章〈第２巻〉は、その他の情報で、該当する方に向けた情報について記載しています。 

 

 なお本資料は、第１巻と第２巻に分割したPDFファイル形式で提供します。 

 区分Ⅱ又は区分Ⅲの申請を行う（申請パターンB～F/G）方は、第２巻もお読みください。 

  

 また、別冊の交付申請書作成の手引き （補助事業ポータルについて）及び交付申請書作成の 

手引き （省エネルギー計算について）も合わせてお読みください。 

はじめに 
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区分Ⅰ 【省エネ設備・システム導入支援】 

第１章 

4 



７．交付申請書を作成する。 

 

４． ３.の省エネルギー量が1.で求めた全消費エネルギー

の１％以上、又は５００kl 以上であること、又は補助対象

経費1千万円あたりの耐用年数を考慮した省エネルギー

量が２００ｋｌ以上あることを確認する。 

１．事業所等で消費している年間全エネルギー（電気、ガ

ス、石油等）を領収書等から調べ、原油に換算計算する。 

２．更新する設備・システム（例：照明、空調、製造設備

等）を決定する。設備能力、稼働条件を設定する。 

３．導入前後の設備のエネルギー使用量を比較し差分の

省エネルギー量を算出する。根拠・想定・前提等の不確さ

による省エネルギー過大な見積もりを修正するため、過大

な分を安全率として差引き、申請する省エネルギー量を

決定する。補助対象経費等も設定する。 

５．導入設備の設置に係る費用・スケジュールを決める。メーカー、業者等から参考

見積を取得して、事業費（補助事業に要する経費ほか）を決める。 

※工期についてもあわせて検討する。 

６．その他必要書類（会社概要、決算報告書等）を収集する。 

 

交付申請書作成の進め方① 

【確認箇所】 
⇒実施計画書（1-2-2エネル   

ギー使用量の原油換算表) 

⇒区分Ⅰ計画書（2-2-4エネル

ギー使用量の原油換算表） 

【確認箇所】 

⇒区分Ⅰ計画書（2-5既存設備

と導入設備の比較表） 

【確認箇所】 
⇒実施計画書（1-2省エネル 

ギー効果） 

⇒区分Ⅰ計画書（2-2省エネル

ギー効果） 

⇒実施計画書（1-2-2エネル

ギー使用量の原油換算表) 

⇒区分Ⅰ計画書（2-2-4エネル

ギー使用量の原油換算表） 

【確認箇所】 

⇒実施計画書（1-2-2エネル

ギー使用量の原油換算表) 

⇒区分Ⅰ計画書（2-2-4エネル

ギー使用量の原油換算表） 

※省エネルギー計算についてよく分からない場合、まずはじめに、「別冊 省エネルギー計算に

ついて」をお読みください。 

『１%以上、５００ｋｌ以上、２００kl以上のいずれか』 がＯＫ 

交付申請書の該当項目を確認しながらお読みください。↓ 

確認ＯＫ 
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１.一般社団法人 環境共創イニシアチブのホームページにアクセスする。 

ホームページアドレス ： http://sii.or.jp/ 

交付申請書の作成には、一般社団法人 環境共創イニシアチブのホームページを

利用する必要があります。ホームページの利用手順は、以下となります。 

３.「アカウント登録」を行い、ＩＤとパスワードの発行を受ける。 

※「アカウント登録」とは、メールアドレス等を登録し、ＩＤとパスワードの発行を受ける
操作のことです。登録後、必要事項記載の電子メールが、登録したメールアドレス宛
てに届きます。 

４.必要事項記載の電子メールから「補助事業ポータル」にアクセスする。 

ＩＤとパスワードを使い、「補助事業ポータル」にログインする。 

５.「補助事業ポータル」にデータ入力する項目は、該当箇所にデータ入力を行う。 

入力データを利用して、ポータルからＰＤＦファイルを作成し、お手持ちのプリンター

で紙出力する。 

※「別冊 補助事業ポータルについて」に、詳しい説明を記載していますので、そちらも合わせて

ご覧のうえ、交付申請書を作成してください。 

指定様式で作成した書類、「補助事業ポータル」から作成した書類の他、必要書類

（会社概要、決算報告書等）を全てＡ４ファイル（２穴、ハードタイプ）に綴じ込み、交

付申請書の完成となります。 

交付申請書作成の進め方② － 補助事業ポータル※注 － 

※注） SIIが、申請者に提供するWebサイト。本補助金への申請は、補助事業ポータルに 

 必須項目を入力し、申請書類の一部を補助事業ポータルから作成します。 

２.ホームページから、指定様式（ワード、又はエクセルデータファイル）をダウンロー

ドして、交付申請書を作成する。 
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交付申請書の様式は、以下の３種類があります。 

様式の説明ページごとに下記「様式の区分」を表示していますので、 

下記の説明に従い、各様式を作成ください。 

交付申請書の様式の種類 

ポータルから出力できます 

指定様式に記入する 

環境共創イニシアチブのホームページから、指定様式（ワード、または
エクセルデータファイル）をダウンロードして作成します。 

数値や文章を「補助事業ポータル」内の該当箇所にデータ入力してくだ
さい。 

入力データを利用して、ポータルからＰＤＦファイルを作成し、お手持ち
のプリンターで紙出力できます。 

※入力方法、内容については、「別冊 補助事業ポータルについて」を
参照してください。 

自由書式 

書式に指定はありません。 

分かりやすく（特に図面等）なるように工夫して作成してください。 

※Ａ３用紙を使用する場合は、右半面を折りたたんで、Ａ４ファイル（２
穴、ハードタイプ）に綴じ込んでください。 

【様式の区分】 

交付申請書の様式の説明（次ページ～）の共通事項 

・提出する交付申請書は片面印刷とすること。 

・注意書きの赤字と枠は消すこと。 

・青字は事業に合わせて記載すること。 

・青字は黒字に変換すること。 
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ポータルから出力できます / 

1 

1-2 

1-3 

※本様式は、どちらかの方法で作成ください。 1-1 
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交付申請書の様式の説明① 

  

  

  

○○‐○○○     

平成 ２ ８ 年 ○ 月 ○ 日   

一般社団法人   環境共創イニシアチブ   

  代 表 理 事    赤 池    学  殿         

  

  

     東京都中央区○○二丁目3番5号   

○ ○ 工 業 株 式 会 社   

代表取締役     環境   太郎     

印   

  

  

  

平成２８年度エネルギー使用合理化等事業者支援補助金交付申請書   

  

  

  

  

  

  

  

  

交付申請書記載例   
  

  
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

共同申請の場合、補助金の支払いを受ける事業者

を最上段に記載すること。 

ただし、工場間一体省エネルギー事業の場合は除く。 

商業登記簿謄本もしくは青色申告書に記載されてい

るとおりに 

・本店所在地 

・商号又は名称 

・代表者役職、代表者氏名 

を記入すること。 

・申請日を必ず記入すること。 

・ポータルに入力した「申請日」とあわせること。 

１つの事業者が２件以上の申請を行う場合、事業者

内で選別可能な文書管理番号を記入すること。 

１件の場合は無くても良い。 

このページは、補助事業ポータル （ Web ） から 

出力のこと。 

もしくは、様式 （ ワード ） の使用も可。 

・提出する交付申請書は片面印刷とすること。 
・注意書きの赤字と枠は消すこと。 
・青字は事業に合わせて記載すること。 
・青字は黒字に変換すること。 
 

 エネルギー使用合理化等事業者支援補助金交付規程第８条第１項の規定に基づき、下記 

のとおり経済産業省からのエネルギー使用合理化等事業者支援補助金交付要綱第３条に 

基づく国庫補助金の交付を申請します。 

 なお、適正化法、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年 

政令第２５５号）及びエネルギー使用合理化等事業者支援補助金交付規程の定めるところ 

に従うことを承知の上申請します。 

 

登録されている印

であること。 

指定様式に記入する 



1-2 申請日を記入する（公募期間中であること）。 
  

1つの申請者が２件以上の申請を行う場合は文書管理番号を記入。 
1件のみの場合は不要（○○-○○○は削除）。 
  

ポータル出力の場合は、「文書管理番号」と「申請日」に 
入力した内容が表示されます。 

1 交付申請書（かがみ） 

1-3 共同申請の場合、補助金の支払いを受ける事業者を最上段に記載し
てください。ただし、工場間一体省エネルギー事業の場合は除く。 
  

○法人の場合 
「商業登記簿謄本」に記載されている、住所、会社名、代表者役職、
代表者名を記載されている通りに記入し、社印または代表者印を押印
する。 
ポータル出力の場合は「事業者」に入力した内容が表示 
されます。 
  

○個人事業主の場合 
ワードの指定様式に記入して、提出してください。 
「青色申告書」に記載の住所と氏名を、記載の通りに記入し、市区町
村役場に印鑑登録している印鑑を、押印する。 
 

1-1 本様式は、ワードの指定様式に記入、またはポータルから出力のい
ずれかの方法で作成できます。 
どちらかの方法で作成してください。 
  

※個人事業主は、ワードの指定様式で作成してください。 
※年度またぎ事業はポータルから出力してください。 

別冊 補助事業 
ポータルについて 
１1ﾍﾟｰｼﾞ参照 

別冊 補助事業 
ポータルについて 
１３ﾍﾟｰｼﾞ参照 

個人事業主はワード指定様式で作成し、ポータルの該当項目は
以下のように入力する。 
 「会社名」：「屋号」を入力する。 
   屋号が無い場合は「個人事業主本人」の氏名を入力する。 
 「代表者役職」：肩書きを入力する。 
   肩書きが無い場合は 「―（ハイフン）」を入力する。 
 「代表者氏名」：「個人事業主本人」の氏名を入力する。 

別冊 補助事業 
ポータルについて 
１３ﾍﾟｰｼﾞ参照 
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ポータルから出力できます 

2-1 

2-4 

2-3 

2-2 
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2 
  

記   

  

  

１． 補助事業の名称   

高効率ボイラーと高効率冷凍機導入による省エネルギー事業   

  

２． 補助事業の目的及び内容   

○○○○○○○○○ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○ をして省エネルギーを図る事業である。   

  

３．補助事業の実施計画   

      別添の「実施計画書」による。   

  

４．補助金交付申請額   

   （１）補助事業に要する経費        ４８ ５ ， ９ ４６ ，０００ 円   

    （２）補助対象経費            ３ ４９ ， ７ ００，０００ 円   

   （３）補助金交付申請額          １ ７ ４ ， ８ ５０ ， ０００ 円   

    

５．補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配分額（別紙１）   

  

６．補助事業に要する経費の四半期別発生予定額（別紙２）   

  

７．役員名簿（別紙３）   

  

８ ． 補助事業の 開始及び 完了予定日   

交付決定 日 ～ 平成 ２ ９ 年   １ 月 ３１ 日   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

複数年度事業の場合は、当該年度

の事業費について記入。 

1/2 で計算 

最後は「省エネルギー事業」をつけること。 

今回申請する事業の名称として、総ての提出書類にて名称

を一致させること。 

このページは、補助事業ポータル（Web）から出力のこと。 

平成 29 年 1 月 31 日までの日付。 

※ここでは該当する 

補助率で計算する。 

※一般社団法人環境共創イニシアチブのエネルギー使用合理化等事業者支援補助金は、経済産業省が定め 

※たエネルギー使用合理化等事業者支援補助金交付要綱第３条に基づく国庫補助金を省エネルギー効果が 

※高いと見込まれ、費用対効果が優れていると認められる設備・技術を導入しようとする方に交付するものです。 

 

 

 

 

 

 



2-1 ポータルの「補助事業名」が表示されます。 
  

補助事業の内容（導入予定設備、複数店舗で申請の

場合は実施場所等）を示す名称に「省エネルギー事

業」を付して入力する。 

2 交付申請書（２枚目） 

2-2 ポータルの「補助事業概要」が表示されます。 

  
補助事業の目的および内容（導入設備の概要等）を、

どうやって省エネルギーを実施するかを含めて、明確・

簡潔に入力する。申請者が訴求したいことがあれば併

せて記載する。 

2-3 ポータルの「全体経費情報」のそれぞれの合計が表示

されます。 

  
ポータルには設計費、設備費、工事費、諸経費の費目

の区分別に、参考見積等に基づいて入力する。 

（表示された合計金額に誤りがないか、参考見積等で

再度確認ください。） 

2-4 ポータルの「当年度完了予定年月日」が表示されます。 

事業に関わる全ての支払いが完了する日を事業完了日

とする。 

  
参考見積に記載の工期から支払完了日を計画し、完了

予定日を入力する。（平成２９年１月３１日までの日付） 

別冊 補助事業 
ポータルについて 
１１ページ参照 

別冊 補助事業 
ポータルについて 
１９ページ参照 

別冊 補助事業 
ポータルについて 
１１ページ参照 
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ポータルから出力できます 

3-1 
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別紙１ 

補助事業に要する経費、補助対象経費および補助金の配分額 

（単位 円） 

Ⅰ.設計費 6,300,000 6,300,000 1/2 3,150,000 

Ⅱ.設備費 325,900,000 255,900,000 1/2 127,950,000 

Ⅲ.工事費 117,750,000 87,500,000 1/2 43,750,000 

Ⅳ.諸経費 0 0 1/2 0 

 消費税 35,996,000 0 0 

  合計 485,946,000 349,700,000 174,850,000 

補助対象経費の 

区分 
補助事業に要する経費 補助対象経費 補助率 

補助金の 

交付申請額 

・（補助金の申請額） = （補助対象経費の額） × （補助率） 

  （補助率が 1/3 の場合は ÷3 にする） 

  （補助率が 1/2 の場合は ÷2 にする） 

・補助対象経費の額の合計に補助率をかけたものではない。 

・補助金の交付申請額は 1円未満 切捨て。 

※補助金の交付申請額の合計は、各費目ごとの補助対象経費に 

※補助率をかけた金額の合計である。 



3 交付申請書（別紙１） 

3-1 ポータルの「全体経費情報」が表示されます。 
 
所要資金計画（   ）と整合性を取ること。 
 

参考見積等から費目の区分（I.設計費、II.設備費、III.工事費）に分けて、

補助事業に要する経費（補助対象経費と補助対象外経費の計）、 

補助対象経費の別で入力する。 

※設計、設備、工事にかかる諸経費はそれぞれの費目の区分に計上の 

※こと。 

 
 
続いて、補助金額をそれぞれの区分別に計算し入力する。 
 
・（補助金の申請額） ＝ （補助対象経費の額） × (補助率） 
 
  （補助率が １/３ の場合は ÷３ にする） 
  
  （補助率が １/２ の場合は ÷２ にする） 
 
・補助対象経費の額の合計に補助率をかけたものではない。 
 
・補助金の交付申請額は １円未満 切捨て。 
 

別冊 補助事業 
ポータルについて 
１９ページ参照 

9 

14 

※補助金の交付申請額の合計は、各費目ごとの補助対象経費に  

※補助率をかけた金額の合計である。 
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別紙２ 

補助事業に要する経費の四半期別発生予定額 

（単位 円） 

第１･四半期 第２･四半期 第３･四半期 第４･四半期 計 

Ⅰ.設計費 0 0 0 6,300,000 6,300,000 

Ⅱ.設備費 0 0 0 325,900,000 325,900,000 

Ⅲ.工事費 0 0 0 117,750,000 117,750,000 

Ⅳ.諸経費 0 0 0 0 0 

消費税 0 0 0 35,996,000 35,996,000 

合計 0 0 0 485,946,000 485,946,000 

補助事業に 

要する経費 

の区分 

補助事業に要する経費 

四半期毎に発生する経費予定額を記載。 

第1四半期：4月～6月、第2四半期：7月～9月 

第3四半期：10月～12月、第4四半期：翌年1月～翌年3月 

 

合計が他の様式の補助事業に要する経費 

と一致しているか。 

 

 

 

 

指定様式に記入する 



4 交付申請書（別紙２） 

4-1 四半期ごとの発生予定額を記入する。 

 

合計額が、別紙１（   ）の補助事業に要する経費の費目の区分ごとの

合計と一致していることを確認。 

3 
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別紙３ 

○○ ﾊﾅｺ ○○ 花子 S 45 12 24 F 株式会社○○ 取締役営業本部長 

日 

○○ ﾀﾛｳ ○○ 太郎 S 40 01 01 

役 員 名 簿 

氏名 カナ 氏名 漢字 
生年月日 

性別 会社名 役職名 
和暦 年 月 

M 株式会社○○ 代表取締役社長 

（注） 
役員名簿については、氏名カナ（半角、姓と名の間も半角で１マス空け）、氏名漢字 
（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）、生年月日（半角で大正はT、昭和はS、 
平成はH、数字は２桁半角）、性別（半角で男性はM、女性はF）、会社名及び役職名を 
記載する（上記記載例参照）。 
 また、外国人については、氏名漢字欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アル 
ファベットのカナ読みを記載すること。 
 

指定様式に記入する 



5 交付申請書（別紙３） 

5-1 役員の氏名等を正確に記入する。 

 

○法人の場合 

商業登記簿謄本をもとに、ホームページ、会社概要等に記載さ

れている一覧を記入する。 

 

○個人事業主の場合 

「青色申告書」に記載の通りに記入する 

18 



「申請総括表」、およびこれを含む「実施計画書」一式は 

  区分Ⅰ 省エネ設備・システム導入支援 

  区分Ⅱ 電気需要平準化対策設備・システム導入支援 

  区分Ⅲ エネマネ事業者を活用する場合 

で、それぞれ生じる省エネルギー効果（またはピーク対策効果）等を実施事業

の全体総括として記載（注）する書類です。 

「区分Ⅰ～Ⅲ計画書」は、区分Ⅰ～Ⅲで、それぞれ生じる省エネルギー効果

（またはピーク対策効果）と、その導入設備、所要資金計画の内容のみを明示

する為の資料です。 

○申請総括表（実施計画書）について 

○区分計画書について 

（注）「補助事業ポータル（Web）」では、下記の区分計画書の一部が必須入力の項目と

なっており、入力することでその値が自動的に「申請総括表」の該当箇所に反映されます。 
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申請総括表の仕組み 



上
段
矢
印
の
続
き 

○申請総括表（実施計画書）と区分計画書の関係 

申請総括表の仕組み 

省エネ効果 
（原油換算） 

節電効果 

区分Ⅰ計画書 

区分Ⅰの 
事業費 

省エネ効果 
（原油換算） 

節電効果 

区分Ⅱ計画書 

区分Ⅱの 
事業費 

省エネ効果 
（原油換算） 

節電効果 

区分Ⅲ計画書 

区分Ⅲの 
事業費 

ピーク対策効果 

 
 

申
請
総
括
表
へ（下
段
） 

＋ ＋ 

＋ ＋ 

＋ ＋ 

省エネ効果 
（原油換算）(総括) 

節電効果(総括) 

申請総括表 
（実施計画書） 

事業費(総括) 

ピーク対策効果
(総括) 

●申請総括表と区分計画書で関係性がある主要な値は以

下の４つです。 

 1.省エネ効果(原油換算） 

 2.節電効果 

 3.ピーク対策効果 

 4.事業費 

●申請総括表は、区分計画書の各情報を、足し合わせた

値が表示されます。 

【重要】 
申請書上は「申請総括表（実施計画）」の次

に「区分Ⅰ計画書」が並びます。 

しかし、実際の作成ではまず、「区分Ⅰ計画

書」から作成することとなります。 

ピーク対策効果 ピーク対策効果 
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○エネルギー使用量の原油換算表について 

 エネルギーの使用量を表組で示す様式として「エネルギー使用量の原油換

算表」があります。 「エネルギー使用量の原油換算表」は、申請パターン（公募

要領７ページ）に応じたものを使用します。「ＳＩＩのホームページ」から、パターン

に応じた指定様式（エクセルデータファイル）をダウンロードしてください。 

 ダウンロードした申請様式の中身は、以下一覧のようになります。区分の数だ

け「エネルギー使用量の原油換算表」の枚数があります。 

申請パターン【A】 実施計画書（原油換算表）＋区分Ⅰ計画書（原油換算表） 

 

申請パターン【B】 実施計画書（原油換算表）＋区分Ⅱ計画書（原油換算表） 

 

申請パターン【C】 実施計画書（原油換算表）＋区分Ⅰ計画書（原油換算表）＋区分Ⅱ計画書（原油換算表） 

 

申請パターン【D】 実施計画書（原油換算表）＋区分Ⅰ計画書（原油換算表）＋区分Ⅲ計画書（原油換算表） 

 

申請パターン【E】 実施計画書（原油換算表）＋区分Ⅱ計画書（原油換算表）＋区分Ⅲ計画書（原油換算表） 

 

申請パターン【F】及び【G】 実施計画書（原油換算表） 

         ＋区分Ⅰ計画書（原油換算表）＋区分Ⅱ計画書（原油換算表）＋区分Ⅲ計画書（原油換算表） 

本紙では便宜上、次ページより、申請パターン【A】の内容で説明します。 

その他の申請パターンの場合は、第２章以降の該当する章を参照の上、次ページ

からの説明内容に即して、同じように申請書を作成してください。 

⇒複数の区分を組み合わせる申請パターン（【C】以降）をお考えの方は、第４章 申請パターン

【C】～【G】の「エネルギー使用量の原油換算表」の仕組み も合わせてご覧ください。原油換算表

の表内の値が、区分毎の原油換算表の間でリンクすることになります。（第２巻８４～８７ページ） 
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申請総括表の仕組み 



実施計画書（申請総括表）の説明 



 （事業者）

 （実施場所）

 （資本金）   ○○億円  （従業員数）   ○○○人   中小企業   第１種エネルギー管理指定工場

エネマネ事業：該当 代行申請：有

　　　　○○株式会社

事業者が策定した環境自主行動計画 公開 ／ 非公開 有／無

事業所のエネルギー使用量

エネルギー原単位

10.7 % 3,627.5     kl/年

24.6 % 6,650.0  千kWh/年

電気需要平準化時間帯の

45.7 % 7,350.00  千kWh/年

   3,627.5  (kl/年)×　15 （年）／　3.497 (億円)＝ 15,557.6    (kl/億円)

1,555.8  (kl/千万円)

   7,350.0 (千kWh/年)× 15 （年）／　3.497 (億円)＝ 31,527.0   (千kWh/億円)

3,152.7 (千kWh/千万円)

 485,946,000　(円) ／（　3,627.5 (kl/年)×＠　 25,000 (円/kl)） ＝ 5.4 年

3,627.5 kl 10年 ﾘｰｽ契約 年

設計費

設備費

工事費

諸経費 0 0 0

消費税 0 0

計

　　　　　　　　　　　　　　　　有　／　無

導入設備
／技術概要

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

 （申請法人の業種）     プラスチック製品製造業　　　 18

 （実施場所の業種）     プラスチック製品製造業　　　 18

申請パターン 申請パターン F ≪ Ⅰ ≫＋≪ Ⅱ ≫＋≪ Ⅲ ≫

補助事業名
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

補助事業概要

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

事業完了予定日 平成29年1月31日

有　／　無該当／該当しない

　　　　　　　　　　　　　　　　有　／　無

先端性

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

省エネ効果
（原油換算）

事業前 事業後( 29 年度)

33,780.0  (  kl  ) 30,152.5　(  kl  )

事業所の 生産量 3,000.0　(  ﾄﾝ  ) 3,000.0　(  ﾄﾝ  )

11.26　(kl/ ﾄﾝ) 10.05  (kl/ ﾄﾝ)

　省エネルギー率    省エネルギー量

費用対効果

省エネルギー

効果

ピーク対策

効果

投資回収年数

節電効果 電力使用量

　電力削減率

ピーク対策効果

事業前

　 電力削減量

事業前

事業後( 29 年度)

電力使用量 16,100.0 （ 千kWh ) 8,750.0  （千kWh)

　ピーク対策効果率    ピーク対策効果量

法定耐用年数 15 年　　　（補助対象設備のうち最長の法定耐用年数）

ESCO・リース ESCOｴﾈﾙｷﾞｰ保証量 ESCO契約期間

事業後( 29 年度)

27,000.0 （ 千kWh ) 20,350.0  （千kWh)

事業費
(補助率：1/2以内)

　　補助事業に要する経費　(円) 補助対象経費　(円)

485,946,000 174,850,000

35,996,000

349,700,000

127,950,000

117,750,000 87,500,000 43,750,000

補助金申請額　(円)

6,300,000 6,300,000 3,150,000

325,900,000 255,900,000

10005016502 （事業者法人等番号）

該当／該当しない

           数値目標

該当／該当しない

○○工業株式会社 他　0　者

東京都中央区○○二丁目3番5号 他　0  箇所

１-１申請総括表

実施計画書記載例
・提出する実施計画書は片面印刷とすること

・注意書きの赤字は削除。青字は事業毎の情報を記載。青字は黒字に変換

省エネ効果・節電効果・ピーク対策効果の

値は、実施計画書1-2-1、1-2-2等の値と整

合を取る

省エネ量×(建築構造物を除く)最長の

法定耐用年数÷補助対象経費

エネルギー集約型企業ＩＳＯ50001中長期計画

トップランナー機器導入予定 ベンチマーク改善計画

コミッショニング実施の証憑

6-8 

6-1 

6-4 
6-2 

6-5 6-9 

6-10 

ポータルから出力できます 
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6 

6-6 

6-3 

6-7 



6 実施計画書（申請総括表①） 

 全てポータルに入力の情報が表示されます。 
 記載内容については「別冊 補助事業ポータルについて」の 

 該当箇所を参照してください。 

続く 

6-1 「設備使用者」に該当する会社名あるいは、「個人事業主
名本人」の氏名を入力する。 

6-2 「事業実施場所」に該当する住所を入力する。 

6-3 

「設備使用者」に該当する会社の「業種大分類名」 
および「業種分類項目名」を入力する。 

6-4 

「事業実施場所」での「業種大分類名」および「業種分類
項目名」を入力する（プルダウン）。 

6-5 

「設備使用者」に該当する会社の資本金を入力する。 6-6 

「設備使用者」に該当する会社の従業員数を入力する。 6-7 

「中小企業／その他」 を選択する（プルダウン）。 6-8 

「エネルギー管理指定工場の別」 を選択する（プルダウ
ン） 。 

6-9 

「導入設備/技術概要」にどんな設備を導入するのか、そ

の設備がどのように省エネ効果を発揮するのかを簡単に

まとめて入力する。 

別冊 補助事業 
ポータルについて 
１３ページ参照 

別冊 補助事業 
ポータルについて 
１５ページ参照 

別冊 補助事業 
ポータルについて 
２９ページ参照 

別冊 補助事業 
ポータルについて 
１７ページ参照 

24 

「事業者法人等番号」は登記簿謄本に記載されている 
会社法人等番号を入力する。 

6-10 



 （事業者）

 （実施場所）

 （資本金）   ○○億円  （従業員数）   ○○○人   中小企業   第１種エネルギー管理指定工場

エネマネ事業：該当 代行申請：有

　　　　○○株式会社

事業者が策定した環境自主行動計画 公開 ／ 非公開 有／無

事業所のエネルギー使用量

エネルギー原単位

10.7 % 3,627.5     kl/年

24.6 % 6,650.0  千kWh/年

電気需要平準化時間帯の

45.7 % 7,350.00  千kWh/年

   3,627.5  (kl/年)×　15 （年）／　3.497 (億円)＝ 15,557.6    (kl/億円)

1,555.8  (kl/千万円)

   7,350.0 (千kWh/年)× 15 （年）／　3.497 (億円)＝ 31,527.0   (千kWh/億円)

3,152.7 (千kWh/千万円)

 485,946,000　(円) ／（　3,627.5 (kl/年)×＠　 25,000 (円/kl)） ＝ 5.4 年

3,627.5 kl 10年 ﾘｰｽ契約 年

設計費

設備費

工事費

諸経費 0 0 0

消費税 0 0

計

　　　　　　　　　　　　　　　　有　／　無

導入設備
／技術概要

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

 （申請法人の業種）     プラスチック製品製造業　　　 18

 （実施場所の業種）     プラスチック製品製造業　　　 18

申請パターン 申請パターン F ≪ Ⅰ ≫＋≪ Ⅱ ≫＋≪ Ⅲ ≫

補助事業名
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

補助事業概要

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

事業完了予定日 平成29年1月31日

有　／　無該当／該当しない

　　　　　　　　　　　　　　　　有　／　無

先端性

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

省エネ効果
（原油換算）

事業前 事業後( 29 年度)

33,780.0  (  kl  ) 30,152.5　(  kl  )

事業所の 生産量 3,000.0　(  ﾄﾝ  ) 3,000.0　(  ﾄﾝ  )

11.26　(kl/ ﾄﾝ) 10.05  (kl/ ﾄﾝ)

　省エネルギー率    省エネルギー量

費用対効果

省エネルギー

効果

ピーク対策

効果

投資回収年数

節電効果 電力使用量

　電力削減率

ピーク対策効果

事業前

　 電力削減量

事業前

事業後( 29 年度)

電力使用量 16,100.0 （ 千kWh ) 8,750.0  （千kWh)

　ピーク対策効果率    ピーク対策効果量

法定耐用年数 15 年　　　（補助対象設備のうち最長の法定耐用年数）

ESCO・リース ESCOｴﾈﾙｷﾞｰ保証量 ESCO契約期間

事業後( 29 年度)

27,000.0 （ 千kWh ) 20,350.0  （千kWh)

事業費
(補助率：1/2以内)

　　補助事業に要する経費　(円) 補助対象経費　(円)

485,946,000 174,850,000

35,996,000

349,700,000

127,950,000

117,750,000 87,500,000 43,750,000

補助金申請額　(円)

6,300,000 6,300,000 3,150,000

325,900,000 255,900,000

10005016502 （事業者法人等番号）

該当／該当しない

           数値目標

該当／該当しない

○○工業株式会社 他　0　者

東京都中央区○○二丁目3番5号 他　0  箇所

１-１申請総括表

実施計画書記載例
・提出する実施計画書は片面印刷とすること

・注意書きの赤字は削除。青字は事業毎の情報を記載。青字は黒字に変換

省エネ効果・節電効果・ピーク対策効果の

値は、実施計画書1-2-1、1-2-2等の値と整

合を取る

省エネ量×(建築構造物を除く)最長の

法定耐用年数÷補助対象経費

エネルギー集約型企業ＩＳＯ50001中長期計画

トップランナー機器導入予定 ベンチマーク改善計画

コミッショニング実施の証憑

ポータルから出力できます 
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6 

6-12 

6-15 

6-13 
6-11 

6-10 

6-14 

6-16 

6-17 



「先端性」に世の中に広く普及している同機能の設備と導入設備を

比較し、導入設備が省エネに関しどのような先端性があるか具体的

にまとめて入力する。 

6 実施計画書（申請総括表②） 

 全てポータルに入力の情報が表示されます。 

 記載内容については「別冊 補助事業ポータルについて」の該当箇所 

 を参照してください。 

6-10 

6-11 

6-12 

6-13 

「申請者が省エネルギーの数値目標を明確にした計画(環境自主

行動計画等)」と「数値目標」に該当する項目を入力（プルダウン）。 
  

「申請者が省エネルギーの数値目標を明確にした計画(環境自主

行動計画等)」が有りの場合は、本紙 添付７の環境自主行動計画

に必要事項記入し、計画の写しとともに申請書類に添付する。 

「中長期計画」に該当/該当しないを選択（プルダウン）。  

該当する場合は、本紙 添付７の中長期計画に必要事項記入し、

中長期計画書の写しとともに申請書類に添付する。 

 「ISO50001」の有/無を選択（プルダウン）。 
  

「有り」の場合本紙 添付７のISO50001の取得に必要事項記入し、

ISO50001の認定書の写しとともに申請書類に添付する。 

コミッショニング実施の証憑の有/無を選択（プルダウン）。 

別冊 補助事業 
ポータルについて 
１５ページ参照 

6-14 

別冊 補助事業 
ポータルについて 
１７ページ参照 

続く 

エネルギー集約型企業については本紙 添付8を参照して 

ください。 

該当/該当しないを選択（プルダウン）。 

該当する場合は、本紙 添付8を作成し、根拠資料となる計算書ととも

に申請書類に添付する。 

「トップランナー機器の導入予定」の有/無を選択（プルダウン）。 

6-15 

6-16 

「ベンチマーク改善計画」に該当/該当しないを選択（プルダウン）。 

6-17 

26 



 （事業者）

 （実施場所）

 （資本金）   ○○億円  （従業員数）   ○○○人   中小企業   第１種エネルギー管理指定工場

エネマネ事業：該当 代行申請：有

　　　　○○株式会社

事業者が策定した環境自主行動計画 公開 ／ 非公開 有／無

事業所のエネルギー使用量

エネルギー原単位

10.7 % 3,627.5     kl/年

24.6 % 6,650.0  千kWh/年

電気需要平準化時間帯の

45.7 % 7,350.00  千kWh/年

   3,627.5  (kl/年)×　15 （年）／　3.497 (億円)＝ 15,557.6    (kl/億円)

1,555.8  (kl/千万円)

   7,350.0 (千kWh/年)× 15 （年）／　3.497 (億円)＝ 31,527.0   (千kWh/億円)

3,152.7 (千kWh/千万円)

 485,946,000　(円) ／（　3,627.5 (kl/年)×＠　 25,000 (円/kl)） ＝ 5.4 年

3,627.5 kl 10年 ﾘｰｽ契約 年

設計費

設備費

工事費

諸経費 0 0 0

消費税 0 0

計

　　　　　　　　　　　　　　　　有　／　無

導入設備
／技術概要

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

 （申請法人の業種）     プラスチック製品製造業　　　 18

 （実施場所の業種）     プラスチック製品製造業　　　 18

申請パターン 申請パターン F ≪ Ⅰ ≫＋≪ Ⅱ ≫＋≪ Ⅲ ≫

補助事業名
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

補助事業概要

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

事業完了予定日 平成29年1月31日

有　／　無該当／該当しない

　　　　　　　　　　　　　　　　有　／　無

先端性

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

省エネ効果
（原油換算）

事業前 事業後( 29 年度)

33,780.0  (  kl  ) 30,152.5　(  kl  )

事業所の 生産量 3,000.0　(  ﾄﾝ  ) 3,000.0　(  ﾄﾝ  )

11.26　(kl/ ﾄﾝ) 10.05  (kl/ ﾄﾝ)

　省エネルギー率    省エネルギー量

費用対効果

省エネルギー

効果

ピーク対策

効果

投資回収年数

節電効果 電力使用量

　電力削減率

ピーク対策効果

事業前

　 電力削減量

事業前

事業後( 29 年度)

電力使用量 16,100.0 （ 千kWh ) 8,750.0  （千kWh)

　ピーク対策効果率    ピーク対策効果量

法定耐用年数 15 年　　　（補助対象設備のうち最長の法定耐用年数）

ESCO・リース ESCOｴﾈﾙｷﾞｰ保証量 ESCO契約期間

事業後( 29 年度)

27,000.0 （ 千kWh ) 20,350.0  （千kWh)

事業費
(補助率：1/2以内)

　　補助事業に要する経費　(円) 補助対象経費　(円)

485,946,000 174,850,000

35,996,000

349,700,000

127,950,000

117,750,000 87,500,000 43,750,000

補助金申請額　(円)

6,300,000 6,300,000 3,150,000

325,900,000 255,900,000

10005016502 （事業者法人等番号）

該当／該当しない

           数値目標

該当／該当しない

○○工業株式会社 他　0　者

東京都中央区○○二丁目3番5号 他　0  箇所

１-１申請総括表

実施計画書記載例
・提出する実施計画書は片面印刷とすること

・注意書きの赤字は削除。青字は事業毎の情報を記載。青字は黒字に変換

省エネ効果・節電効果・ピーク対策効果の

値は、実施計画書1-2-1、1-2-2等の値と整

合を取る

省エネ量×(建築構造物を除く)最長の

法定耐用年数÷補助対象経費

エネルギー集約型企業ＩＳＯ50001中長期計画

トップランナー機器導入予定 ベンチマーク改善計画

コミッショニング実施の証憑

ポータルから出力できます 

6-18 

6-15 

6-17 

27 

6 

6-16 



6 実施計画書（申請総括表③） 
 全てポータルに入力の情報が表示されます。 
 記載内容については「別冊 補助事業ポータルについて」の該当箇所 
 を参照してください。 

6-15 

6-16 

6-17 

「事業所のエネルギー使用量」の【事業前】【事業後】に、
実施計画書１－２－２エネルギー使用量の原油換算表
【総括】のｂ欄、Ｃ欄の数字をそれぞれ入力する。 
 

「事業所の生産量」の【事業前】【事業後】に、実施計画
書１－２－２エネルギー使用量の原油換算表【総括】のａ
欄の数字をそれぞれ入力する。 
 

「エネルギー原単位」の【事業前】【事業後】に、実施計画
書１－２－２エネルギー使用量の原油換算表【総括】の
原油換算原単位欄の数字をそれぞれ入力する。 

「電力使用量（千kWh）」の【事業前】【事業後】に、電力
使用量を、実施計画書１－２－２エネルギー使用量の原
油換算表【総括】のＡｈ欄-Ｂｈ欄の値、Ｃｈ欄-Ｄｈ欄の値
をそれぞれ入力する。 

（費用対効果）： 
「エネルギー使用量」、「建物・構築物を除く最長の法定 
耐用年数」、「全体経費情報」の入力により、自動計算さ
れる。 
 

(投資回収年数)： 
「全体経費情報」、「導入前、導入後のエネルギー使用
量」、「燃料評価単価（添付1により算出）」の入力により 
自動計算される。 
 

(法定耐用年数)： 
「補助対象設備のうち最長の法定耐用年数」を入力する。 

別冊 補助事業 
ポータルについて 
１７ページ参照 

※(省エネルギー率)、(省エネルギー量)は上記入力により自動計算される。 

※(ピーク対策効果率)、(ピーク対策効果量)は、上記入力により自動計算
される。 

6-18 

「電気需要平準化時間帯の電力使用量（千kWh）」の【事
業前】【事業後】に、電力使用量を、エネルギー使用量
の原油換算表（総括）のＫ欄－ｌ欄の値、ｍ欄－ｎ欄の値
をそれぞれ入力してもよい。 

※(電力削減量率)、(電力削減量)は上記入力により自動計算される。 

申請パターンＡ及びＤ
において、ピーク対策
効果の計算をしない場
合は、ブランクでも良い。
効果が記載されている
場合は、実施報告時の
必達値となるので注意
すること。 

28 

続く 



 （事業者）

 （実施場所）

 （資本金）   ○○億円  （従業員数）   ○○○人   中小企業   第１種エネルギー管理指定工場

エネマネ事業：該当 代行申請：有

　　　　○○株式会社

事業者が策定した環境自主行動計画 公開 ／ 非公開 有／無

事業所のエネルギー使用量

エネルギー原単位

10.7 % 3,627.5     kl/年

24.6 % 6,650.0  千kWh/年

電気需要平準化時間帯の

45.7 % 7,350.00  千kWh/年

   3,627.5  (kl/年)×　15 （年）／　3.497 (億円)＝ 15,557.6    (kl/億円)

1,555.8  (kl/千万円)

   7,350.0 (千kWh/年)× 15 （年）／　3.497 (億円)＝ 31,527.0   (千kWh/億円)

3,152.7 (千kWh/千万円)

 485,946,000　(円) ／（　3,627.5 (kl/年)×＠　 25,000 (円/kl)） ＝ 5.4 年

3,627.5 kl 10年 ﾘｰｽ契約 年

設計費

設備費

工事費

諸経費 0 0 0

消費税 0 0

計

　　　　　　　　　　　　　　　　有　／　無

導入設備
／技術概要

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

 （申請法人の業種）     プラスチック製品製造業　　　 18

 （実施場所の業種）     プラスチック製品製造業　　　 18

申請パターン 申請パターン F ≪ Ⅰ ≫＋≪ Ⅱ ≫＋≪ Ⅲ ≫

補助事業名
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

補助事業概要

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

事業完了予定日 平成29年1月31日

有　／　無該当／該当しない

　　　　　　　　　　　　　　　　有　／　無

先端性

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

省エネ効果
（原油換算）

事業前 事業後( 29 年度)

33,780.0  (  kl  ) 30,152.5　(  kl  )

事業所の 生産量 3,000.0　(  ﾄﾝ  ) 3,000.0　(  ﾄﾝ  )

11.26　(kl/ ﾄﾝ) 10.05  (kl/ ﾄﾝ)

　省エネルギー率    省エネルギー量

費用対効果

省エネルギー

効果

ピーク対策

効果

投資回収年数

節電効果 電力使用量

　電力削減率

ピーク対策効果

事業前

　 電力削減量

事業前

事業後( 29 年度)

電力使用量 16,100.0 （ 千kWh ) 8,750.0  （千kWh)

　ピーク対策効果率    ピーク対策効果量

法定耐用年数 15 年　　　（補助対象設備のうち最長の法定耐用年数）

ESCO・リース ESCOｴﾈﾙｷﾞｰ保証量 ESCO契約期間

事業後( 29 年度)

27,000.0 （ 千kWh ) 20,350.0  （千kWh)

事業費
(補助率：1/2以内)

　　補助事業に要する経費　(円) 補助対象経費　(円)

485,946,000 174,850,000

35,996,000

349,700,000

127,950,000

117,750,000 87,500,000 43,750,000

補助金申請額　(円)

6,300,000 6,300,000 3,150,000

325,900,000 255,900,000

10005016502 （事業者法人等番号）

該当／該当しない

           数値目標

該当／該当しない

○○工業株式会社 他　0　者

東京都中央区○○二丁目3番5号 他　0  箇所

１-１申請総括表

実施計画書記載例
・提出する実施計画書は片面印刷とすること

・注意書きの赤字は削除。青字は事業毎の情報を記載。青字は黒字に変換

省エネ効果・節電効果・ピーク対策効果の

値は、実施計画書1-2-1、1-2-2等の値と整

合を取る

省エネ量×(建築構造物を除く)最長の

法定耐用年数÷補助対象経費

エネルギー集約型企業ＩＳＯ50001中長期計画

トップランナー機器導入予定 ベンチマーク改善計画

コミッショニング実施の証憑

6-20 

29 

6 

ポータルから出力できます 

6-19 



6 実施計画書（申請総括表④） 

 全てポータルに入力の情報が表示されます。 
 記載内容については「別冊 補助事業ポータルについて」の該当箇所 

 を参照してください。 

6-19 

6-20 

「ＥＳＣＯ事業の有無」で 

ＥＳＣＯ事業である / ＥＳＣＯ事業ではない 

を選択する（プルダウン）。 
 

「ＥＳＣＯ事業である」を選んだ場合は、続いて「ＥＳＣＯ契

約で保証する省エネルギー量(kl/年)」と「ＥＳＣＯ契約期

間」を入力する。 

 
リース事業の場合は「リース事業の有無」で 

リース事業である / リース事業ではない 

を選択する（プルダウン）。 
 

「リース事業である」を選んだ場合は、続いて「リース契約

年数」を入力する。 

ポータルの「全体経費情報」の金額が反映されます。 
入力方法は、    を参照してください。 

別冊 補助事業 
ポータルについて 
１１ページ参照 

別冊 補助事業 
ポータルについて 
１９ページ参照 3-1 

30 



7-2 

7-3 

7-1 

31 

指定様式に記入する 

7 
１－２．省エネルギー計算 

 

【 確 認 】 

【 省エネルギー計算およびピーク対策効果計算の過程で計算ミスなどが理由であっても、申請時の省エネル

ギー量（kl）およびピーク対策効果量（千ｋＷｈ）の達成が難しい見込みとなった場合は、交付決定後で

あっても補助金の一部もしくは全部が受給できなくなることを承諾のうえ、本計画を記載しています。 

 

□（←内容確認のうえ、レ点でチェックを入れる。） 

 

１－２－１ 省エネルギー効果 

※１－２－２「エネルギー使用量の原油換算表（総括）」の数値と一致させること。 

※各申請区分の「省エネルギー計算」を根拠に、全申請区分を足し上げて申請全体の「省エネルギー量」等を算出する計

算根拠を示すこと。 

 

① エネルギー量・率 

導入前のエネルギー使用量 〇〇〇.〇ｋｌ  

区分Ⅰの省エネルギー量 〇〇.〇ｋｌ (内、裕度(安全率)○％を考慮) 

区分Ⅱの省エネルギー量 〇〇.〇ｋｌ (内、裕度(安全率)○％を考慮) 

区分Ⅲの省エネルギー量 〇〇.〇ｋｌ (内、裕度(安全率)○％を考慮) 

事業場全体の省エネルギー量 ○○○.〇ｋｌ  

事業場全体の省エネルギー率 〇〇.○％   

 

② 電力削減量・率 

導入前の電力使用量 〇〇〇.〇千ｋＷｈ  

区分Ⅰの電力削減量 〇〇.〇千ｋＷｈ (内、裕度(安全率)○％を考慮) 

区分Ⅱの電力削減量 〇〇.〇千ｋＷｈ (内、裕度(安全率)○％を考慮) 

区分Ⅲの電力削減量 〇〇.〇千ｋＷｈ (内、裕度(安全率)○％を考慮) 

事業場全体の電力削減量 ○○○.〇千ｋＷｈ  

事業場全体の電力削減率 〇〇.○％    

 

③ ピーク対策削減量・率 

導入前の電気平準化時間帯の電力使用量 〇〇〇.〇千ｋＷｈ  

区分Ⅰのピーク対策効果量 〇〇.〇千ｋＷｈ (内、裕度(安全率)○％を考慮) 

区分Ⅱのピーク対策効果量 〇〇.〇千ｋＷｈ (内、裕度(安全率)○％を考慮) 

区分Ⅲのピーク対策効果量 〇〇.〇千ｋＷｈ (内、裕度(安全率)○％を考慮) 

事業場全体のピーク対策効果量 ○○○.〇千ｋＷｈ  

事業場全体のピーク対策効果率 〇〇.○％    

 

区分毎のピーク対策効果量の算出ができて

いない場合は、全区分のピーク対策効果量を

まとめて記載しても構わない。 



7 実施計画書（省エネルギー計算） 

7-1 導入前のエネルギー使用量と各申請区分の「省エネルギー計算」

を根拠に区分Ⅰ～Ⅲで得られる省エネルギー量を記入する。 

※申請する区分以外の区分は、記載不要。 

 
事業場全体の省エネルギー量、率を記入する。 

7-2 導入前の電力使用量と各申請区分の「省エネルギー計算」を根拠

に区分Ⅰ～Ⅲで得られる電力削減量を記入する。 

※申請する区分以外の区分は、記載不要。 

 
事業場全体の電力削減量、率を記入する。 

7-3 導入前の電気需要平準化時間帯の電力使用量と各申請区分の

「省エネルギー計算」を根拠に区分Ⅰ～Ⅲで得られるピーク

対策効果量を記入する。 

※申請する区分以外の区分は、記載不要。 

 
事業場全体のピーク対策効果量、率を記入する。 

※左記のまとめ方は、一例です。 

内容に応じて分かりやすく記載してください。 

 
※区分Ⅰ（申請パターンA）、区分Ⅱ（申請パターンB）の場合、

区分毎、事業場全体で同じ値の繰り返しとなるが、本様式はも

れなく作成すること。 
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8 
１－２－２ エネルギー使用量の原油換算表【総括】 

使用量 

A 

販売した副生 

エネルギーの 

量 B 

使用量 

C 

販売する副生 

エネルギーの 

量 D 

差引後の熱量 

(C-D)×換算係数 

数値 数値 数値 数値 熱量（GJ） 

トン ａ 

ｋｌ 38.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

ｋｌ 35.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

ｋｌ 34.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

ｋｌ 33.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

ｋｌ 36.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

ｋｌ 37.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

ｋｌ 39.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

ｋｌ 41.9 24,906.0 0.0 20,906.0 0.0 875,961.4 

ｔ 40.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

ｔ 29.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

ｔ 50.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

千ｍ３ 44.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

ｔ 54.6 0.0 0.0 1,753.0 0.0 95,713.8 

千ｍ３ 43.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

ｔ 29 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

ｔ 25.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

ｔ 26.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

ｔ 29.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

ｔ 37.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

千ｍ３ 21.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

千ｍ３ 3.41 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

千ｍ３ 8.41 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

千ｍ３ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

GＪ 1.02 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

GＪ 1.36 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

GＪ 1.36 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

GＪ 1.36 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

昼間買電 千ｋWh 9.97 24,000.0 2,000.0 13,850.0 2,000.0 118,144.5 
夏期･冬期における 

電気需要平準化時間帯 千ｋWh 9.97 16,800.00 700.00 9,450.00 700.00 
電気需要平準化時間帯 

を除いた昼間買電 千ｋWh 9.97 7,200.00 1,300.00 4,400.00 1,300.00 

千ｋWh 9.28 5,000.0 0.0 8,500.0 0.0 78,880.0 

千ｋWh 9.76 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

千ｋWh 9.76 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

千ｋWh - 29,000.0 2,000.0 22,350.0 2,000.0 - 

GJ 1,168,699.7 

kl ｂ c 30,152.5 

kl/トン 10.05 

（注） ・導入後のエネルギー使用量は、補助事業に係わるエネルギー消費量の差異のみを織り込む。 

    ・事業場への入出のエネルギー全てに関して記述すること。 

    ・蒸気、温水及び冷水の換算係数に相当する係数で当該熱を発生させるために使用された燃料の発熱量を算定する上で 

     適切と認められるものを求めることができるときは、換算係数に代えて当該係数を用いることができる。 

    ・導入後に生産量や稼働時間等が減る見込みがある場合、導入後の生産量は過去の実績年度と同じとすることとし、 

     同条件として省エネルギー計算すること。 

【省エネルギー効果】 ｆ 10.7 % （ｂ－ｃ）／ｂ 

ｇ 3,627.5 kl  ｂ-ｃ 

【電力削減効果】 ｊ 24.6 ％  ｉ／（Ａｈ－Ｂｈ） 

ｉ 6,650.0 千kWh （Ａｈ－Ｂｈ）－(Ｃｈ－Ｄｈ） 

【ピーク対策効果】 ｘ 45.7 ％ ｛（ｋ－ｌ）－（ｍ－ｎ）｝/（ｋ－ｌ） 

ｗ 7,350.00 千kWh （ｋ－ｌ）－（ｍ－ｎ） 

単位 

換算 

係数 

(GJ/ 

単位) 

平成 27 年度（実績） 平成 29 年度（導入後） 

差引後の熱量 

(A-B)×換算係数 

熱量（GJ） 

生産量 3,000.0 3,000.0 

燃 

料 

及 

び 

熱 

原油 0.0 
原油のうちコンデンセート 

（ＮＧＬ） 0.0 

揮発油（ガソリン） 0.0 

ナフサ 0.0 

灯油 0.0 

軽油 0.0 

Ａ重油 0.0 

Ｂ・Ｃ重油 1,043,561.4 

石油アスファルト 0.0 

石油コークス 0.0 

石油ガス 
液化石油ガス(ＬＰＧ) 0.0 

石油系炭化水素ガス 0.0 

可燃性 
天然ガス 

液化天然ガス(ＬＮＧ) 0.0 

その他可燃性天然ガス 0.0 

無煙炭 0.0 

石炭コークス 0.0 

コールタール 0.0 

石炭 

原料炭 0.0 

一般炭 0.0 

コークス炉ガス 0.0 

高炉ガス 0.0 

転炉ガス 0.0 

その他の 
燃料 

都市ガス１３A 0.0 

0.0 

0.0 

産業用蒸気 0.0 

産業用以外の蒸気 0.0 

温水 0.0 

冷水 0.0 

電 

気 

一般送配 
電事業者 

219,340.0 

夜間買電 46,400.0 

その他 
上記以外の買電 

原油換算原単位 11.26 

0.0 

自家発電 0.0 

自家発電以外の計 h 
- 

熱量合計 1,309,301.4 

原油換算量 

(10GJ=0.258kl) 
33,780.0 

Ah Bh Ch Dh 

ｋ 

Ｏ 

ｓ 

ｍ 

ｑ 

ｕ 

ｌ 

ｐ 

ｔ 

ｒ 

ｖ 

ｎ 

申請パターン A 及び D において、 

ピーク対策効果の計算をしない 

場合はブランクでも良い。 

効果が記載されている場合は、 

実績報告時の必達値となるの 

で注意すること。 

8-1 

※他の書類（実施計画書の省エネルギー計算等）の値と整合を取ること。 
※原則、本様式には直接入力しないこと。 

その他燃料の単位、換算係数は

燃料販売会社に確認する。 

例えば、共同受電した電力を隣接

事業者等に送電する場合。 
自家発電の余剰を販売している場合。 

単年度事業は「29年度」と記載し、 

複数年度事業は、最終年度の事

業完了の翌年度を記載する。 

指定様式に記入する 



8 実施計画書（エネルギー使用量の原油換算（総括）） 

8-1 事業場の生産量や、「建物の登記簿謄本」に記載の延床面積等を入力

する。 

他の入力方法は、「別冊 省エネルギー計算について」を参照してくださ

い。 

※後述の「エネルギー使用量の原油換算表数」（区分Ⅰ）～（区分Ⅲ）を入力

することで、本表（エネルギー使用量の原油換算表【総括】）は、値のリンク機

能で自動的に反映されます。 

 

※申請パターンＡ及びＤの場合、「ピーク対策効果」を記入してもよい。 

 その場合、区分Ⅰにピーク対策効果の申請可能要件が追加となるわけで

はないが、記入した数値（計画値）は必達となる。 

 事業から1年後の省エネルギー実績、ピーク対策実績が計画値に対して未

達の場合は、支払い済み補助金の返還となる場合があるので、記入する場

合は十分注意すること。 
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１－３．所要資金計画（総括）

金額

Ⅰ．設計費 （補助対象）
3,500,000 1 ○○○○○○○○○ 3,500,000

2 ○○○○○○○○○
3,500,000 （補助対象外）

0 1 ○○○○○○○○○ 0
2 ○○○○○○○○○ 0

（補助対象）

2,500,000 1 ○○○○○○○○○ 2,500,000
2 ○○○○○○○○○

2,500,000 （補助対象外）
0 1 ○○○○○○○○○ 0

2 ○○○○○○○○○ 0
（補助対象）

300,000 1 ○○○○○○○○○ 300,000
2 ○○○○○○○○○ 0

300,000 （補助対象外）
0 1 ○○○○○○○○○ 0

2 ○○○○○○○○○ 0
小計 6,300,000

Ⅱ．設備費 （補助対象）
225,000,000 1 ○○○○○○○○○ 220,000,000

2 ○○○○○○○○○ 5,000,000
285,000,000 （補助対象外）

60,000,000 1 ○○○○○○○○○ 60,000,000
2 ○○○○○○○○○ 0

（補助対象）

27,900,000 1 ○○○○○○○○○ 24,300,000
2 ○○○○○○○○○ 3,600,000

37,900,000 （補助対象外）
10,000,000 1 ○○○○○○○○○ 10,000,000

2 ○○○○○○○○○ 0
（補助対象）

3,000,000 1 ○○○○○○○○○ 3,000,000
2 ○○○○○○○○○ 0

3,000,000 （補助対象外）
0 1 ○○○○○○○○○ 0

2 ○○○○○○○○○ 0
小計 325,900,000

Ⅲ．工事費 （補助対象）
83,000,000 1 ○○○○○○○○○ 78,000,000

2 ○○○○○○○○○ 5,000,000
113,000,000 （補助対象外）

30,000,000 1 ○○○○○○○○○ 30,000,000
2 ○○○○○○○○○ 0

（補助対象）

2,500,000 1 ○○○○○○○○○ 2,000,000
2 ○○○○○○○○○ 500,000

2,750,000 （補助対象外）
250,000 1 ○○○○○○○○○ 250,000

2 ○○○○○○○○○ 0
（補助対象）

2,000,000 1 ○○○○○○○○○ 2,000,000
2 ○○○○○○○○○ 0

2,000,000 （補助対象外）
0 1 ○○○○○○○○○ 0

2 ○○○○○○○○○ 0
小計 117,750,000

Ⅳ．諸経費 （補助対象）
0 1 ○○○○○○○○○ 0

0 （補助対象外）
0 1 ○○○○○○○○○ 0

（補助対象）

0 1 ○○○○○○○○○ 0
（補助対象外）

0 0 1 ○○○○○○○○○ 0
（補助対象）

0 1 ○○○○○○○○○ 0
0 （補助対象外）

0 1 ○○○○○○○○○ 0
小計 0

349,700,000

100,250,000

35,996,000

485,946,000

※申請内容により、本様式は複数ページとなっても構わない。

内容

項目

Ⅱ．電気需要平準化

設備・システム導入

支援

Ⅰ．省エネ設備・シ

ステム導入支援

Ⅱ．電気需要平準化

設備・システム導入

支援

Ⅱ．電気需要平準化

設備・システム導入

支援

Ⅲ．エネマネ事業者

を活用する場合

区分

Ⅰ．省エネ設備・シ

ステム導入支援

費目

Ⅰ．省エネ設備・シ

ステム導入支援

金額

（円）

Ⅲ．エネマネ事業者

を活用する場合

補助対象計

Ⅲ．エネマネ事業者

を活用する場合

消費税

合　　計

Ⅲ．エネマネ事業者

を活用する場合

Ⅰ．省エネ設備・シ

ステム導入支援

Ⅱ．電気需要平準化

設備・システム導入

支援

補助対象外計

・各項目は、新旧設備図面と関連付けて記述のこと。

・「（補助対象）」には、省エネルギー効果・ピーク対策効果を得るために必要

な費用を記載のこと。

・補助対象外と言えども漏れなく記載のこと。記載漏れがあった場合は補助金の

減額になることもあるので、注意のこと。

参考見積等から記入する。

受注業者において発

生する工事に直接関
係する諸経費は該当
しない。Ⅰ～Ⅲの該

当する費目に含める
こと。

発注区分表と金額を合わせること。

① 補助対象内外の主な導入設備の概略仕様、数量の詳細を添付のこと。

② ①の金額に関しては第三者に対して行った参考見積などの根拠を添付のこと。
③ ②の根拠と本様式との間に差がある場合は差を説明する表を添付のこと。

④ 発電設備の補助対象範囲（設備費）の詳細は、「1.11補助対象経費」を参照（P11）

発電設備の補助対象

範囲（設備費）の詳細

は、「1.11補助対象経
費」を参照（P11）

9-1 
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指定様式に記入する 



9 実施計画書（所要資金計画） 

9-1 参考見積等から費目の区分（I.設計費、II.設備費、III.工事費）

に分けて、補助対象、補助対象外の別で記入する。 

※設計、設備、工事にかかる諸経費はそれぞれの費目の区分に計上

のこと。 
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本誌３８ページから４５ページは、 

公募要領（１２ページ）「１.１２事業期間」 

（１）事業開始日についての参考資料です。 
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見積依頼・競争入札について 
 

３者以上の見積依頼・競争入札については、公募開始後から交付決定前の実施も有効とするが、特に以下の点に留

意し見積依頼・競争入札を実施のこと。（採択後の確定検査時には、以下に含まれる資料が必要になるため留意して

おくこと。） 

 

（１）原則として補助対象外となる事例 

①交付決定前の発注、納品、工事等。 

②競争入札が公平な競争がなされておらず無効（機種指定、業者指定等）と判断される以下の事例のような場合。 

・メーカーと、そのメーカーの製品を取り扱う販売店との競争を含む場合。 

・発注はＡ社に決定。工事は入札に参加したＢ社がＡ社の下請けで参加している場合。 

・見積依頼仕様書の記載が詳細で、実質的に特定のメーカーの製品指定になっている場合。  

等 

 

※競争入札が止むを得ず困難となる場合は、特命発注となる為、４.発注区分表に記載している特命発注と 

  なる合理的な説明資料が必要となる。 

 

（２）見積依頼書、見積依頼仕様書の作成 

見積依頼書は、原則、社規定の書式を使用し作成のこと。（参考：資料１） 

見積依頼書には、必要に応じ仕様書、図面、見積要領等を添付し、添付書類の全てを実績報告時の確定検査資料

にファイルすることになっている。また、現地説明会等を行った場合には、その際配布した資料、口頭説明の内容を記

載した議事録等もファイルする。 

[留意観点]  

・複数のメーカーが提供している機能か。 

・見積依頼仕様書は、実施計画書本文の内容をベースに作成されていて、見積機器選定に必要な条件が記載され

ているか。 

・トップランナー機器を導入する場合は、別途、添付１７（見積依頼仕様書（案））を添付のこと。 

 

（３）見積書、見積仕様書 

見積書は、原則、社規定の書式を使用し作成のこと。（参考：資料２） 

３者以上から入手した見積書、見積仕様書について記載内容に差がないか確認を行い、差がある場合は、揃うまで再

見積りを行うこと。また、業者の見積辞退等があった場合、他の業者で見積を行い、原則３者以上の見積書を揃えるこ

と。 

[留意観点]  

・依頼に対し、必要な設備、材料、工数等が正確に計上されているか。 

・見積金額が妥当であるか。 

・使用条件、設置環境条件、技術的条件等から、選定された機器の仕様が妥当であるか。 

・納期、支払い条件等契約上必要な要件が明確にされているか。 

・複数のメーカーを取り扱う業者の場合、要件を満たす最も安価なメーカーで見積っているか。 

・見積仕様書は、選定した機器が兼用設備および将来用設備、予備設備等とならないことが確認できるものであるか。 

 （不明な場合は、補助対象外となる場合があります。） 

 

（４）見積依頼先選定理由書・発注先選定理由書の作成（採択後） 

見積依頼先選定理由書・発注先選定理由書は、採択後に必要になるので作成準備のこと。（参考：資料３、４、５） 

                                          （参考：資料１～５は採択後に必要となる資料） 
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見積依頼書番号：○○○○○ 

 

 

○○株式会社 殿  

 

 

 

見積依頼書 
 

 

 

 

 

 

工事件名：ガスタービン設置工事 

 

 

別添仕様書の通り見積をお願いいたします。 

 

 

 

 

 

平成 年 月 日 

 

◆◆◆◆株式会社 

 

部長 課長 担当 

 

  

  

 

 

見積依頼書＋仕様書の中

に必ず次の４点を記載し

てください。 

 ①工事件名 

 ②納期(年月日） 

 ③支払条件：検収翌月末

までに現金払い 

※原則、この通りに記

載してください。 

④見積提出期限 

 

公募開始日より前の見積り依頼は不可 

領収書等までこの件名で統一すること 

○印  

必須 

※支払い時の振込手数料 

は事業者負担です。 

※原則、納期については 

初旬、中旬などと表現 

せず、日付を明記する 

こと。 

 

（参考：資料１） 
見積書 

見積依頼書には、必要に応じ仕様書、図面、見積要領等を添付し、添付書類の全てを確定検査資料

にファイルしてください。また、現地説明会等を行った場合には、その際配布した資料、口頭説明

の内容を記載した議事録等もファイルしてください。 

なお、書類検査にあたっては、以下の項目について確認を行います。 

 ・複数のメーカーが提供している機能か。 

 ・見積依頼仕様書は、実施計画書本文の内容をベースに作成されていて、見積機器選定に 

  必要な条件が記載されているか。 

最新の様式は採択者への事務取扱説明会資料で

公開予定です。 
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事例 



（参考：資料１） 
見積依頼仕様書 

 

 
見積依頼仕様書 

見積依頼仕様書は、実施計画書本文の内容をベースに作成されていて、見積機器選定に

必要な条件が記載されているか。 

 

 ※業者が見積を行うのに必要な対象設備の情報は漏れなく記載してください。 

   （図面等も添付）。 

  また、以下の指定等も忘れないでください。 

  ・補助対象内、補助対象外の区分 

  ・複数年にまたがる場合の、年度毎の工事内容の区分 

 

 ※メーカー、型番の指定（結果として指定されるような仕様上の数値指定、または、 

  現有設備との互換性、連続性等の条件指定も）は不可。 

  （⇔ 見積仕様） 

 

 ※諸経費、出精値引は、各費用項目毎に適正に配分し記載するように指定してくださ   

  い。 

 

 ※撤去費用(対象外)も算出のこと。見積書に撤去費用が無い場合、事業者が負担する   

  ことを確認します。 
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最新の様式は採択者への事務取扱説明会資料で

公開予定です。 事例 



 数量 単位 単価 金額 

Ⅰ 補助対象内     

 １．設計費     

(1)基本システム設計費 64 人日 50,000 5,120,000 

(2)配置設計費 56 人日 50,000 4,480,000 

(3)諸経費 1 式  100,000 

(4)出精値引    -200,000 

（小計）①    9,500,000 

 ２．設備費     

(1)ガスタービンユニット 1 式  208,000,000 

(2)ガス圧縮機 1 式  22,000,000 

(3)ガスタービン発電盤 1 式  32,000,000 

(4)諸経費 1 式  7,200,000 

(5)出精値引    -5,800,000 

（小計）②    263,400,000 

 ３．工事費     

(1)据付工事費 1 式  3,000,000 

(2)配管工事費 48 人日 60,000 2,880,000 

(3)配管資材費 1 式  3,500,000 

(4)電気・計装工事費 1 式  14,400,000 

(5)試運転調整費 1 式  4,600,000 

(6)諸経費 1 式  9,200,000 

(7)出精値引    -850,000 

（小計）③    36,730,000 

 合  計（①+②+③）    309,630,000 

     

Ⅱ 補助対象外     

 １．設計費    0 

 ２．設備費    0 

 ３．工事費     

 (1)撤去工事費   1 式  7,500,000 

 (2)出精値引    -130,000 

 合  計    7,370,000 

総  計    317,000,000 

     

*詳細は添付仕様書の通り     

 

 

御見積金額（税抜き） \317,000,000 

消費税 \15,850,000 

御見積金額合計 \332,850,000 

 

納期 ：平成○○年○月○○日 

受渡条件 ：据付調整渡し 

御支払条件 ：検収翌月末までに現金払い 

見積有効期限 ：見積後○○日 

 

御見積書 

◆◆◆◆株式会社 殿              見積り番号：14-2320 

（工事件名） ガスタービン設置工事       平成  年  月  日 

○○株式会社 

営業部○○課 

見積提出期限が守られているか 

□印  

（参考：資料２） 
見積書 

☆要求した納期を満たし 

 ているか 

☆見積有効期限内に発注 

 を実行可能か 

依頼時の指定が守られてい

るか確認してください。 

 

☆諸経費、出精値引きが、 

 各費用項目に配分され 

 ているか 

 

☆補助対象内、補助対象 

 外を区別しているか 

 それぞれを設計費、設 

 備費、工事費に区分し 

 ているか（区分毎に小 

 計までを記載すること 

 が望ましい）。 

 

 および、年度毎に工事 

 内容を区分しているか 

実績報告書全般の様式の作成負担を軽減するために、上記の記載方法（特に内訳）を採用す

るよう業者に依頼するようにしてください。 

次の４点の記載がある 

か、間違いはないか確認し

てください。 

 

 ①工事件名 

 ②納期（年月日） 

 ③支払条件：検収翌月 

  末までに現金払い 

 ④見積有効期限 

必須 
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最新の様式は採択者への事務取扱説明会資料で

公開予定です。 事例 



（参考：資料２） 
見積仕様書 
 

見積仕様書 

３者以上から入手した見積書、見積仕様書について記載内容に差がないか確認を行ってください。

もし、差がある場合は、揃うまで再見積りを行ってください。また、業者の見積辞退等があった

場合、もしくは見積り依頼仕様を満たしていない場合等、他の業者で見積を行い、原則３者以上

の見積書を揃えてください。 

なお、書類検査では、見積書に示した注意事項に加えて、以下の項目についても確認を行います。 

 

 ≪仕様書（見積書）確認時の注意事項≫ 

 ・業者が選定した機器のメーカー、型番が明記されているか。 

 ・選定した機器の能力は仕様を満たしているか。 ⇒仕様比較表に記載 

 ・補助対象内の機器は必要最小限か。（将来用設備、予備機等含まれていないか） 

 ・依頼に対し、必要な設備、材料、工数等が正確に計上されているか。 

 ・見積金額が妥当であるか。 

 ・使用条件、設置環境条件、技術的条件等から、選定された機器の仕様が妥当であるか。 

 ・納期、支払い条件等契約上必要な要件が明確にされているか。 

 ・複数のメーカーを取り扱う業者の場合、要件を満たす最も安価なメーカーで見積っているか。 

 ・見積仕様書は、選定した機器が兼用設備とならないことが確認できるものであるか。 

 （不明な場合は、補助対象外となる場合があります。） 
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最新の様式は採択者への事務取扱説明会資料で

公開予定です。 事例 



（参考：資料３） 
見積依頼先選定理由書 
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最新の様式は採択者への事務取扱説明会資料で

公開予定です。 事例 

4-1-1  見積依頼先選定理由書 

 

見積依頼先選定理由書 

 

１．○○株式会社 

 ①業務内容 

 ②技術力、保守体制 

 ③対象設備に関する設置（取引）実績 

 ④その他 

 

 

２．△△鉄工所 

 ①業務内容 

 ②技術力、保守体制 

 ③対象設備に関する設置（取引）実績 

 ④その他 

 

 

３．□□株式会社 

 ①業務内容 

 ②技術力、保守体制 

 ③対象設備に関する設置（取引）実績 

 ④その他 

 

 

 

 
※見積依頼先の会社案内を添付する 

◆見積依頼先として業務遂行能力があり、

かつ競争関係にある業者を３者以上選ん

でください。 

≪以下の業者選定は避けること≫ 

・業者から直接または間接的に推薦・紹

介のあった業者 

・見積もり依頼先３者のうち、２者以上

が関連会社の関係であり、仕入れ先等で

ある場合 

◆相見積にあたって、競争原理を損なう

恐れのある行為があった場合は、新たな

業者を選定しなおすこと。 

 

◆選定した業者について、選定理由の詳

細を記載してください。 

（上記の例の様に、項目に分けて記載す

ることが望ましい） 

記載内容は、裏付けがある事実のみに限

ること。（又聞き、業者のセールストー

クは不可） 

 

⇒原則、②③に係る裏付け資料を添付す

ること 



4-1-6 発注先選定理由書(仕様比較） 

 

 

発注先選定理由書(仕様比較） 

 
工事件名：ガスタービン設置工事 

 仕様  

 
申請書 

見積依頼 

仕様書 

見積書 評価 

 ○○株式会社 △△鉄工所 □□株式会社  

１．Ａ   
○○○社製 

○○○○○ 

○社製 
○○○○○ 

○○社製 
○○○○○ 

 

(1) ａ ○○kW 
◇◇ 

～○○kW 
△△kW △△kW △△kW ３者とも仕様を満たす 

(2) ｂ ○○MＪ ○○MＪ ○○MＪ ○○MＪ ○○MＪ ３者とも仕様を満たす 

 (3) ｃ      ３者とも仕様を満たす 

２．Ｂ ○○m3／h ○○m3／h ○○m3／h ○○m3／h ○○m3／h ３者とも仕様を満たす 

３．Ｃ Δ○○℃ Δ○○℃ Δ○○℃ Δ○○℃ Δ○○℃ ３者とも仕様を満たす 

４．Ｄ － ○○m ○○m ○○m ○○m ３者とも仕様を満たす 

納期 － ○月○日 ○月○日 ○月○日 ○月○日 ３者とも仕様を満たす 

支払い条件 － 
検収翌月末ま

でに現金払 

検収翌月末ま

でに現金払 

検収翌月末ま

でに現金払 

検収翌月末ま

でに現金払 
３者とも仕様を満たす 

その他       

３者とも実施計画書、見積依頼仕様書の仕様を満たしている。よって、金額により発注先を決める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

仕様比較では、比較対象となる全ての業者の見積が依頼書の仕様を満たすことが必要です。 

 省エネ実現に必須の項目はもれなく比較する。 

⇔見積依頼仕様書段階から抜けなく記載しておく。 

 各社の選定機器の仕様に極端な差がある場合は、理由を明確にし、必要に応じ再見積り等の是

正措置を行う。 

数値の場合は必要に応じて、特命などにならないように『以上』『以下』『範

囲（a～b、±○％）』などと表示する。また、機器の性能とその前提となる

条件をわかりやすくする。 

例：（能力）ＣＯＰ：○．○以上、（条件）外気温：ｘ℃、室温：ｙ℃ 

削除不可 

全ての項目が３者とも仕様を満たしていること 

（参考：資料４） 
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最新の様式は採択者への事務取扱説明会資料で

公開予定です。 
事例 



 

 

    ○○株式会社 △△鉄工所 □□株式会社 

    数量 単位 単価 金額 数量 単位 単価 金額 数量 単位 単価 金額 

補 

助 

対 

象 

１．設計費                         

（１）基本システム設計費 64 人日 80,000  5,120,000  70  人日 50,000  3,500,000  56  人日 50,000  2,800,000  

（２）配置設計費 56 人日 80,000  4,480,000  100  人日 20,000  2,000,000  60  人日 50,000  3,000,000  

（３）諸経費 1 式   100,000  1  式   200,000  1  式   150,000  

（４）出精値引       -200,000        -110,000        -160,000  

（小計） ①       9,500,000        5,590,000        5,790,000  

２．設備費                         

（１）ガスタービンユニット 1 式   208,000,000  1 式   228,000,000  1 式   256,000,000  

（２）ガス圧縮機 1 式   22,000,000  1 式   26,000,000  1 式   20,000,000  

（３）ガスタービン発電盤 1 式   32,000,000  1 式   40,000,000  1 式   35,000,000  

（４）諸経費 1 式   7,200,000  1 式   5,000,000  1 式   2,000,000  

（５）出精値引       -5,800,000        -4,600,000        -6,800,000  

（小計） ②       263,400,000        294,400,000        306,200,000  

３．工事費                         

（１）据付工事費 1 式   3,000,000  1  式   250,000  1  式   750,000  

（２）配管工事費 48 人日 60,000  2,880,000  150  人日 40,000  6,000,000  55  人日 60,000  3,300,000  

（３）配管資材費 1 式   3,500,000  1  式   3,200,000  1  式   4,200,000  

（４）電気・計装工事費 1 式   14,400,000  1  式   16,000,000  1  式   20,000,000  

（５）試運転調整費 1 式   4,600,000  1  式   3,840,000  1  式   4,000,000  

（６）諸経費 1 式   9,200,000  1  式   15,000,000  1  式   11,000,000  

（７）出精値引       -850,000        -720,000        -960,000  

  （小計） ③       36,730,000        43,570,000        42,290,000  

  合 計 （①+②+③）       309,630,000        343,560,000        354,280,000  

補
助
対
象
外 

１．設計費       0        0        0  

（小計） ①’       0        0        0  

２．設備費       0        0        0  

（小計） ②’       0        0        0  

３．工事費                         

（１）撤去工事費 1 式   7,500,000  1  式   5,000,000  1  式   6,000,000  

（２）出精値引       -130,000        -70,000        -80,000  

（小計） ③’       7,370,000        4,930,000        5,920,000  

合 計 （①’+②’+③’）       7,370,000        4,930,000        5,920,000  

総  計       317,000,000        348,490,000        360,200,000  

（参考：資料５） 
発注先選定理由書（見積価格比較） 

発注先選定理由書（見積価格比較） 
工事件名 : ガスタービン設置工事 

補助対象経費が最も安価な○○株式会社を選定する。 補助対象外費用は明確

化する 

◆価格比較は、補助対象費用のみで行ってください。なお、確定検査において補助対象としての妥当性の評価を行 
 い、下記の例の様に、稼働までに必要不可欠、かつ最小限のコストとみなされない部分については原則、補助対 
 象外となります。 
 ・予備品、一般工具、商社手数料（口銭）、自社製品を調達した場合の利益相当分。 
 ・常用でない予備設備、保守設備、将来の拡張用設備等（法律等の定めにより設置が義務付けられているものを 
  除く）。 
 ・本事業の専用でないもの。 
 ・補助対象外となる部分を含む設備等で、除外すべき範囲または金額が明確にならないものは、設備等全体。 
◆同一の区分で各社の見積りを比較する⇔依頼段階で記載すべき項目を明確化しておく。 
◆各社の見積り価格に極端な差がある場合は、理由を明確にし、仕様差があった場合等は必要に応じ再見積り等の  
 是正措置を行う。 

削除（変更）不可 
諸経費、出精値引きは各費目ごとに分割、按分して記入する 

最新の様式は採択者への事務取扱説明会資料で

公開予定です。 
事例 
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※補足 

次項は、 

公募要領（４１ページ）「５．５実績報告～補助金の支払い」 

（１）実績報告及び補助金額の確定について 

   ⑤自社製品の調達（利益排除の場合）の参考資料です。 

46 



47 

利益排除について 
 

補助事業において、補助対象経費の中に補助事業者の自社製品の調達がある場合、補助対象事業の 

実額の中に補助事業者の利益等相当分が含まれることは、補助金交付の目的上ふさわしくないと捉えられる。 

このため、利益等排除の方法を原則下記のとおり取り扱うこととします。 

 

1. 利益等排除の対象となる調達先 

補助事業者自身の場合、利益等排除の対象とします。 

 

2. 利益等排除の方法 

原則、設備の製造原価をもって補助対象経費とします。この場合の原価とは、当該調達品の製造原価を 

いいます。但し、原価等を算出することが困難である場合は、他の合理的な説明をもって原価として認め

ます。例）売上原価／売上高（直近年度単独決算報告）をもって利益相当額を排除します。 

 

 

＜利益等排除の考え方＞ 

 

関係会社から 100％同一資本企業から 自社から 

３者見積の場合 利益排除必要なし 利益排除必要なし ３者見積参加不可 

特命発注の場合 
事由書をもって判断 

利益排除   
事由書をもって判断 

利益排除必要なし 利益排除必要なし 
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10 

10-1 

指定様式に記入する 

交付申請書の様式の説明② 

１－４　資金調達計画

（単位：円）

調達先 調　達　金　額 備考

本補助金 174,850,000

自己資金 201,096,000

借入金 80,000,000 ○○○銀行△△支店

その他 30,000,000 〇〇県「△△補助金」（正式名称）

合　計 485,946,000

※補助対象設備を担保に入れないこと。

借入を予定している金融機関名

消費税を含む補助事業に要する経費全額について記入する

こと。

共同申請の場合、事業費の支払いを行う事業者について、

資金調達計画を記入すること。
※合計金額は、「交付申請書」の補助事業に要する経費と
同額となる様に記入すること。国からの補助金（負担金、利子補給金並びに補助金適正化

法第2条第4項第1号に挙げる補助金及び同項第2号に挙げる
資金含む。）以外の自治体等からの補助金等。



実施計画書（資金調達計画） 

10-1 合計が等しくなるように資金調達の内訳を記入する。 

借入を予定している場合は、金融機関名を記入する。 

その他には都道府県、地方自治体等から受ける（または受けた）補助金

があれば、その正式名称を記入する。 
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１－５．発注区分表（総括）

区分Ⅰ 区分Ⅰ （単位　円）

発注名
ボイラー更新工事 排ガスダクト工事 費目合計

項目　　　　　 未定 未定

Ⅰ．設計費 3,500,000 0 3,500,000

Ⅱ．設備費 220,000,000 65,000,000 285,000,000

Ⅲ．工事費 78,000,000 35,000,000 113,000,000

Ⅳ．諸経費 0 0 0

合計 301,500,000 100,000,000 401,500,000

消費税 24,120,000 8,000,000 32,120,000

支払合計 325,620,000 108,000,000 433,620,000

（単位　年）

8 10 －－－

区分Ⅱ 区分Ⅲ

蓄電池導入工事 ＥＭＳ導入工事

未定 未定

2,500,000 300,000

37,900,000 3,000,000

2,750,000 2,000,000

0 0

43,150,000 5,300,000

3,452,000 424,000

46,602,000 5,724,000

最長の法定耐用年数 15 8

最長の法定耐用年数

発注先

想定している発注区分ごとの各費目の

費用を記入する。

想定している発注名、発注単位を記述する。

（４～５区分以下が望ましい）

・発注が1件の予定であれば、工事内容別に分けずに、1列にまとめる。
・例の内容であれば、４回発注（３者見積りを４回実施）することになる。

費目合計の数値を、申請総括表

等と一致させること。

11-1 

11-2 

（区分Ⅱ、区分Ⅲを実施する場合の記載例） 

 

発注区分表に列を追加して記入する。 
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11 

指定様式に記入する 



実施計画書（発注区分表） 

11-1 発注(予定)工事区分及び区分Ⅰ、Ⅱ、Ⅲに分けてそれぞれの参考見積

等から記入する。 

※左記の例は２つの工事の場合。発注(予定)工事の数に合わせて列を

作って記入すること。 

11-2 発注(予定)工事別に、導入予定設備の「最長の法定耐用年数」を 

記入する。 
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12-1 
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12 

指定様式に記入する 

１－６　仕様書案

主要設備等の名称 仕様案 数量 区分
トップランナー
機器導入有無

LED照明 150W型、1500lm、消費エネルギー30W 50台 区分Ⅰ

LED照明 100W型、1000lm、消費エネルギー30W 40台 区分Ⅰ

LED照明 50W型、450lm、消費エネルギー15W 50台 区分Ⅰ

エアコン 直吹き形・壁掛け形　冷房能力45kW 5台 区分Ⅰ ○

　　・ 　　・

　　・ 　　・

　　・ 　　・

　　・ 　　・

　　・ 　　・

発注しようとする設備の仕様案を列記する。

発注しようとする設備等の名
称。大物は必須。

見積依頼に使えるよう、特命とならないように留意して記載すること。

・型式、メーカー指定は特命と同義となるため不可。

・能力、容量、省エネ性能等購入したい項目とクラス
あるいは範囲を指定する。



実施計画書（仕様書案） 

12-1 導入予定設備について、主要設備の名称、同一仕様案ごとにまとめて 

記入する。 

例えば、１階のＡフロア、Ｂフロアに（または１階と２階の事務所に）同じ 

仕様案の照明を導入予定の場合は、数量（台数）を合計し、１つの行 

に記入する。 

 

トップランナー機器を導入の場合は、省エネ法に基づくトップランナー基

準を満たすこと。（詳細は公募要領P.２３を参照） 
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１－７ 導入前後の比較図 

※区分ⅠからⅢ全体の事業概要がわかるような概念図を導入前後で記載すること。仕様等も記載して 

比較できるようにする。 

導入前 

導入後 

 

 

13-1 
既設設備の情報（導入前） 

導入予定設備の情報（導入後） 
13-2 
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指定様式に記入する 

事業前後の設備の違いを模式図等（設計図等ではなく）により、図解する。 

Ａ４縦使いで１枚にまとめること。 

モノクロ出力で判別可能な色づかいにすること。（点線・実線を用いるなど） 

撤去対象設備を点線等で囲んで記載すること。 

 

注意：これとは別に設備、補助対象範囲を明確にするために、１－８新設備の配置図、

注意：１－９旧設備の撤去範囲等に、詳細を記載のこと。設備能力、数量、配管・配

注意：線の取合位置等を明確にすること。補助対象範囲が明確でないものは、補助対

注意：象内として計画していても確定検査の際に補助対象外となる可能性があるので、

注意：注意すること。 

 

点線等で囲んで補助対象範囲を明記すること。 

先端性等について簡潔に説明を記述すること。 

効果等についても、簡潔に説明を記述すること。 

 



実施計画書（導入前後の比較図） 

13-1 置き換えをする既存設備の概念図を記入する。 

撤去対象範囲が明確にわかるように点線等で囲むとともに仕様、台数も

明記する。 

13-2 導入設備の概念図を仕様案、台数等とともに記入する。 

上で記入した撤去設備との対応が明確になるよう、必要に応じて説明や

記号を書き入れる。 

 

この１枚で事業の概要がわかるようにする。 
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２－５既設設備と導入設備の比較表と 
台数をあわせて記入する。 

自由書式 

図面 １階平面図 

尺度 1/100 

000 

A3 

A9 

A5 

A11 

B1 

B5 

B3 

B7 

B11 

B15 

B19 

B23 

B9 

B13 

B17 

B21 

A29 

A35 

A17 

A23 A21 

A26 

A33 

000 

000 

000 

000 

000 

A1 A2 A4 A6 

A7 A8 A10 A12 

A13  A14 A15 A16 A18 

A19 A20 A22 A24 

A25  A27 A28 A30 

A31 A32 A34 A36 

B2 B4 

B6 B8 

B10 B12 

B14 B16 

B18 B20 

B22 B24 

Ａホール Ｂホール 

記載例 １－８ 新設備の配置図 

上図は作成ｲﾒｰｼﾞであり、２－５既設設備と導入設備の比較表(   )等との台数とは整合していませ
ん。 

23 
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14 

逆富士型器具LED40W2灯 × 36台 

反射笠付器具Hfｲﾝﾊﾞｰﾀ型△△W○灯 × 24台 

非常灯機能付 逆富士型器具LED40W2灯 

（補助対象内） 

（補助対象内） 

（補助対象外） 

 

前ページ「導入前後の比較図」詳細説明書類として、新設備の配置図面

を添付する。複数階の場合は、階層ごとに図面が必要。 

設備１台ずつに番号を付す等して、台数を間違えないようにする。補助

対象・対象外設備について、凡例・範囲等を明記すること。 

 



自由書式 

図面 １階平面図 

尺度 1/100 

000 

A3 

A9 

A5 

A11 

B1 

B5 

B3 

B7 

B11 

B15 

B19 

B23 

B9 

B13 

B17 

B21 

A29 

A35 

A17 

A23 A21 

A26 

A33 

000 

000 

000 

000 

000 

A1 A2 A4 A6 

A7 A8 A10 A12 

A13  A14 A15 A16 A18 

A19 A20 A22 A24 

A25  A27 A28 A30 

A31 A32 A34 A36 

B2 B4 

B6 B8 

B10 B12 

B14 B16 

B18 B20 

B22 B24 

Ａホール Ｂホール 

 

前ページ「導入前後の比較図」詳細説明書類として、旧設備の撤去範囲

を示した図を添付する。複数階の場合は、階層ごとに図面が必要。設備

1台ずつに番号を付す等して、台数を間違えないようにする。補助対象・

対象外設備について、凡例・範囲等を明記すること。 

 

２－５既設設備と導入設備の比較表と 
台数をあわせて記入する。 

１－９ 旧設備の撤去範囲 

上図は作成ｲﾒｰｼﾞであり、２－５既設設備と導入設備の比較表(   )等との台数とは整合していませ
ん。 
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23 

蛍光灯ABC-100△△W○灯 × 36台 

蛍光灯DEF-200△△W○灯 × 24台 

非常灯機能付 蛍光灯ABC-100△△W○灯  

（補助対象内） 

（補助対象内） 

（補助対象外） 

記載例 



自由書式 

入口 

Ｂ棟 

Ａ棟 

設備導入場所 

工場・事業場等の敷地内がどの様な配置関係になっているのか、その

内どの場所に設備導入するのか、について明記する。 

１－１０ 事業場の全体図 
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記載例 



図面と現地との「数量、配置等」に相違がある場合、一部もしくは

全部が対象外となる場合があるので注意すること。 

竣工図面等の利用は、実状と合わないケースがあるので十分に留

意すること。 

≪図面の注意事項≫ 

Ａ３用紙を使用する場合は、右半面を折りたたんで、Ａ４ファイル

（２穴、ハードタイプ）に綴じ込んでください。 

 ・寸法明記のこと。 

 ・省エネルギー効果に関する設備は全て記述のこと。 

 ・補助対象設備の範囲が明確にわかるようにすること。 

 ・補助対象設備の台数が型式・仕様ごとに明確に分かるよう 

  にすること。 

 ・補助対象内外を明記すること。不明確な場合、補助対象内と 

  記述したつもりであっても、補助対象内として認められない 

  こともある。 

≪設備の配置図等についての注意事項≫ 

≪作成上の注意事項≫ 

「１－８ 新設備の配置図」、「１－９ 旧設備の撤去範囲」について 
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【 確 認 】 

申請時の現地の確認漏れなどにより、図面や機器リスト、参考見積書の内容と実際の現地の状況（位

置、台数、能力など）に相違があった場合は、交付決定後であっても補助金の一部もしくは全部が受

給できなくなることを承諾のうえ、本計画を記載しています。 

 

□（←内容確認のうえ、レ点でチェックを入れる。） 

 

 

１－１１.スケジュール 

 

 

年 

月 

項 目 

２８年 ２９年 

２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 

○○○○               

○○○○               

○○○○                   

 

 

 

 

１－１２．その他、事業実施に関連する事項  

  ※「ある」を選択した場合は、各項目の詳細について「添付６」に記載のこと。 

（１）他の補助金との関係（当該事業と直接あるいは間接に関係する他の補助金等を受けている又は受ける予定がある場合） 

ある ・ ない 

（２）過去の補助金との関係（今回の工事が影響する範囲に、過去に国から補助金の交付を受けている場合） 

ある ・ ない 

（３）許認可、権利関係等事業実施の前提となる事項 

１）本事業 ： 事業実施の前提となる事項が（ ある ・ ない ） 

２）申請者 ： 国、自治体から既に受けている許認可が （ ある ・ ない ）。 

（４）その他実施上問題となる事項 

ある ・ ない 

 

▼支払 

▼検収 

事業完了日以降は事業期間ではないので記入しない。 

▼発注 

８月中旬に交付決定があるものとして記入。 

17-3 

17 

17-1 

17-2 
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実施計画書（スケジュール/その他、事業実施に関連する事項） 

17-2 事業全体工程の概要がわかるようなスケジュールを記入する。 

最後の支払が事業完了日と一致していること。 

17-3 以下の事項について該当するものがあれば「ある」を選択し、本紙 添付6

を作成する。該当しなければ「ない」を選択する。 

（すべて「ない」ならば、本紙 添付６は不要。） 

 

（1）他の補助金との関係 

（2）過去の補助金との関係 

（3）許認可、権利関係等事業実施の前提となる事項 

（4）そのほか実施上問題となる事項 

17-1 申請にあたり、申請者が確認するべき事項です。内容をよく読んで

チェックボックス□に、レ点を入れること。 

手書きでレ点を入れる、またはワードファイル上で入力してもよい。

※プリンターで出力後に、正しく印刷されていることを確認すること。 
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区分Ⅰ計画書の説明 



 （事業者）

 （実施場所）

 （資本金）   ○○億円  （従業員数）   ○○○人   中小企業

エネマネ事業：該当 代行申請：有

　　　　○○株式会社

事業所のエネルギー使用量

7.7 ％ 2,609.7   kl/年

　2,609.7　(kl/年)×　15 （年）／　　3.115　(億円)＝ 12,566.8    (kl/億円)

1,256.7  (kl/千万円)

11.0 ％ 2,970.0 千kWh/年

電気需要平準化時間帯の

11.5 ％ 1,848.00   千kWh/年

設計費

設備費

工事費

諸経費 0 0

計

 （事業者法人等番号）　 010005016502

平成29年1月31日

　省エネルギー率    省エネルギー量

　 ピーク対策効果量

費用対効果

ピーク対策効果

事業前

節電効果

　電力削減率 　 電力削減量

14,252.0 （千kWh)

　ピーク対策効果率

 （申請法人の業種）     プラスチック製品製造業　　　 18

 （実施場所の業種）     プラスチック製品製造業　　　 18

401,500,000

83,000,000

311,500,000

  第１種エネルギー管理指定工場

事業前

27,000.0 （千kWh)

導入設備
／技術概要

申請パターン

補助事業名

補助事業概要

31,170.3 (  kl  )

電力使用量

事業前

24,030.0 （千kWh)

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

事業費

　　補助事業に要する経費　(円)

113,000,000

補助対象経費　(円)

3,500,000

225,000,000

3,500,000

285,000,000

33,780.0 (　kl　)

 （事業者法人等番号） 10005016502

事業後( 29 年度)

電力使用量 16,100.0 （千kWh)

○○工業株式会社

東京都中央区○○二丁目3番5号

他　0　者

他　0  箇所

事業後( 29 年度)

事業完了予定日

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

省エネ効果
（原油換算）

事業後( 29 年度)

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

申請パターン F ≪ Ⅰ ≫＋≪ Ⅱ ≫＋≪ Ⅲ ≫

２-１事業概要（Ⅰ．省エネ設備・システム導入支援）

省エネ効果・節電効果・ピーク対策効果の値は、

区分Ⅰ計画書2-2-3、2-2-4等の値と整合を取る

省エネ量×(建築構造物を除く)最長の

法定耐用年数÷補助対象経費

ポータルから出力できます 

18-1 

65 

18 

18-2 

 
区分Ⅰ計画書記載例 
・提出する実施計画書は片面印刷とすること。 
・注意書きの赤字は削除。青字は事業毎の情報を記載。青字は黒字に変換。 
 

このページは、補助事業ポータル(Web)から出力のこと。 



区分Ⅰ計画書（事業概要（Ⅰ．省エネ設備・システム導入支援）①） 

18-1 補助対象事業において、共通の情報です。 

申請総括表と同じ情報が表示されます。 

18-2 区分Ⅰにおいて、「導入設備/技術概要」にどんな設備を

導入するのか、その設備がどのように省エネ効果を発揮

するのかを簡単にまとめて入力する。 

別冊 補助事業 
ポータルについて 
２１ページ参照 

続く 

 全てポータルに入力の情報が表示されます。 

 記載内容については「別冊 補助事業ポータルについて」の 
 該当箇所を参照してください。 

66 

18 



 （事業者）

 （実施場所）

 （資本金）   ○○億円  （従業員数）   ○○○人   中小企業

エネマネ事業：該当 代行申請：有

　　　　○○株式会社

事業所のエネルギー使用量

7.7 ％ 2,609.7   kl/年

　2,609.7　(kl/年)×　15 （年）／　　3.115　(億円)＝ 12,566.8    (kl/億円)

1,256.7  (kl/千万円)

11.0 ％ 2,970.0 千kWh/年

電気需要平準化時間帯の

11.5 ％ 1,848.00   千kWh/年

設計費

設備費

工事費

諸経費 0 0

計

 （事業者法人等番号）　 010005016502

平成29年1月31日

　省エネルギー率    省エネルギー量

　 ピーク対策効果量

費用対効果

ピーク対策効果

事業前

節電効果

　電力削減率 　 電力削減量

14,252.0 （千kWh)

　ピーク対策効果率

 （申請法人の業種）     プラスチック製品製造業　　　 18

 （実施場所の業種）     プラスチック製品製造業　　　 18

401,500,000

83,000,000

311,500,000

  第１種エネルギー管理指定工場

事業前

27,000.0 （千kWh)

導入設備
／技術概要

申請パターン

補助事業名

補助事業概要

31,170.3 (  kl  )

電力使用量

事業前

24,030.0 （千kWh)

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

事業費

　　補助事業に要する経費　(円)

113,000,000

補助対象経費　(円)

3,500,000

225,000,000

3,500,000

285,000,000

33,780.0 (　kl　)

 （事業者法人等番号） 10005016502

事業後( 29 年度)

電力使用量 16,100.0 （千kWh)

○○工業株式会社

東京都中央区○○二丁目3番5号

他　0　者

他　0  箇所

事業後( 29 年度)

事業完了予定日

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

省エネ効果
（原油換算）

事業後( 29 年度)

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

申請パターン F ≪ Ⅰ ≫＋≪ Ⅱ ≫＋≪ Ⅲ ≫

２-１事業概要（Ⅰ．省エネ設備・システム導入支援）

省エネ効果・節電効果・ピーク対策効果の値は、

区分Ⅰ計画書2-2-3、2-2-4等の値と整合を取る

省エネ量×(建築構造物を除く)最長の

法定耐用年数÷補助対象経費

ポータルから出力できます 

18-3 

18-4 

18-5 
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18 
 
区分Ⅰ計画書記載例 
・提出する実施計画書は片面印刷とすること。 
・注意書きの赤字は削除。青字は事業毎の情報を記載。青字は黒字に変換。 
 

このページは、補助事業ポータル(Web)から出力のこと。 



18-3 「事業所のエネルギー使用量」の【事業前】【事業後】に、

エネルギー使用量の原油換算表（区分Ⅰ）のｂ欄、Ｃ欄の

数字をそれぞれ入力する。 

 

18-4 

「電力使用量（千kWh）」の【事業前】【事業後】に、電力

使用量を、エネルギー使用量の原油換算表（区分Ⅰ）の

Aｈ-Bｈの値、Cｈ-Dｈの値をそれぞれ入力する。 

18-5 

(費用対効果)： 

「エネルギー使用量」、「建物・構築物を除く最長の法定耐

用年数」、「省エネ設備導入経費情報」の入力により、自

動計算される。 

※(省エネルギー率)、(省エネルギー効果)は上記入力により自動計算される。 

(電力削減率)、(電力削減量)は、上記入力により自動計算される。 

続く 

区分Ⅰ計画書（事業概要（Ⅰ．省エネ設備・システム導入支援）②） 

 全てポータルに入力の情報が表示されます。 

 記載内容については「別冊 補助事業ポータルについて」の 
 該当箇所を参照してください。 

68 

18 



 （事業者）

 （実施場所）

 （資本金）   ○○億円  （従業員数）   ○○○人   中小企業

エネマネ事業：該当 代行申請：有

　　　　○○株式会社

事業所のエネルギー使用量

7.7 ％ 2,609.7   kl/年

　2,609.7　(kl/年)×　15 （年）／　　3.115　(億円)＝ 12,566.8    (kl/億円)

1,256.7  (kl/千万円)

11.0 ％ 2,970.0 千kWh/年

電気需要平準化時間帯の

11.5 ％ 1,848.00   千kWh/年

設計費

設備費

工事費

諸経費 0 0

計

 （事業者法人等番号）　 010005016502

平成29年1月31日

　省エネルギー率    省エネルギー量

　 ピーク対策効果量

費用対効果

ピーク対策効果

事業前

節電効果

　電力削減率 　 電力削減量

14,252.0 （千kWh)

　ピーク対策効果率

 （申請法人の業種）     プラスチック製品製造業　　　 18

 （実施場所の業種）     プラスチック製品製造業　　　 18

401,500,000

83,000,000

311,500,000

  第１種エネルギー管理指定工場

事業前

27,000.0 （千kWh)

導入設備
／技術概要

申請パターン

補助事業名

補助事業概要

31,170.3 (  kl  )

電力使用量

事業前

24,030.0 （千kWh)

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

事業費

　　補助事業に要する経費　(円)

113,000,000

補助対象経費　(円)

3,500,000

225,000,000

3,500,000

285,000,000

33,780.0 (　kl　)

 （事業者法人等番号） 10005016502

事業後( 29 年度)

電力使用量 16,100.0 （千kWh)

○○工業株式会社

東京都中央区○○二丁目3番5号

他　0　者

他　0  箇所

事業後( 29 年度)

事業完了予定日

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

省エネ効果
（原油換算）

事業後( 29 年度)

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

申請パターン F ≪ Ⅰ ≫＋≪ Ⅱ ≫＋≪ Ⅲ ≫

２-１事業概要（Ⅰ．省エネ設備・システム導入支援）

省エネ効果・節電効果・ピーク対策効果の値は、

区分Ⅰ計画書2-2-3、2-2-4等の値と整合を取る

省エネ量×(建築構造物を除く)最長の

法定耐用年数÷補助対象経費

このページは、補助事業ポータル(Web)から出力のこと。 

ポータルから出力できます 

69 

18 

18-6 

18-7 

 
区分Ⅰ計画書記載例 
・提出する実施計画書は片面印刷とすること。 
・注意書きの赤字は削除。青字は事業毎の情報を記載。青字は黒字に変換。 
 



18-6 「電気需要平準化時間帯の電力使用量（千kWh）」の 

【事業前】【事業後】に、電力使用量を、エネルギー使用

量の原油換算表（区分Ⅰ）のｋ－ｌの値、ｍ－ｎの値をそ

れぞれ入力してもよい。 

(ピーク対策効果率)、(ピーク対策効果量)は、上記入力

により自動計算される。 

 

別冊 補助事業 

ポータルについて 

２１ページ参照 

18-7 ポータルの「省エネ設備導入経費情報」の金額が反映さ

れます。 

区分Ⅰ計画書（事業概要（Ⅰ．省エネ設備・システム導入支援）③） 

 全てポータルに入力の情報が表示されます。 

 記載内容については「別冊 補助事業ポータルについて」の 
 該当箇所を参照してください。 

申請パターンＡ及びＤ
において、ピーク対策
効果の計算をしない場
合は、ブランクでも良い。
効果が記載されている
場合は、実施報告時の
必達値となるので注意
すること。 

70 

18 



19-2 

19-3 

71 

19 

19-1 

指定様式に記入する 

２－２ 省エネルギー計算 

 

【 確 認 】 

省エネルギー計算の過程で計算ミスなどが理由であっても、申請時の省エネルギー量（kl）の達成が

難しい見込みとなった場合は、交付決定後であっても補助金の一部もしくは全部が受給できなくなるこ

とを承諾のうえ、本計画を記載しています。 

 

□（←内容確認のうえ、レ点でチェックを入れる。） 

 

 

 

 

２－２－１ 導入省エネルギー設備の機能、仕様、機構図、システム図 等 

※以下、各項目について適宜図面等を使用して、設備・仕様、機構、台数等を具体的に記述する。 

 ※２－５「既存設備と導入設備の比較表」に記載した仕様と整合させること。 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

・高効率熱交換設備 

別図○○参照 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

・高効率ボイラー設備       5000kW級×１基   別図○○参照 

                発電効率   ％ 、裕度(安全率)   ％ 

                熱効率    ％ 、裕度(安全率)   ％ 

                総合効率   ％ 、裕度(安全率)   ％ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

   ・システム図  別図○○参照（別図で添付） 

 

２－２－２ 導入する設備の能力の根拠 

 ※２－５「既存設備と導入設備の比較表」の内容を踏まえて、２－２－１に記載した導入設備の能力がなぜ必要か、必要

により別図等を使用して説明すること。 

例：更新するボイラーの蒸発量は、事業前1．3t/hに対し、現在の工場の稼働状況が○○○○であ

るので、事業後1．5t/hである。 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 

 

 

 

補助対象設備の範囲が明確に

わかるように記入すること。

ｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖ

ｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖ

ｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖ

ｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖ

ｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖ

ｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖ

ｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖ

ｖｖｖｖｖｖｖｖｖ 

全体の説明。導入設備がどのように省エネ

効果を発揮するかを文章で記述すること。 

 

・導入する設備が、元の設備の能力・出力を超えてもよいが、将来用設備、兼用設

備、予備設備でないことを説明すること。 

・同一機器(補機等も含む)を複数台申請する場合は、複数台の必要性の根拠も記述

すること。 

(理由無き場合は補助対象外として計上すること。2-2-1に記載した導入設備が複

数台の場合に、なぜ必要なのかを導入前と比較して説明すること。) 

省エネ設備の構成が複雑な場合に、各々の設備

を模式化して、熱量やエネルギーの流れをわか

りやすく記載した図面を添付すること。 

 



区分Ⅰ計画書（省エネルギー計算①） 

19-1 申請にあたり、申請者が確認するべき事項です。内容をよく読んで

チェックボックス□に、レ点を入れること。 

手書きでレ点を入れる、またはワードファイル上で入力してもよい。

※プリンターで出力後に、正しく印刷されていることを確認すること。 

19-2 この後に続く「既存設備と導入設備の比較表」（   ）と内容を整合

させて、設備の機能、仕様等を記入する。 

19-3  「既存設備と導入設備の比較表」（   ）の内容を踏まえ、生産量

予定等を示して、導入設備の能力がなぜ必要なのか説明する。 

23 

23 

（その他の記載例） 
A ホールに設置する LED 照明は、既設の蛍光灯に比べ、100W 型から 150W 型に能力アップして

いるが、ここでは、○○や○○などの作業を実施するため、150W 型が必要である。 

出力はアップするが、高効率な設備により○○kWh の省エネになる見込みである。（詳細は、省

エネルギー計算の項目を参照） 

B ホールについては、既設と同様の 200W 型とする。 

○ホールについては、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

続く 
72 

19 



19-4 

19-5 

19-6 

73 

19 
 

２－２－３ａ 省エネルギー効果 

（１）省エネルギー量および電力削減量の算出根拠 

※２－２－４「エネルギー使用量の原油換算表（Ⅰ）」の数値と一致させること。 

※それぞれのエネルギー使用量の増減を、計算に用いた定数や式等を具体的に示して、出来るだけ詳しく記入すること。 

①事業場の省エネルギー量 ○○○.○ｋｌ／年 省エネルギー率 ○.○％ (裕度(安全率)○％を考慮) 

②事業場の電力削減量 ○○○.○千ｋＷｈ／年 電力削減率 ○○.○％ (裕度(安全率)○％を考慮) 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）省エネルギー計算および電力削減量計算に使用した数値の根拠（別添○） 

※使用する数字の妥当性を確認し、説明もしくは添付すること。 

※実測値等をもとに効果を算出している場合はその計測結果を、説明もしくは添付すること。 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 

   （３）導入前後のエネルギーバランス 

※導入前後のエネルギーバランスについて、図等を用いてわかりやすく説明もしくは添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エネルギーバランス図の例 

電気 
100kl 

ガス 
120kl 

重油 30kl 

導入前 

電気 
60kl 

ガス 
90kl 

重油 50kl 

導入後 

使用量 

計算結果を先に記載する。 

・省エネルギー量の根拠、計算の前提となる数値、単位及び式等を具体的に示して記入する。 

 計算結果のみの記載は不可。 

・電卓で計算過程を追えるようなものにすること。 

・省エネルギー効果が区別できるアイテムに関しては別々に記述し、それぞれの省エネ効果が 

 分かるように記述すること。 

・事業終了後の省エネルギー効果の検証が容易に行えるよう工夫すること。 

・国際単位系（SI）で記載すること。特に熱量はジュール（J）を使用すること。 

・燃料の削減量を算出し、2-2-4「エネルギー使用量の原油換算表（Ⅰ）」に反映させる。 

・設備性能の裕度（安全率）を考慮して省エネ計算を行うこと。 

・裕度（安全率）の理由を簡潔に記載のこと。 

・生産量や稼働時間等を、単に減らすだけの省エネ量を計算に入れないこと。生産量や稼働時間

等が減る見込みの場合は、過去の実績年度と同条件として計算する。 

・参考見積で記載された機器の仕様により計算する場合は、メーカー指定とならないよう 

 参考値であることを明記する。 

・旧設備の消費エネルギー量に、経年劣化を理由とした補正計算を加えないこと。 

導入前のベースデータは、 

実測値をもとにすること。 

電気・ガス・重油など複数（3種以上）のエネル

ギーの増減がある事業、あるいはプラントなどの

エネルギーの動きが複雑である事業等は、エネル

ギーバランス図やエネルギーフロー図を記載も

しくは別図として添付する。 

照明や空調単体の事業では省略可。 

例えば、電気・ガス・重油の使用量の変化や、 

入熱と出熱のバランス等。 

指定様式に記入する 

既存設備、導入設備の仕様の

証憑等も添付すること。 



19-4 「エネルギー使用量の原油換算表（   ）」の数値と一致させた値を記入。

また省エネルギー量の計算過程もあわせて記入する。 

 

省エネルギー量計算については「別冊 省エネルギー計算について」 

を、必ず参照下さい。 

19-5 省エネルギー計算および電力削減量計算に使用した数値の根拠につい

て、説明を記入する。 

例えば、実測値等をもとに算出している場合はその測定結果をこの記入

欄に書くか、別添参照として添付資料を付けてもよい。 

19-6 導入前後のエネルギーバランスについて、図等をこの欄に書くか、別添

参照として添付資料を付けてもよい。 

続く 

区分Ⅰ計画書（省エネルギー計算②） 

20 

74 

19 



 （４）事業導入後の省エネルギー効果の実測方法、確認方法 

※申請時の省エネ効果計算ではなく、実測データを元にした確認方法を説明すること。 

例１：分電盤の回路に個別に測定用のメーターを設置し、電気使用量の実績を計測する。 

例２：照明設置後、種類別に消費電力の瞬時値を測定し、これに実際の使用時間（今後部屋ごと

等に管理予定）をかけることで、実績ベースの電気使用量を算出する。 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－２－３ｂ 省エネルギー設備導入による、電気需要平準化時間帯のピーク対策効果 

（１）電気需要平準化時間帯でのピーク対策効果の算出根拠  

※電気需要平準化時間帯とは夏期（7月～9月）および冬期（12月～3月）の8時～22時までの時間帯を指す。 

※２-２-４｢エネルギー使用量の原油換算表（Ⅰ）｣のうち、｢電気需要平準化時間帯｣の数値と一致させること。 

※ピーク対策効果の算出根拠について、計算に用いた定数や係数、式等を具体的に示して、出来るだけ詳しく 

記入すること。 

 

 

 

 

 

 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 

 

（２）ピーク対策効果の計算に使用した数値の根拠（別添○） 

※使用する数字の妥当性を確認し、説明もしくは添付すること。 

※実測値等をもとに効果を算出している場合はその計測結果を、説明もしくは添付すること。 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 

（３）設備導入前後の電力使用量バランス 

※導入前後の電力使用量バランスについて、図等を用いてわかりやすく説明もしくは添付すること。 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

エネルギー使用量の実績の計測は、事業場全体だけでなく、対象事業によって
導入した設備のみでどれだけ使用しているのか、必ず計測もしくは計測値の差
引などによる算出が出来るように計画すること。 

申請パターンA及びDにおいて、ピーク対策効果の計算

をしない場合はブランクでも良い。 

効果が記載されている場合は、実績報告時の必達値とな

るので注意すること。 

 

ピーク対策効果量(千kWh) ＝                － 
設備導入前の電気需要平準化 

時間帯の電力使用量 

設備導入後の電気需要平準化 

時間帯の電力使用量 

ピーク対策効果率(％) ピーク対策効果量 
設備導入前の電気需要平準化 

時間帯の電力使用量 
＝ ／ 

ピーク対策効果の算出式 

× 100 

導入前のベースデータは、 

実測値をもとにすること。 

19-7 

19-8 

19-9 

19-10 

75 

19 

指定様式に記入する 



続く 

区分Ⅰ計画書（省エネルギー計算③） 

19-7 

19-8 申請パターンＡ及びＤにおいて、ピーク対策効果の計算を行う場合に記

入する。（任意記入項目） 

記入する場合は、「エネルギー使用量の原油換算表（   ）」の数値と一

致させた値を記入。またピーク対策効果量の計算過程もあわせて記入す

る。 

19-9 ピーク対策効果の計算に使用した数値の根拠について説明を記入する。

例えば、実測値などをもとに算出している場合は、その測定結果をこの記

入欄に書くか、別途参照として添付資料を付けてもよい。 

20 

事業導入後の省エネルギー効果の具体的な実測方法、確認方法を記入

する。 

導入設備の省エネルギー効果の測定が必要であり、他の設備の使用エ

ネルギー量が含まれる確認方法（例えば、電力会社の請求書で確認）は、

原則として不可。 

今回の事業で導入する設備のみの使用量が実測できる方法を検討し記

載すること。 

（例１）分電盤の照明回路に、個別に測定用のメーターを設置し、電気使用量の実績を計測する。 

（例２）照明設置後、種類別に消費電力の瞬時値を測定し、これに実際の使用時間（今後部屋 

    ごと等も管理予定）をかけることで、実績ベースの電気使用量を算出する。 

20 

19-10 事業導入前後の電力使用量バランスについて、図等をこの欄に書くか、

別途参照として添付資料を付けてもよい。 

申請パターンＡ及びＤ
において、ピーク対策
効果の計算をしない場
合は、ブランクでも良い。
効果が記載されている
場合は、実施報告時の
必達値となるので注意
すること。 

76 

19 



 （４）設備導入後の電力使用量の実測方法、確認方法 

※申請時の電力使用量計算ではなく、実測データを元にした確認方法を説明すること。 

例：電力会社から提供される、検針票の力率測定用の有効電力量から確認する。 

例：エネルギー使用量のモニター装置から電力使用量を確認する。 

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

19-11 

77 

19 

指定様式に記入する 



19-11 設備導入後の電力使用量の実測データに基づいた実測方法や確認方

法について説明する。 

区分Ⅰ計画書（省エネルギー計算④） 
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19 



２－２－４ エネルギー使用量の原油換算表(区分Ⅰ)

使用量
A

販売した副生
エネルギーの

量 B

使用量
C

販売する副生
エネルギーの

量 D

差引後の熱量
(C-D)×換算係数

数値 数値 数値 数値 熱量（GJ）

トン ａ

ｋｌ 38.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ｋｌ 35.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ｋｌ 34.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ｋｌ 33.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ｋｌ 36.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ｋｌ 37.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ｋｌ 39.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ｋｌ 41.9 24,906.0 0.0 20,906.0 0.0 875,961.4

ｔ 40.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ｔ 29.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ｔ 50.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

千ｍ３ 44.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ｔ 54.6 0.0 0.0 1,753.0 0.0 95,713.8

千ｍ３ 43.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ｔ 29 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ｔ 25.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ｔ 26.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ｔ 29.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ｔ 37.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

千ｍ３ 21.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

千ｍ３ 3.41 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

千ｍ３ 8.41 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

千ｍ３ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

GＪ 1.02 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

GＪ 1.36 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

GＪ 1.36 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

GＪ 1.36 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

昼間買電 千ｋWh 9.97 24,000.0 2,000.0 21,530.0 2,000.0 194,714.1
夏期･冬期における

電気需要平準化時間帯 千ｋWh 9.97 16,800.00 700.00 14,952.00 700.00
電気需要平準化時間帯

を除いた昼間買電 千ｋWh 9.97 7,200.00 1,300.00 6,578.00 1,300.00

千ｋWh 9.28 5,000.0 0.0 4,500.0 0.0 41,760.0

千ｋWh 9.76 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

千ｋWh 9.76 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

千ｋWh - 29,000.0 2,000.0 26,030.0 2,000.0 -

GJ 1,208,149.3

kl ｂ c 31,170.3

kl/トン 10.39

（注） ・導入後のエネルギー使用量は、補助事業に係わるエネルギー消費量の差異のみを織り込む。

　　　 ・事業場への入出のエネルギー全てに関して記述すること。

　　　 ・蒸気、温水及び冷水の換算係数に相当する係数で当該熱を発生させるために使用された燃料の発熱量を算定する上で

　　　 　適切と認められるものを求めることができるときは、換算係数に代えて当該係数を用いることができる。

　　　 ・導入後に生産量や稼働時間等が減る見込みがある場合、導入後の生産量は過去の実績年度と同じとすることとし、
　　　 　同条件として省エネルギー計算すること。

【省エネルギー効果】 ｆ 7.7 % （ｂ－ｃ）／ｂ

ｇ 2,609.7 kl 　ｂ-ｃ

【電力削減効果】 ｊ 11.0 ％ 　ｉ／（Ａｈ－Ｂｈ）

ｉ 2,970.0 千kWh （Ａｈ－Ｂｈ）－(Ｃｈ－Ｄｈ）

【ピーク対策効果】 ｘ 11.5 ％ {（ｋ－ｌ）－（ｍ－ｎ）} /（ｋ－ｌ）

ｗ 1,848.00 千kWh  （ｋ－ｌ）－（ｍ－ｎ）

単位
換算
係数
(GJ/
単位)

平成27年度（実績） 平成29年度（導入後）

差引後の熱量
(A-B)×換算係数

熱量（GJ）

生産量 3,000.0 3,000.0

燃
料
及
び
熱

原油 0.0
原油のうちコンデンセート

（ＮＧＬ） 0.0

揮発油（ガソリン） 0.0

ナフサ 0.0

灯油 0.0

軽油 0.0

Ａ重油 0.0

Ｂ・Ｃ重油 1,043,561.4

石油アスファルト 0.0

石油コークス 0.0

石油ガス
液化石油ガス(ＬＰＧ) 0.0

石油系炭化水素ガス 0.0

可燃性

天然ガス

液化天然ガス(ＬＮＧ) 0.0

その他可燃性天然ガス 0.0

無煙炭 0.0

石炭コークス 0.0

コールタール 0.0

石炭

原料炭 0.0

一般炭 0.0

コークス炉ガス 0.0

高炉ガス 0.0

転炉ガス 0.0

その他の

燃料

都市ガス１３A 0.0

0.0

0.0

産業用蒸気 0.0

産業用以外の蒸気 0.0

温水 0.0

冷水 0.0

電
気

一般電気

事業者

219,340.0

夜間買電 46,400.0

その他
上記以外の買電 0.0

自家発電 0.0

自家発電以外の計 h
-

原油換算原単位 11.26

熱量合計 1,309,301.4

原油換算量
(10GJ=0.258kl)

33,780.0

Ah Bh Ch Dh

ｋ

Ｏ

ｓ

ｍ

ｑ

ｕ

ｌ

ｐ

ｔ

ｒ

ｖ

ｎ

※グレー部分のみ入力可能
※他の書類（実施計画書の省エネルギー計算等）の値と整合を取ること

20-1 

この数値 
ｇの値は必達 

記入した場合、
ｗの値は必達 
（任意記入） 

申請パターンA 
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20 
単年度事業は「29年度」と記

載し、複数年度事業は、 

最終年度の事業完了の翌年

度を記載する。 

例えば、共同受電した電力を隣接事業者

等に送電する場合。 

その他燃料の単位、換算係数は燃料販

売会社に確認する。 

自家発電の余剰を

販売している場合。 

申請パターンA及びDにおいて、ピーク対策効果

の計算をしない場合はブランクでも良い。 

効果が記載されている場合は、実績報告時の必

達値となるので注意すること。 

指定様式に記入する 

一般送配 
電事業者 



区分Ⅰ計画書（エネルギー使用量の原油換算） 

20-1 事業場の生産量や、「建物の登記簿謄本」に記載の延床面積等を入力

する。 

他の入力方法は、「別冊 省エネルギー計算について」を参照してくださ

い。 

○省エネルギーの考え方と補正について 

 
工場・事業場等における、既設設備・システムの置き換え等による省エネルギー率が

１%以上、又は省エネルギー量５００kl（原油換算）以上、又は補助対象経費１千万円あ

たりの耐用年数を考慮した省エネルギー量が２００kl以上の省エネルギー事業。 

ただし、交付決定時の省エネルギー効果[kl]（左記の表の下段、【省エネルギー効果】

gの値）は必達のこと。 

導入する設備の能力・出力は、置き換え前の設備の能力・出力を超えてもよい。 

ただしこの場合、導入後の稼働条件（例：年間稼働時間等）を決定（設定）。 

設備導入後、１年後の省エネルギー効果の報告の際には、導入前の稼働条件に補

正して計算。 

※導入設備を稼働して生産される製品等の生産量が増加してもよい。 

※生産量が減少したことによるエネルギー使用量の減少は、省エネルギー効果に   

    含められない。 

① 

② 

・グレー網掛け部分（エネルギー使用量（販売エネルギー量））に 

 数値を記載してください。 
 

・グレー網掛け部分以外の数値欄は、自動計算で表示されます。 

80 

20 



２－３．所要資金計画

金　額　（円）

Ⅰ．設　計　費 （補助対象）

3,500,000 　１．○○○○○○○○○ 3,500,000

　２．○○○○○○○○○ 0

（補助対象外）

0 0

3,500,000

Ⅱ．設　備　費 （補助対象）

225,000,000 　１．○○○○○○○○○ 220,000,000

　２．○○○○○○○○○ 5,000,000

　３．○○○○○○○○○ 0

（補助対象外）

60,000,000 　１．○○○○○○○○○ 60,000,000

285,000,000

Ⅲ．工　事　費 （補助対象）

83,000,000 　１．○○○○○○○○○ 78,000,000

　２．○○○○○○○○○ 5,000,000

（補助対象外）

30,000,000 　１．○○○○○○○○○ 30,000,000

113,000,000

Ⅳ．諸　経　費 （補助対象）

0 0

（補助対象外）

0 0

0

311,500,000

90,000,000

401,500,000

※　補助対象設備を担保にいれないこと。

※　各金額に消費税を含まないこと。

費　　目

小　　計

積　算　内　容　（円）

小　　計

合　　計

補助対象　計

補助対象外計

小　　計

※　上記費用は当該補助事業と類似の事業において同程度の規模、性能等を有すると認められるものの標準価格

　　等を参考として算定し、その算定根拠を添付するか、もしくは参考見積等を添付すること。

小　　計

・各項目は、区分Ⅰの新旧設備図面と関連付けて記述のこと。

・「（補助対象）」には、省エネルギー効果・ピーク対策効果を得るために必要な費用を
記載のこと。

・補助対象外と言えども漏れなく記載のこと。記載漏れがあった場合は補助金の減額に

なることもあるので、注意のこと。

参考見積等から記入する。

受注業者において発生する工事

に直接関係する諸経費は該当し

ない。Ⅰ～Ⅲの該当する費目に

含めること。

発電設備の補助対象

範囲（設備費）の詳細

は、「1.11補助対象経
費」を参照（P11）

① 補助対象内外の主な導入設備の概略仕様、数量の詳細を添付のこと。

② ①の金額に関しては第三者に対して行った参考見積などの根拠を添付のこと。
③ ②の根拠と本様式との間に差がある場合は差を説明する表を添付のこと。

④ 発電設備の補助対象範囲（設備費）の詳細は、「1.11補助対象経費」を参照（P11）

81 

21 

21-1 

指定様式に記入する 



区分Ⅰ計画書（所要資金計画） 

21-1 参考見積等から費目の区分（I.設計費、II.設備費、III.工事費）に分けて、

補助対象、補助対象外の別で記入する。 

※設計、設備、工事にかかる諸経費はそれぞれの費目の区分に計上の

こと。 

申請パターンＡは実施計画書(総括)と同じ内

容となるため、作成不要。 

※申請パターンＢ、Ｅは区分Ⅰに該当しない

ため、作成不要。 

82 

21 



２－４．発注区分表

区分Ⅰ 区分Ⅰ （単位　円）

発注名
ボイラー更新工事 排ガスダクト工事 費目合計

項目　　　　　 未定 未定

Ⅰ．設計費 3,500,000 0 3,500,000

Ⅱ．設備費 220,000,000 65,000,000 285,000,000

Ⅲ．工事費 78,000,000 35,000,000 113,000,000

Ⅳ．諸経費 0 0 0

合計 301,500,000 100,000,000 401,500,000

（単位　年）

8 10 －－－

■特命発注に関する事項

特命発注が（　ある　・　ない　）

「ある」を選択した場合は、以下に特命発注となる理由を記載し、価格の妥当性を示す根拠資料を添付のこと。

最長の法定耐用年数

発注先

想定している発注区分ごとの各費目の費用
を記入する。

区分Ⅰについて、想定している発注名、発注単

位を記述する。（４～５区分以下が望ましい）

・発注が1件の予定であれば、工事内容別に分けずに、1列にまとめる。

・例の内容であれば、２回発注（３者見積りを２回実施）することになる。
費目合計の数値を、「２－１事
業概要」等と一致させること。

他に全く製作会社が存在しない等、止むを

得ない理由としてSIIが認めた場合にのみ対
象とできる。

22-1 

22-2 

22-3 

83 

指定様式に記入する 

22 



区分Ⅰ計画書（発注区分表） 

22-1 発注(予定)工事区分に分けてそれぞれの参考見積等から記入する。 

※左記の例は２つの工事の場合。発注(予定)工事の数に合わせて 

  列を作って記入すること。 

22-2 発注(予定)工事別に、導入予定設備の「最長の法定耐用年数」を 

記入する。 

22-3 特命発注が（ある・ない）を選択する。 

 

「ある」とした場合は、以下により合理的な説明を行い、根拠となる資料を

添付する。 

 

①特命理由（補助対象設備がなぜ1社しかないのか、他の設備では 

  何故対応できないのか明記のこと。） 

②価格の妥当性（過去の事例や同類設備の価格等より提示すること。） 

申請パターンＡは実施計画書(総括)と同じ内

容となるため、作成不要。 

※申請パターンＢ、Ｅは区分Ⅰに該当しない

ため、作成不要。 
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※
導

入
予

定
設

備
に

型
式

を
記

載
す

る
場

合
は

、
参

考
見

積
な

ど
で

省
エ

ネ
計

算
の

為
に

挙
げ

た
参

考
型

式
と

し
、

特
命

発
注

に
な

ら
な

い
よ

う
留

意
す

る
こ

と
。

※
既

存
設

備
が

、
ど

の
導

入
予

定
設

備
に

置
き

換
わ

る
か

が
明

確
と

な
る

よ
う

に
、

導
入

前
後

の
設

備
が

左
右

に
並

ぶ
よ

う
記

載
方

法
に

留
意

す
る

こ
と

。

※
仕

様
に

は
、

導
入

前
後

で
設

備
の

能
力

が
何

か
ら

何
に

、
ど

の
よ

う
に

変
わ

る
の

か
、

分
か

る
よ

う
記

載
す

る
こ

と
。

（
例

：
照

明
の

場
合

、
lm

や
lx

な
ど

。
空

調
の

場
合

、
冷

暖
房

能
力

k
W

な
ど

。
）

※
こ

の
様

式
は

参
考

で
あ

り
、

設
備

に
併

せ
て

任
意

に
様

式
を

変
更

し
、

工
夫

す
る

こ
と

。

3
0
t

5
0
kl

1
A

重
油

　
5
0
kl

　
　

 B
ボ

イ
ラ

ー
　

既
存

設
備

蒸
気

量
　

3
0
t

導
入

予
定

設
備

各
セ

ル
の

数
値

を
変

更
す

る
場

合
、

必
要

に
応

じ
て

各
セ

ル
の

書
式

設
定

で
表

示
形

式
を

変
更

し
て

く
だ

さ
い

。

例
は

、
記

載
方

法
を

分
か

り
易

く
す

る
た

め
の

参
考

例
で

あ
り

、
採

択
事

例
等

と
は

一
切

関
係

な
い

も
の

で
あ

る
。

・
各

設
備

の
出

力
合

計
の

欄
(E

)は
導

入
予

定
後

の
方

が
大

き
く
な

っ
て

い
て

も
よ

い
が

、
原

則
と

し
て

、
各

設
備

の

消
費

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

合
計

の
欄

(D
)は

、
導

入
予

定
後

の
方

が
す

べ
て

小
さ

く
な

っ
て

い
る

こ
と

。

・
ま

た
、

出
力

・
能

力
の

比
較

は
、

単
に

設
備

単
体

や
事

業
所

合
計

の
比

較
で

は
な

く
、

設
備

が
設

置
さ

れ
る

場
所

ご
と

、
効

果
が

及
ぶ

範
囲

ご
と

に
既

存
の

ど
の

設
備

が
導

入
予

定
の

ど
の

設
備

に
置

き
換

わ
る

の
か

、
分

か
る

よ
う

に
比

較
を

行
う

こ
と

。
例

え
ば

、
照

明
で

あ
れ

ば
、

こ
の

様
式

で
各

部
屋

・
各

階
・
各

フ
ロ

ア
単

位
等

で
比

較
し

、
台

数
と

出
力

が
ど

う
変

わ
る

の
か

確
認

で
き

る
よ

う
に

す
る

。
既

存
設

備
を

単
に

置
き

換
え

る
だ

け
で

あ
れ

ば
、

同
じ

台
数

を
記

載
す

る
。

・
ボ

イ
ラ

ー
、

空
調

な
ど

で
あ

れ
ば

、
具

体
的

に
蒸

気
量

・
馬

力
・

kW
・

C
O

P
等

記
載

す
る

。

照
明

の
よ

う
に

簡
易

な
省

エ
ネ

計
算

の
場

合
は

（
F)

（
G

)に
記

載
し

、
「

2
-2

-

3
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
効

果
」
の

計
算

過
程

と
し

て
利

用
す

る
。

そ
れ

以
外

の

設
備

は
、

「
2

-2
-3

省
エ

ネ
ル

ギ
ー

効
果

」
に

お
い

て
個

別
計

算
を

行
う

。

照
明

の
よ

う
に

簡
易

な
省

エ
ネ

計
算

の
場

合
は

（
F)

（
G

)に
記

載
し

、
「

2
-2

-

3
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
効

果
」
の

計
算

過
程

と
し

て
利

用
す

る
。

そ
れ

以
外

の

設
備

は
、

「
2

-2
-3

省
エ

ネ
ル

ギ
ー

効
果

」
に

お
い

て
個

別
計

算
を

行
う

。

23-2 

既設設備の情報（導入前） 

23-3 

23-4 
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23 

導入予定設備の情報（導入後） 

ポータルから出力できます ２－５ 既存設備と導入設備の比較表 

23-1 



区分Ⅰ計画書（既存設備と導入設備の比較表） 

23-1 置き換える既存・導入設備について、設置場所ごと、効果が及ぶ範囲ごとに

まとめて記入し、小計する。 

すべて記入したら、合計も計算し、記入する。 

《機種名、仕様（Ａ）～出力合計（Ｅ）について》 

※全員必須で記入 

 ・機種名：機種記号だけではなく、設備名称も併記 

 ・仕様（Ａ）：消費エネルギー量を単位とともに記入 

 ・仕様（Ｂ）：設備の出力や能力を単位とともに記入 

         必要に応じて複数の仕様を併記しても良い 

 ・台数（Ｃ）：台数を記入 

 ・消費エネルギー（Ｄ）：（Ａ）×（Ｃ）の値を記入 

 ・出力合計（Ｅ）：（Ｂ）×（Ｃ）の値を記入 

23-3 

23-2 

23-4 

（Ｆ）と（Ｇ）列への入力は、設備により次の①と②の方法に分かれる。 

①消費エネルギー量の算出が、「台数、出力、稼働時間で計算できる設備 

 （例えば、照明等）導入」の場合には、記入し、省エネルギー効果の計算 

  に利用しても良い。 

⇒既設設備の消費エネルギー量（Ｇ）と導入予定設備の消費エネルギー量 

 （Ｇ）の引き算により、２－２省エネルギー計算（   ）の値が算出できます。 

 

② ①以外の設備（例えば、空調、ボイラー等）導入の場合には、空欄とする。 

⇒既設設備の消費エネルギー量と導入予定設備の消費エネルギー量の 

計算過程は、２－２省エネルギー計算（   ）に記載してください。 

《稼働時間（Ｆ）と消費エネルギー量（Ｇ）について》 

 ・稼働時間（Ｆ）：年間の稼働時間を記入 

 ・消費エネルギー量（Ｇ）：（Ｄ）×（Ｆ）の値を記入 

19 
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自由書式 

図面 １階平面図 

尺度 1/100 

逆富士型器具LED40W2灯 × 36台 

反射笠付器具Hfｲﾝﾊﾞｰﾀ型△△W○灯 × 24台 

非常灯機能付 逆富士型器具LED40W2灯 

（補助対象内） 

（補助対象内） 

（補助対象外） 
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B18 B20 

B22 B24 

Ａホール Ｂホール 

2－5既設設備と導入設備の比較表と、台
数をあわせて記入する。 

上図は作成イメージであり、２－５既設設備と導入設備の比較表(        )の台数とは整合していません。 23 

２－６ 新設備の配置図 

87 

24 

記載例 

 

１－７「導入前後の比較図」詳細説明書類として、新設備の配置図面を

添付する。複数階の場合は、階層ごとに図面が必要。 

設備1台ずつに番号を付す等して、台数を間違えないようにする。補助

対象・対象外設備について、凡例・範囲等を明記すること。 

 

申請パターンＡは実施計画書(総括)と同じ内容となるため、作成不要。 

※申請パターンＢ、Ｅは区分Ⅰに該当しないため、作成不要。 区分Ⅰ計画書 



自由書式 

図面 １階平面図 

尺度 1/100 
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B18 B20 

B22 B24 

Ａホール Ｂホール 

記載例 ２－７ 旧設備の撤去範囲 

２－５既設設備と導入設備の比較表と、台
数をあわせて記入する。 

上図は作成イメージであり、２－５既設設備と導入設備の比較表(        )の台数とは整合していません。 23 

区分Ⅰ計画書 
申請パターンＡは実施計画書(総括)と同じ内容となるため、作成不要。 

※申請パターンＢ、Ｅは区分Ⅰに該当しないため、作成不要。 

88 

25 

蛍光灯ABC-100△△W○灯 × 36台 

蛍光灯DEF-200△△W○灯 × 24台 

非常灯機能付 蛍光灯ABC-100△△W○灯  

（補助対象内） 

（補助対象内） 

（補助対象外） 

１－７「導入前後の比較図」詳細説明書類として、旧設備の撤去範囲を

示した図を添付する。複数階の場合は、階層ごとに図面が必要。設備１

台ずつに番号を付す等して、台数を間違えないようにする。補助対象・

対象外設備について、凡例・範囲等を明記すること。 



自由書式 

省エネルギー設備の構成が複雑な場合に、各々の設備を模式化して、

熱量やエネルギーの流れをわかりやすく記載する。 

導入前 

導入後 

 ○○kl減   

○○t 

製品
100個 

○○○ 

○○○ 

前処理 

後処理 

媒体 
○○℃ 

○○℃ 

主設備 
（更新設備） 
○○kl 

10 

○○t 

製品
100個 

○○○ 

○○○ 

前処理 

後処理 

媒体 
○○℃ 

○○℃ 

主設備 
（更新設備） 
○○kl 

（補足図）システム図 

上図は作成イメージであり、２－５既設設備と導入設備の比較表(        )の台数とは整合していません。 23 

89 

記載例 



図面と現地との「数量、配置等」に相違がある場合、一部もしくは

全部が対象外となる場合があるので注意すること。 

竣工図面等の利用は、実状と合わないケースがあるので十分に留

意すること。 

≪図面の注意事項≫ 

Ａ３用紙を使用する場合は、右半面を折りたたんで、Ａ４ファイル

（２穴、ハードタイプ）に綴じ込んでください。 

 ・寸法明記のこと。 

 ・省エネルギー効果に関する設備は全て記述のこと。 

 ・補助対象設備の範囲が明確にわかるようにすること。 

 ・補助対象設備の台数が型式・仕様ごとに明確に分かるよう 

  にすること。 

 ・補助対象内外を明記すること。不明確な場合、補助対象内と 

  記述したつもりであっても、補助対象内として認められない 

  こともある。 

≪設備の配置図、システム図等についての注意事項≫ 

≪作成上の注意事項≫ 

「２－６ 新設備の配置図」、「２－７ 旧設備の撤去範囲」、「システム図」について 

90 



91 

区分Ⅰ【省エネ設備・システム導入支援】についてのみ申請される方(申

請パターン【Ａ】)は、第1章の内容で申請書作成が完了です。 
 

申請パターン【Ｂ】～【Ｇ】をお考えの方は、第２巻も参照の上、引き続き

資料や添付資料を作成してください。 



添付資料の説明 

事業者は交付申請書および実施計画書の証拠書類 

（エビデンス）を、添付資料として提出する必要があります。 
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料金 使用量 料金

昼間買電 夜間買電 合計

平成27年4月 46.2 15 61.2 740,047 2.5 157,975

5月 46.2 15 61.2 740,047 2.5 157,975

6月 46.2 15 61.2 740,047 2.5 157,975

7月 46.2 15 61.2 740,047 2.5 157,975

8月 46.2 15 61.2 740,047 2.5 157,975

9月 46.2 15 61.2 740,047 2.5 157,975

10月 46.2 15 61.2 740,047 2.5 157,975

11月 46.2 15 61.2 740,047 2.5 157,975

12月 46.2 15 61.2 740,047 2.5 157,975

平成28年１月 46.2 15 61.2 740,047 2.5 157,975

２月 46.2 15 61.2 740,047 2.5 157,975

３月 46.6 15.2 61.8 740,050 2.5 157,975

合計 554.8 180.2 735.0 8,880,567 30 1,895,700

昼夜割合 0.755 0.245

年間ｴﾈﾙｷﾞｰｺｽﾄ 10,776,267

円

燃料評価単価＝年間エネルギーコスト／原油換算量
            ＝10,776,267／225.2
　　　　　　≒47,852

石油ガス

使用量

千kWh

電気

円 ｔ

添付１ エネルギー使用量実績の確証、燃料評価単価算出根拠 

電気やガスの領収書など、使用しているエネルギーすべての使用量・金

額が分かる資料のコピーを添付するとともに、それらの前に以下のまと

め表を添付し、集計が間違っていないか確認する。 

※エネルギー管理指定工場の場合は定期報告書の写し等(使用状況届出書)と 

電気やガスの領収書等でも可。 

作成したまとめ表を元に、「実績の事業所全体のエネルギー使用量（原

油換算）」(実施計画書 １－２－２エネルギー使用量の原油換算表 項目

ｂ)で割って燃料評価単価を算出する。 

まとめ表の作成例 ※後ろには領収書など添付のこと。 
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添付２ 生産量実績の確証 

生産量の値の根拠を確認するための資料。 

社内で使用している管理資料等の写しを添付する。 

 

エネルギー管理指定工場の場合は、定期報告書の写し（使用状況届出

書）等と電気やガスの領収書等でも可。 

 

生産量が無い場合は、延床面積にて代用可能。延床面積を代用する場

合は、建物登記簿謄本や設計図面など、面積を確認できる資料を添付

する。 
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添付３ 会社情報 
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株主総会の営業報告、決算報告書（直近３年分必須、単独決算）などを

添付する。会社のパンフレットやホームページの印刷物など、会社の事

業概要が把握できる資料を添付する。 

 

※個人事業主の場合は、営業報告、決算報告書の代わりに青色申告

書全様式の写しを添付のこと。 

 

※「補助事業ポータル」に入力した「資本金」「従業員数」「決算報告」に

該当するページに付箋を貼り、該当する値にマーキングすること。 

 

※次ページ書類は「補助事業ポータル」に数値や文章を入力後に出力

することができるので、添付３（会社情報）の1枚目に挟み込んでください。

（１事業者１枚、全事業者分が必要。） 

 

※設立から３年経過していない事業者は、設立後３年以上経過している

事業者との共同申請である場合に限り、１年分以上の決算報告書の提

出でもよいこととする。この場合、共同申請する事業者それぞれが事業

の実施及び実施後の管理における全ての責務を負うこととする。 

 



※補助事業ポータルより出力し、「添付3　会社情報」の1枚目に添付のこと。

事業者情報

姓 名

姓 名

決算情報　※単独決算

経常利益 ○○,○○○,○○○,○○○ ○○,○○○,○○○,○○○ ○○,○○○,○○○,○○○

純資産合計 ○,○○○,○○○,○○○,○○○ ○,○○○,○○○,○○○,○○○ ○,○○○,○○○,○○○,○○○

決算期 最新期 1期前 2期前

営業利益 ○○○,○○○,○○○,○○○ ○○○,○○○,○○○,○○○ ○○○,○○○,○○○,○○○

メールアドレス xxxxxx＠xxxxxx.xx.xx

電話番号 ○○○○○○ 電話番号（内線） ○○○○○○

携帯電話番号 ○○○○○○ FAX番号 ○○○○○○

建物名・部屋番号 ○○ビルディング　○○号

役職 購買部　購買課長

氏名 ○○ ○○

連絡先（購買担当）

郵便番号 ○○○－○○○○

都道府県 東京都 市区町村 中央区

丁目・番地 ○○二丁目３番５号

携帯電話番号 ○○○○○○ FAX番号 ○○○○○○

メールアドレス xxxxxx＠xxxxxx.xx.xx

役職 製造部　生産技術課　技術係長（設備設置事業所）

氏名 ○○ ○○

電話番号 ○○○○○○ 電話番号（内線） ○○○○○○

市区町村 中央区

丁目・番地 ○○二丁目３番５号

建物名・部屋番号 ○○ビルディング　○○号

建物名・部屋番号 ○○ビルディング　○○号

連絡先（管理担当） 主体となる管理担当者の場合のチェック

郵便番号 ○○○－○○○○

都道府県 東京都

都道府県 東京都 市区町村 中央区

丁目・番地 ○○二丁目３番５号

会社名カナ ○○コウギョウカブシキカイシャ

会社名 ○○工業株式会社

郵便番号 ○○○－○○○○

補助事業内での役割 設備使用者

事業実施場所住所 東京都中央区○○二丁目３番５号

事
業
者
1

会社情報 主体となる事業者の場合のチェック
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添付４ 商業登記簿謄本 
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発行から３カ月以内の商業登記簿謄本（原本）を添付する。 

※全申請事業者分が必要。 

 

※個人事業主の場合は、税務代理権限証書の写し、又は税理士・会計

士等により申告内容が事実と相違ないことの証明（任意書式）、又は税

務署の受取り受領印が押印された確定申告書Bと所得税青色申告決算

書の写しを提出できること。 



添付５ 建物の登記簿謄本 等 
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コピー不可。発行から３カ月以内で補助対象設備が導入される場所の

みの建物の登記簿謄本（全部事項証明書）を添付する。 

 

※建物内に設置する場合は建物の登記簿謄本（全部事項証明書）、 

屋外に設置する場合は土地の登記簿謄本（全部事項証明書）が必要。 

 



添付６ 事業実施に関連する事項 

本紙は指定様式 

実施計画書「１－１２.その他、事業実施に関連する事項」のいずれかで

「ある」とした場合、その詳細を記入する。 
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添付 6 

 

事業実施に関連する事項 

 

（1）他の補助金との関係 

 

 

 

 

 

 

（2）過去の補助金との関係 

今回の工事が影響する範囲に、過去に国からの補助金（負担金、利子補給並びに補

助金適正化法第 2 条第 4 項第 1 号に掲げる補助金及び同項第 2 号に掲げる資金を含

む。）の交付を受けている場合には、当該事業との関係を記述すること。  

※補助事業名、交付時期、対象範囲を記載のこと。  

※必要であれば、別紙を添付すること。  

 

（3）許認可、権利関係等事業実施の前提となる事項  

①本事業：事業実施にあたって許認可（届出）、権利使用（又は取得）の必要なもの

について、その所得状況及び見通しを記載のこと。  

②申請者：申請者が国、自治体からすでに受けている許認可について全て記載のこと。 

 

（4）その他事実上問題となる事項  

※事実上問題となる事項があれば、その内容と解決の見通しを記載のこと。  

 

※当該事業と直接あるいは間接に関係する他の補助金等を受けている又は受ける予定

（申請中も含む）がある場合は、その補助金の内容を記載のこと。  

※記載する補助金の内容については、国や民間・団体などに関わらず、具体的に交付元・

工事内容・金額などを記載すること。（申請中でも必ず記載すること）  

「実施計画書１－１２」で当てはまる場合に作成必要。該当しない場合は作成不要。 

左
側
は
必
ず
綴
じ
代
を
十
分
取
る
こ
と
。
少
な
く
と
も
２
０
㎜
は
必
要 



 

 

 
添付 7 

 

環境自主行動計画、中長期計画、ISO50001 に関連する事項 

 

 

 

■環境自主行動計画 

（1）事業者が公表した環境自主行動計画  

  20○○年度までに、1995 年比でエネルギー原単位を○○％相当削減。  

 

（2）上記における本事業の位置付け  

  事業者が策定した自主行動計画において、本事業はその○○％に寄与する。 

 

 

 

 

 

 

■中長期計画 

（1）中長期計画書に記載した計画内容  

  ①○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○   ○○○原油-kl／年削減 

  ②○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○     ○○○原油-kl／年削減 

 

（2）上記における本事業の位置付け  

  事業者が策定した中長期計画において、本事業は①の 50％、及び②に該当する。 

  ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○    

 

 

 

 

 

■ISO50001 の取得 

（1）取得年月日  ：  20○○年○月○日 

（2）有効期限   ：  20○○年○月○日 

 

 

  

自主行動計画等の写しに記載されている内容をそのまま転記する。

公に対して公開されている場合のみ、本添付を作成のこと。 

本事業に関係のないものは省略すること。 

実施計画書で該当する場合に作成必要。該当しない場合は作成不要。 

本省エネルギー事業にどの程度寄与するか、定量的に説明すること。 

特定事業者・特定連鎖化事業者は省エネ法に基づく中長

期計画書を添付のこと。 

特定事業者以外は、添付７.別紙を添付のこと。 

中長期計画書の内容の主なものをそのまま転記。 

本事業に関係ないものは省略すること。  

以上が記載された「ISO50001 の認定証」を本紙の後ろに添付のこと。 

 

以上が記載された「環境自主行動計画」を本紙の後ろに添付のこと。 

以上が記載された「中長期計画書」を本紙の後ろに添付のこと。 

添付７ 環境自主行動計画、中長期計画、ISO50001の認定書及びエネルギーマネジメント行動計画の写し 
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本紙は指定様式 

左
側
は
必
ず
綴
じ
代
を
十
分
取
る
こ
と
。
少
な
く
と
も
２
０
㎜
は
必
要 

実施計画書「１－１.申請総括表」で該当項目を「該当する、有 等」とした

場合は、本紙作成に加え、該当するそれぞれの書類を添付する。 



添付７．別紙 中長期計画書（中小企業に該当しない会社法上の会社） 
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本紙は指定様式 

左
側
は
必
ず
綴
じ
代
を
十
分
取
る
こ
と
。
少
な
く
と
も
２
０
㎜
は
必
要 

 

中小企業に該当しない会社法上の会社が申請する場合は提出が必須。 

特定事業者、特定連鎖化事業者は既存の中長期計画を提出し、原則本様式は使用しないこと。 

※ただし、区分Ⅱに係る設備導入を行う場合は、既存の中長期計画書に記載がない為、本様式を使用す

ること。 

 

Ⅰ　事業者の名称等

　事業者の名称

　主たる事務所の所在地

職名

氏名

電話

FAX

Ⅱ　計画内容及び省エネルギー又はピーク対策効果

内容 該当する工場等 実施時期
省エネルギー又はピー
ク対策効果期待効果
(原油換算kl/年、千kWh/年)

45台の空気圧縮機のうち22台を順次ブロアに
更新する

全ての工場
平成28年～
平成31年

106kl/年

揚水ポンプ（30kW×6台）の内3台の更新 ○○工場
平成28年～
平成30年

30kl/年

外気導入量の適正化制御 本社 平成28年 20kl/年

蒸気バルブ等の断熱化 全工場 平成29年 8kl/年

Ⅲ　その他省エネルギー又はピーク対策期待効果に関する事項

1.社長の指示により従来からの「省エネ推進責任者会議」を改組し、エネルギー管理統括者として選任された環境CSR担当役員
を委員長、エネルギー管理企画推薦者に選任されたエネルギー環境部次長を副委員長とし、全拠点から一名の部長を委員とす
る
「省エネ委員会」を平成27年4月に立ち上げた。
主たるミッションは、省エネルギー推進とCO２排出量の削減に関して全社の組織を見渡した中長期基本計画の作成と、ローリング
プランとしての年度計画の作成、毎四半期ごとに年度計画の達成状況をチェックすることである。
2.また、平成28年度から、全体的に固定エネルギー削減計画をスタートさせ、この一環として4年間で順次高効率変圧器への転
換、高効率型照明設備等の導入を図る計画である。

東京都中央区○○二丁目3番5号

（03）- 5565 - 45○○

（03）- 5565 - 44○○

　主となる管理担当者の
　職名・氏名・勤務地・連絡先

勤務地

中　長　期　計　画　書

○○工業株式会社

環境一朗

取締役

東京都中央区○○二丁目3番5号

「該当する工場等」の欄には、複数の工場・事業場が

該当する場合は、それぞれの工場等の名称を記入し、

工場、本社、営業所を含む全ての工場等が対象と

なる場合は、”すべての工場等”と記入。

「実施期間」の期間の目安は3年～5年。

平成28年度提出の中長期計画書では

平成28年度を4月を起算として3年～5年

となる。

「エネルギー使用合理化期待効果」の欄には、基準年に対する

計画完了時点の年間削減量を原油換算（kl）で記入。

（平成28年度提出の中長期計画書の基準年は平成27年度）

定期的に記入できないエネルギーの使用の合理化に向けた計画等に

ついて記入。また、この欄のみでは記入が困難な場合はCSR報告書等

の関係資料を添付することができる

内容は主に設備投資等を伴う省エネ計

画、ピーク対策効果による省エネ計画



大企業※１ 提出必須 

中小企業 提出してもよい 

その他の法人※２ 提出してもよい 

※１ 中小企業に該当しない会社法上の会社（株式会社、合名会社、合資会社、 

    合同会社、有限会社（みなし大企業を含む））を指す。 

※２ 会社法上の会社以外（医療法人、社会福祉法人、学校法人、自治体、商工会 等）。 

特定事業者※３ 省エネ法に基づくH２８年度又はＨ２７年度の 
中長期計画書 
（計画に設備導入が記載されていること） 

特定事業者以外 本補助金の様式 『添付７ 中長期計画書』 

※３ 省エネ法で指定される特定事業者。特定連鎖化事業者を含む。 

中長期計画を提出する事業者は、 

事業者により提出する様式が異なります。 

※添付７（中長期計画書） 補足 
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添付８ エネルギー集約型企業の計算書 

売上高に対する燃料購入費、支払額などの合計が１０％以上となる場

合で、それを申告する場合（実施計画書「１－１.申請総括表」で「該当す

る」とした場合）は、本紙の作成に加え、本紙の後ろにエネルギーコスト

割合の計算書を添付する。 

売上高が分かる決算書等と、添付１のような毎月の支払額の合計が分

かる資料を添付する。 
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本紙は指定様式 

 

   

 

 
添付 8  

 

エネルギー集約型企業に関連する事項 

 

エネルギー集約型企業とは売上高に対するエネルギーコストの割合が 10％以上の企業

のことをいう。 

 

 

エネルギーコストの割合 

＝エネルギーコスト（円）／売上高（円）×100 

＝○○,○○○,○○○（円）／○○○,○○○,○○○（円）×100

＝○○.○％ 

 

実施計画書で該当する場合に作成必要。該当しない場合は作成不要。 

企業の最新の決算期間にあわせて、売上高及びエネルギーコストを算出すること。 

 

※工場・事業場等単位ではなく、企業単位で計算する。 

※エネルギーコストとは原油換算表内に記載の燃料及び熱、電気におけるコスト 

とする。 

 

 
※以上の根拠資料となる「売上高に対するエネルギーコスト割合の計算書」を

本紙の後ろに添付のこと。 

※エネルギーコストを指定仮単価で見積もる場合は、仮単価表を追加。 

左
側
は
必
ず
綴
じ
代
を
十
分
取
る
こ
と
。
少
な
く
と
も
２
０
㎜
は
必
要 



添付９ 設備設置承諾書 

導入設備を設置する建物、土地の所有者が申請者以外の場合は、その

建物、土地の所有者の住所、名称、代表者名を記入し押印を得る。２

ページは申請に合わせて記入する。 
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本紙は指定様式 

左
側
は
必
ず
綴
じ
代
を
十
分
取
る
こ
と
。
少
な
く
と
も
２
０
㎜
は
必
要 

 

 

 
添付 9 

 

設備設置承諾書 

 

平成○○年○○月○○日 

一般社団法人環境共創イニシアチブ  

 代 表 理 事  赤 池  学  殿 

 

 

住  所  東京都港区○○一丁目１番１号 

 名  称  □□産業株式会社 

代表者名  代表取締役 ○○ ○○  印 

 

 

 

 

 

 当社（私）は、エネルギー使用合理化等事業者支援補助金交付規程第１０条、第２４

条および第２５条の規定により財産処分の制限を受け、一般社団法人環境共創イニシア

チブの承認なしに財産処分できない設備が、下記のとおり設置されることを承諾します。 

注意）ここで改ページする！ 

承諾した年月日を記入。 

承諾書は代表者または賃貸契約

の契約権限者のものとする。 

承諾者にあわせて適宜

選択すること。 

申請者が店子である場合等、申請者の所有ではない建物、土地等に設備を設置する場合に作

成必要。該当しない場合は作成不要。 



添付９ 設備設置承諾書 

２ページ目 
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記 

 

１． 建物の所在地および名称 

 住所：○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○  

 名称：○○○○○○ 

 

２． 設備の設置者 

 住所：○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○  

 名称：○○工業株式会社 

 

３． 補助事業の名称 

 ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○省エネルギー事業  

 

４． 設置される設備の概要 

 設備の仕様、台数等の概要を記入する。  

 

５． 処分制限を受ける期間（設備の法定耐用年数を記載する）  

 ○○年 

 

 

 

 

※ 一般社団法人環境共創イニシアチブのエネルギー使用合理化等事業者支援補助金は、経済産業省

が定めたエネルギー使用合理化等事業者支援補助金交付要綱第３条に基づく国庫補助金を省エネ

ルギー効果が高いと見込まれ、費用対効果が優れていると認められる設備・技術を導入しようと

する方に交付するものです。  

※ 申請者及び承諾者が本紙のコピーを保管すること。  



添付１０ 補助事業の実施体制 

該当する場合に作成する。役割、役職、氏名がわかるように事業実施

の体制を図に表す。 
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本紙は指定様式 

 

 

 

 
添付 10 

 

補助事業の実施体制 

 

■実施体制図 

組織図等で事業者内の本事業の実施体制を示すこと。 

特に共同申請の場合、各社の役割分担を明確にすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ESCO・リースの内容 （ESCO・リースの場合は下記数値を必ず記載すること）  

① ESCO の場合 

・ESCO 契約で保証する省エネルギー量        3,251.5 kl 

・申請省エネルギー効果に対する上記保証量の割合       100 % 

 ・ESCO 契約期間                     10 年 

 

② リースの場合 

・リース契約期間                           年 

事業内容が当てはまる場合（ESCO、リース、連携、3 社以上の共同申請）に作成必要。 

該当しない場合は作成不要。 

代表取締役 

○○○○ 

補助事業実施体制図の例 

設備使用者 

環境事業部長 

○○○○ 

総括責任者  

総務部 部長 

○○○○ 

管理担当  

リース会社 

代表取締役 

○○○○ 

リース事業部長 

○○○○ 

営業部 

○○○○ 

管理担当  

購買部 

○○○○ 

購買担当  

リース契約  

左
側
は
必
ず
綴
じ
代
を
十
分
取
る
こ
と
。
少
な
く
と
も
２
０
㎜
は
必
要 



添付１１ ＥＳＣＯ契約書（案）、ＥＳＣＯ料金計算書 
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ＥＳＣＯ契約書（案）と料金計算書を添付する。 

 

・ＥＳＣＯ事業を利用する場合は、設置事業者との共同申請とし、ＥＳＣＯ

事業者は１申請について１社とする。 
・シェアード・セイビングス契約に限る。 

・省エネルギー量についてパフォーマンス契約を行う事業とする。 

・ＥＳＣＯ料から補助金相当分が減額されていることを証明できる書類
（補助金の有無で各々、 ＥＳＣＯ料の基本金額、資金コスト（調達金利

根拠）、手数料、保険料、税金等を明示）を提示すること。 



添付１２ 対象設備に関するリース契約書（案）、対象設備に関するリース料金計算書 
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リース契約書（案）と料金計算書を添付する。 

 

・リースを利用する場合は、設置事業者とリース会社等との共同申請と

し、原則、リース会社は１申請について1社とする。 

・リース料から補助金相当分が減額されていることを証明できる書類（補

助金の有無で各々、リース料の基本金額、資金コスト（調達金利根拠）、

手数料、保険料、税金等を明示）を提示すること。 

・同一事業において、自己購入とリースの併用がないこと。 
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添付１３ エネルギー管理支援サービス契約書案 

添付１４ エネルギー管理士の資格を証明する免状等のコピー 

上記については、第４章を参照のこと。 



添付１５ 代替燃料確保の検証 
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代替燃料（廃タイヤ、木質ペレット、木質チップ、ＲＤＦ、バイオマス、廃材

等）を使用する場合は、法定耐用年数期間、燃料を確保できることが証

明できる資料を添付する。 



添付１６ 年度またぎ事業の理由及びその確証 
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法令等の規定により、２月～４月に法定点検を行うことが指定されてい

る場合など、年度またぎでしか事業が実施できない理由を具体的に特

定して記載すること。 

単に２年ごとに法定点検を行うこと等の規定があるのみで、それ以上の

補助事業者の事業実施時期を限定する事業が存在しない場合は、外的

要因としては認められない。（時期をずらす場合の経済的要因は考慮し

ない。） 

【外的要因の例】 

・法令等の規定により、点検の期間が２～４月に定められており、この時

期にしか省エネ投資が不可能な場合。 

・法令等の規定により点検が定められているが、具体的な時期について

は法令等に定められていない場合であっても、それに基づいた定期修

理計画が、コンビナート内の関連する事業者等との計画に基づくもので

あるため、補助事業者都合のみでは時期を変更することができない場

合。 

・部品や中間製品について取引先との調達契約等が締結されており、２

～４月の時期に設備更新等を実施することにしなければ、取引先に損

害を与えるおそれがある場合。 



添付１７ トップランナー機器の見積依頼仕様書（案）  
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トップランナー機器を導入する場合は、見積依頼仕様書案を添付のこと。 

（トップランナー機器導入を依頼する内容となっていること。） 

補助事業名 ：

件名 ：

年 月 日

法人名 ：

代表者等名 ：

納期 ： 平成○年○月○日

支払条件 ： 検収翌月末までに現金払い

3

要求仕様

4

5

6

台

台9

10 台

台

台

台

台

7

8

数量主要設備等の名称

電気式パッケージエアコン
4方向カセット形

形式40W、APF6.0以上
20 台

4方向カセット形以外
形式80W、APF4.8以上

20 台

台

トップランナー機器
見積依頼仕様書（案）

電気式パッケージエアコン

以下仕様要件を満たす、見積りをお願いいたします。

No.

1

2

28 〇〇 〇〇平成

高効率空調機導入による省エネルギー事業

電気式パッケージエアコンの導入

必ず、トップランナー基準を満たす機器をご提案ください。

株式会社○○リース

○○　○○ 印

本仕様書には、トップランナー機器のみを記入してください



添付１8 トップランナー機器の確証 
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トップランナー機器を導入する場合は、証明できるエビデンスを添付のこと。 

（表示ラベル記載カタログ、基準値記載カタログなど） 
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添付19 コミッショニング実施の証憑  
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（1）交付申請時における提出書類の説明 

本補助金におけるコミッショニング事業については、全事業共通の提出書類に加え、交付申請時に 

下記の記載内容を踏まえた以下の書類すべてを提出すること。 

 

  ①性能検証報告書[調査フェーズ] 

     補助事業者に対して調査フェーズまでのコミッショニング業務で実施した内容を整理した報告書で、 

     事前の調査内容及び改善点について整理し、推薦される対策について記載するもので、コミッショニ 

     ング事業者が作成したもの。 

    １）現在の建物仕様・設備仕様 

     ２）現在の運用状況 

     ３）現地調査結果 

     ４）対策実施提案 

   

 ②発注者要件書（OPR:Owner’s Project Requirement）[調査フェーズ] 

     発注者（補助事業者）が要求する目標を定性的・定量的に記述し、建物の使用条件、省エネルギー目標と 

     その根拠等について記載するもの。調査フェーズにおいて設備改善方法の選択がなされた段階でコミッショ 

     ニング事業者が作成し、補助事業者が内容を確認したもの。 

       １）企画概要 

     ２）コミッショニング適用の目的 

     ３）建物の使用条件 

       ４）目標とする性能と目標値及びその設定根拠 

   ５）予算要件 

 

 

 

  ③性能検証計画書[対策実施フェーズ] 

    対策実施フェーズ以降の事業の計画について記載した文書で、工事概要、目的と目標、実施体制 

   及び関係者の役割、機能性能試験の内容、スケジュール等について記載する。コミッショニング事業者 

   が作成したもの。 

       １）対策実施工事の概要 

     ２）コミッショニングの目的と目標 

     ３）コミッショニングの体制 

       ４）コミッショニング事業者の業務内容 

       ５）レビュー対象文書 

      ※レビューとは、コミッショニング事業者が設計者に専門的見地から意見を述べることである。 

      6）役割分担 

       ７）スケジュール 

 

 ⇒参考資料は性能検証報告書[調査フェーズ]（サンプル）を参照のこと（Ｐ.１２８） 

 ⇒参考資料は発注者要件書[調査フェーズ]（サンプル）を参照のこと（Ｐ.１３６） 

 ⇒参考資料は性能検証計画書[対策実施フェーズ]（サンプル）を参照のこと（Ｐ.１４２） 
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添付19 コミッショニング実施の証憑   

（3）留意点 

• コミッショニング事業者について、第三者（中立）性が担保できていないことが判明した場合には、不正とみ
なし、補助金の返還となる。 

• エネマネ事業者（区分Ⅲ）を活用する場合、コミッショニングを実施する事業として申請することはできない。 

• コミッショニングそのものに係る費用については、補助対象外となる。 

（2）実績報告時に添付する書類 

本補助金におけるコミッショニング事業については、全事業共通の提出書類に加え、実績報告時に下記の 

記載内容を踏まえた以下の書類すべてを提出すること。 

 

 ①コミッショニング事業に係る契約書又は覚書 

  対策実施フェーズから最終確認フェーズまでを含めた、補助事業者とコミッショニング事業者間で 

  交わすものとする。コミッショニング事業者及びその関係会社は競争入札先の３者またはその委託先以外   

  の第三者とすること。 

  

 ②性能検証報告書[対策実施フェーズ] 

  補助事業者に対して対策実施フェーズまでのコミッショニング業務で実施した内容を整理した報告書で、 

  対策実施フェーズまでの実施内容、運転・管理者への引継ぎ内容について記載するもので、 

  コミッショニング事業者が作成する。 

    １）プロジェクトの背景 

    ２）調査フェーズの実施内容 

    ３）対策実施フェーズの実施内容（コミッショニングの体制、対策実施フェーズで行ったレビュー、機能 

      性能試験内容、調査フェーズで抽出された問題に対して実施した改善対策内容等） 

    ４）運転、管理者への引継ぎ内容（運転、管理指針や制御動作説明書等） 

コミッショニングに関する詳細は、建築設備コミッショニング協会ＨＰ（http://www.bsca.or.jp/）を参照。 

なお、コミッショニングを実施する事業であることを確証するものとして、性能検証専門技術者（CxTE）の

資格証明または性能検証技術者（CxPE）の登録証明もしくは、コミッショニングの実施実績を求めることが

ある。 



添付20 事業所の隣接を示す証憑 
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工場間一体省エネルギー事業の申請において、事業所の隣接を示す

必要がある場合に添付のこと。（公図等） 



※撤去工事以外の着工は、交付決定日以降に実施すること。 
 
※事業者は、交付決定前に既存設備の事前撤去を行いたい場

合、置き換える設備が示せる写真及び図面を準備しておく必要

があります。 

 

※写真には、公募開始前の撤去ではないことの証明として、補

助事業ポータルに申請内容を入力した際の「申請書番号」をA3

用紙等に印刷して撤去設備を写し込んでください。 

本誌１１９ページから１２１ページは、 

公募要領（４０ページ）「５．４補助事業の開始～完了」 

（１）補助事業の開始について 

 ②発注は交付決定日以降に実施 

 （交付決定前に事前撤去を行いたい場合） 

の補足資料です。 

交付決定前に設備を事前撤去する場合 
の着工前写真 
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≪着工前写真撮影にあたっての注意事項≫ 

 
①申請書番号をＡ３用紙等に印刷したものを、設置予定場所と共に撮影す

ること。 

②設置予定場所の位置を判別するための目印となるような周囲の建築物、
柱、設備（事業前後の比較にも使用できるように、工事で変化しないもの

が望ましい）を１枚の写真の中に写しこむこと。 

③写真に写した撤去設備と旧設備図面の整合を取ること。 

  ・まとめ方例①、②参照 

  ・旧設備図面の全体像（複数枚可）が分かるように撮影されていること。 

  ・階ごと、部屋ごと、設置場所ごと等に撮影されていること。 
  ・どこから撮影したかが図面内で示されていること。 

④製造番号等の銘板のあるものは、銘板単体でも撮影すること。 

  ・銘板写真には申請書番号を映しこむ必要はない。 
  ・照明、空調の銘板写真は、機器型番（同機種）ごとの抜粋の作成で 

   かまわない。 

⑤（工事後は撮影できなくなるため）必要な写真の撮り残しをしないこと。 
 

 

○撮影した写真のまとめ方 
  

撮影した写真は、まとめ方例①、②を参考に旧設備図面（撮影位置・方向を

記載し、撮影したものが特定できるよう番号等を付与）と共に、Ａ４ファイルに

綴じてください。 
※印刷または貼り付けた写真および説明文が綴じ代にかかり見えなくならな

いようにご注意ください。 

 
まとめたＡ４ファイルは、交付決定後、ＳＩＩに提出していただくことになります。 

 

○申請書番号について 
    

「申請書番号」とは、補助事業ポータルに申請内容を入力した際、「一時保

存」もしくは「確認」を行うと申請内容の最上段に表示される「ＧＴ-」から始まる

数字です。 
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◇着工前写真のまとめ方例① 

空調室内機・配管 

交付決 
定番号 

Ａ４用紙１枚当たり写真２～４枚を印刷または貼り付けし、写真横に撮影した写真の説明文を付ける。 

撮影したものが特定できるように旧設備図面（平面図など）も番号、記号などを付与し添付する。 

 

 

 

 

写真① 

・空調室内機 No.1 

・設置予定位置 

・撤去予定既設空調機 

・図面 番号 123 - 456 

設置場所の目印と 

なるものを 入れる 

設備予定場所・機器名を油性ペン 

など で示す（ PC で編集も可） 

撤去対象の旧設備も 撮影 

（設置予定場所を含む） 

写真② 

・空調室内機 No.2 

・設置予定位置 

・撤去予定既設空調機 

・図面番号 123 - 456 

交付決 
定番号 

写真 ② 

写真 ① 

○○○○ユニット ○○○株式会社 

機種 
ABC - 12345 製造番号 

あいうえ お 

電源 単相 200V 50/60Hz 

室内運転電流 A C 0.0/0.0 H0.0/0.0 

出力 ファン kW 0.000 

設計圧力 MPa 0.0 

機密試験圧力 MPa H 0.0 - L 0.0 

製品質量 Kg 80 

※ 銘版写真のイメージです 
※ 鮮明に撮影すること 

交付決定番号（もしくは申請書番号）をＡ３ 
用紙等に印刷し、設置予定場所と共に撮影 
する こと 

（ PC 編集による番号の記載は認めない） 

空調室内機・配管 

参考 ： 旧設備図面 

000  

0 
0 
0 

000  

000 

000 

000  

撮影した設備の写真と図面を 

一致させること 

※ 図面はイメージです 

写真 ① 
写真 ② 

図面番号 
123 - 456 
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◇着工前写真のまとめ方例②（照明等の台数が多数の場合） 
 

A - 01 

000  

000 

000  

000 

000 

A1 A2 A3 A4 A5 A6 B1 B2 B3 B4 

蛍光灯 ABC - 100 △ △ W ○ 灯 × 36 台 

A - 01 着工 前 写真撮影 位置 

蛍光灯 DEF - 200  △ △ W ○ 灯 × 24 台 

非常灯機能付 蛍光灯 ABC - 100 △△ W ○ 灯 

（補助対象内） 

（補助対象内） 

（補助対象外） 

〇〇階〇〇フロア 

A7 A8 A9 A10 A11 A12 B5 B6 B7 B8 

A13  A14 A15 A16 A17 A18 B9 B10 B11 B12 

A19  A20 A21 A22 A23 A24 B13 B14 B15   B16 

A25 A26 A27 A28 A29 A30 B17 B18 B19 B20 

A31 A32 A33 A34 A35 A36 B21 B22 B23 B24 

A - 02 

A - 03 

000  

A 

B 

着工前写真の番号と撮影方向を明記 台数がカウントできるように、連番で付番 

■ 着工前写真撮影位置図面 （旧設備図面 ） 
全ての設備が写真に納まるように撮ること 

A - 01 
左記の写真は 、 写真撮影のイメージであり 、 
上記 図面とは整合して いません 

A - 03 

A - 02 

・ 原則 、 稼働中の設備を撮影すること 
・ 文字 が見えるよう 、 撮り方など を工夫 

すること 

交付決定番号 [ ＳＩＩ○○○ ] （ もしくは申請書 
番号 [GE - ○○○ ] ） をＡ３用紙等に印刷したもの 
を 、 設置予定場所と共に撮影する こと 

凡例を必ず記載すること 



※事業者は、交付申請書提出後に以下情報を変更する場合、 

変更後速やかに、該当の「変更届」をＳＩＩに提出する必要があり
ます。 

・代表者名の変更 

・住所の変更 

・申請者の変更（会社名、代表者名、住所の全てを変更） 

 

まずは変更内容についてSIIに相談し、指定の様式を使用し速
やかに提出のこと。 

 

※変更届の共通事項 

・提出する変更届は片面印刷とすること。 

・注意書きの赤字と枠は消すこと。 

・青字は事業に合わせて記載すること。 

・青字は黒字に変換すること。 

本誌１２３ページから１２５ページは、 

公募要領（３８ページ）「５．２公募」 

（４）その他（代表者変更等） 

の補足資料です。 

変更届 

122 



 

記 

 

１．補助事業の名称 

  ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 

２．変更年月日 

平成○○年○月○日 

 

３．新代表者 

  代表取締役社長 ○○ ○○ （旧代表者 ○○ ○○） 

（△△株式会社については変更なし） 

 

４．添付書類 

  商業登記簿謄本  １通（後日送付） 

 

                                    以上 

代表者変更届 

 商業登記簿謄本に記載された「就任日」に合わせる 
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単独申請の場合は不要 

同封できない場合は“後日送付”と記載する。 

いつの送付になるか、メモ等を添付する。 

交付決定前用 
 

番   号 

平成○○年○○月○○日 

 一般社団法人環境共創イニシアチブ 

 代 表 理 事  赤 池  学  殿 

 

                      東京都中央区○○二丁目3番5号 

                       ○○工業株式会社  

                        代表取締役    環境 太郎   印 

 

 

平成２８年度エネルギー使用合理化等事業者支援補助金の代表者変更届 

 

 

 平成○○年○月○日付け（申請書番号）で補助金申請を行った経済産業省からのエネル

ギー使用合理化等事業者支援補助金交付要綱第３条に基づく国庫補助金に係る

補助事業の代表者を変更しましたので、下記のとおり届出します。 

注意）ここで改ページする！ 

新代表者 

文書番号が必要な場合のみ記載 

不要なら「番号」を消す 

この『番 号』の文字は削除する

こと 

共同申請者も記載 

商業登記簿謄本のとおり記載 

役職は正しく記入のこと。  

 



住所変更届 
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記 

 

１．補助事業の名称 

  ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 

２．変更年月日 

平成○○年○○月○○日 

 

３．新住所 

  ○○工業株式会社 〒○○○-○○○○ 神奈川県横浜市○○区○○一丁目13番2号 

   （旧住所 東京都中央区○○二丁目3番5号） 

（△△株式会社については変更なし） 

 

４．添付書類 

  商業登記簿謄本  １通（後日送付） 

                                     以上 

交付決定前用 

単独申請の場合は不要 

同封できない場合は“後日送付”と記載する。 

いつの送付になるか、メモ等を添付する。 

 

番   号 

平成○○年○○月○○日 

 一般社団法人環境共創イニシアチブ 

 代 表 理 事  赤 池  学  殿 

 

                      神奈川県横浜市○○区○○一丁目13番2号 

                       ○○工業株式会社  

                        代表取締役     環境 太郎  印 

 

 

平成２８年度エネルギー使用合理化等事業者支援補助金の住所変更届 

 

 

 平成○○年○月○日付け（申請書番号）で補助金申請を行った経済産業省からのエネル

ギー使用合理化等事業者支援補助金交付要綱第３条に基づく国庫補助金に係る

補助事業の住所を変更しましたので、下記のとおり届出します。 

注意）ここで改ページする！ 

文書番号が必要な場合のみ記載 

不要なら「番号」を消す 

この『番 号』の文字は削除する

こと 

共同申請者も記載 

新住所 

商業登記簿謄本のとおり記載 

役職は正しく記入のこと。  

 



申請者変更届 
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交付決定前用 

 

記 

 

１．補助事業の名称 

  ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 

２．変更年月日 

平成○○年○○月○○日 

 

３．新申請者 

 （１）申請者名称：ジャパン○○株式会社 （旧申請者名称 ○○工業株式会社） 

 （２）住所：〒○○○-○○○○  ○○○○○○ （旧住所 ○○○○○○） 

（３）代表者；○○○○○○ （旧代表者 ○○○○○○） 

（△△株式会社については変更なし） 

 

４．添付書類 

  商業登記簿謄本  １通（後日送付） 

                                    以上 

単独申請の場合は不要 

同封できない場合は“後日送付”と記載する。 

いつの送付になるか、メモ等を添付する。 

 

番   号 

平成○○年○○月○○日 

 一般社団法人環境共創イニシアチブ 

  代 表 理 事  赤 池  学  殿 

 

                      東 京 都 中 央 区 ○ ○ 二 丁 目 3番 5号 

                       ジャパン○○株式会社 

                        代表取締役   環境 太郎   印 

 

 

 

平成２８年度エネルギー使用合理化等事業者支援補助金の申請者変更届 

 

 

 平成○○年○月○日付け（申請書番号）で補助金申請を行った経済産業省からのエネル

ギー使用合理化等事業者支援補助金交付要綱第３条に基づく国庫補助金に係る

補助事業の申請者を変更しましたので、下記のとおり届出します。 

注意）ここで改ページする！ 

新申請者名称 

共同申請者も記載 

商業登記簿謄本のとおり記載 

役職は正しく記入のこと。  

 

文書番号が必要な場合のみ記載 

不要なら「番号」を消す 

この『番 号』の文字は削除する

こと 
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≪複数年度事業の留意点≫ 

複数年度事業の場合、事業計画書（事業全体の計画書）と実施計画書（今年度
の計画書）を提出する必要があります。 
 
 
 
○補助対象経費、補助金について 
・「事業計画書」は初年度から最終年度までの金額を記載すること。 
 
・「実施計画書」は提出年度のみの金額を抜粋して記載すること。 
 
 
○工事範囲等について 
・「事業計画書」、「実施計画書」共に、実施年度別の事業範囲を明確にするた 
 め、初年度から最終年度までの年度ごとの工事範囲が分かるように記載する 
 こと。（「1－8 新設備の配置図」、「1－9 旧設備の撤去範囲」） 
 
 ⇒計画書「 既存設備と導入設備の比較表」と「導入前後の比較図」 
      は、「事業計画書」と「実施計画書」で同じ内容を記載すること。 
 
 
○省エネルギー計算について 
・「事業計画書」、「実施計画書」共に、同じ省エネルギー計算を記載すること。 
 
 ⇒区分Ⅰ計画書「2－2－1導入省エネルギー設備の機能、仕様、構成図、 
    システム図等」から「2－2－4エネルギー使用量の原油換算表」までは、  
   「事業計画書」と「実施計画書」で同じ内容を記載すること。 
 

第2章以降は、別PDFファイル（第2巻）での提供となります。 

区分Ⅰ【省エネ設備・システム導入支援】についてのみ申請される方(申請パターン【A】)
は、第1章の内容で申請書作成が完了です。 

その他の区分にも申請される方は、引き続き第2章以降をお読みください。 



≪工場間一体省エネルギー事業の留意点≫ 

   

（１）同一事業者間で実施する場合 

   

     隣接又は遠隔を問わず、実施する全ての工場を対象とする。 

 

（２）複数事業者間で実施する場合 

   

原則、隣接する（地番が同一等）工場のみを対象とする。 

ただし、隣接していない工場間であっても、従前から配管、コンベア、送電線に 

より直接エネルギーや生産品等の融通を行っており、隣接とみなせる場合は 

対象とする。 

 

※設備の設置・所有者にかかわらず、当該事業に関係する全ての事業者を 

申請者とし、各申請者の設備に対する持分を明記すること。 

※申請者の中から事業全体の管理者（以下、事業管理者）を選定し、事業全 

体に係る責務を負うこと。 

※補助事業で導入した設備の法定耐用年数以内に、申請者のうちいずれか

一者でも補助対象設備を処分する場合は、原則、財産処分となるので注意

すること。 

 

（１）および（２）共通要件・事項 
①複数工場を一体として、事業実施前後のエネルギー使用量を比較し、申請可
能要件を満たすこと。 

  また、複数工場ごとおよび複数工場を合算した原油換算表を事業の実施前後
それぞれで作成・提出すること。  

②本補助金を活用して、共有するユーティリティーを所有する事業体を新たに立
ち上げる等の新たなビジネススキームとする事業は対象外とする。 
※ただし、一体的にエネルギー管理を行うために、異なる事業者の複数工場に新たに エネルギー管

理サービスを提供する場合はこの限りではない。 
 
③エネマネ事業者を活用する場合は、一体とした複数工場すべてに対して、エネ
マネ事業者との間に３年間以上のエネルギー管理支援サービスを締結すること。 
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ユーティリティセンター事業者等を
立ち上げる場合、共同申請者の
100％子会社の場合も認める 
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総合医療施設△△△△△   

性能検証報告書[調査フェーズ]   

2016年5月   

発注者         ：○○○○○会 
 

  

コミッショニング事業者 ：（株）□□□□□ 
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①性能検証報告書［調査フェーズ］ サンプル 

１．現在の建物仕様・設備仕様 

  １．１ 建物仕様   

①   建物名称   ：   総合医療施設△△△△△   

②   発注者     ：   ○○○○○会   

③   建設地   ：     ○○県 ○○市 ○○番地 ○丁目 ○番   

④   建物用途   ：   総合医療施設   

⑤   敷地面積   ：     100,000   ㎡   

⑥   延床面積   ：       50,000   ㎡   

⑦   階数      ：   地下 1 階、地上 5 階   

  

 ２．２ 設備仕様 

 
  

   コミッショニングの対象とする空調設備の仕様を以下に記載する。   

 （１）熱源設備 

 
    

・ 電力・都市ガス熱源＋地冷併用による中央熱源方式 

 
  

・熱源機器構成   

ガス焚吸収冷温水機     400USRT × 2基  

ターボ冷凍機     400USRT × 1基   

空気熱源ヒートポンプ   300USRT × 1基 

 
  

・熱搬送方式 二次ポンプ方式 
 

  

  

 （２）空調設備   

個別熱源（空冷ＨＰパッケージエアコン）、   

空調機（外気処理用および空調用、４管式、一部変風量方式を採用）、   

ファンコイル（４管式、ゾーン別２管式）   

    

２．現在の運用状況 

「総合医療施設△△△△△」は、地域の中核的な総合医療施設としての機能を果たしている。 

環境性能と事業安定性を確保するための省エネルギーと災害時の医療拠点として対応可能な 

 ＢＣＰ対応は重要な課題であり、施設管理者を中心にその対応を図り、毎年１％以上の省エネ 

ルギーを実現している。   

  竣工後１５年を経過しており、熱源機器等の更新を計画する時期になっている。 
 

  

現在の運用状況を以下に記載する。 

  

  

（１）建物管理体制 
 
・空調設備の運用管理は、ビル管理会社㈱▽▽◇◇社に委託されている。 
 

  

・㈱▽▽◇◇社は、空調設備管理担当者４名で、３交代で２４時間管理を実施している。   

・BEMSが設置されており、室内の温湿度及び熱源設備等の時刻別運転データを管理している。 
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（２）建物使用条件   

 建物の使用条件として、ゾーン別の室使用時間、温湿度設定値を表-1に記載する。     

表-1 ゾーン 室使用条件 
 

  

ゾーン名 
使用時間   室内温湿度   

備考 

  

平日   土曜日   休日   夏期   中間期   冬期   

外来系統   7:00 - 20:00   7:00 - 17:00   －   27℃・ 50%   25℃・ 50% 20℃・ 40%     

病棟系統   24時間   24時間   24時間   27℃・ 50%   25℃・ 50% 20℃・ 40%     

食堂系統   9:00 - 16:00   9:00 - 16:00 －   25℃・ 50%   25℃・ 50% 20℃・ 40%     

  

３．現地調査結果   

竣工後15年を経過したため、熱源機器を含めた更新の必要性及び更なる省エネルギーを実現す 

 る可能性を確認する目的で、 現状の設備のエネルギー性能に関する調査を実施した。   

  

（１）現在のエネルギー消費量 
  過去3年間の年間一次エネルギー消費量を以下に記載する。 

  

  

    2013年  S1 （150,000 GJ/年）   

    2014年  S2 （155,000 GJ/年）   

    2015年  S3 （160,000 GJ/年）          3年間の平均 155,000 GJ/年 
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図-1 建物全体の月別一次エネルギー消費量の推移 
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図-2 年間一次エネルギー消費量の比較 
   

・年間一次エネルギー消費量は年々増加傾向にあり、   

月別に見ると8月での増加量が大きく、空調設備 

 

  

の性能を確認することが必要である。(図-1)   

・日本サステナブル建築協会から公開されている   

DECC データの病院の調査結果と当該施設を比較 1)   

した結果を図-2に示す。当該施設の年間一次エネ 
 

  

ルギー消費量は、他の病院と比較して標準的な値 

 

  

であることが確認された。   

注1）非住宅建築物の環境関連データベース 
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（２）空調設備に関する現地調査結果 

現地調査及び BEMS データの分析を行った結果、空調設備に関して、以下の改善項目の必要性 

が明確となった。 

 

① 熱源機器の機能劣化及び低負荷での運転時間が長い。 

夏期の代表週における現在の熱源機器の負荷率と一次エネルギー効率の相関と頻度分

布、および、外気温度と一次エネルギー効率の相関を図-3に示す。負荷率は 50%以下の状

態での運転頻度が大きく、低負荷域ほど一次エネルギー効率が低いことが確認された。 

また、熱源機器は 15 年経過しており、一部の機器の能力低下が確認された。 

以上により、最新のトップランナー機器への更新及び低負荷時に対応可能な小容量の冷

凍機を設置することにより、省エネルギーが可能であると考えられる(図-4 参照)。 
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図-3 熱源機器の夏期代表週における負荷率とエネルギー効率の測定結果 
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図-4 小負荷対応冷凍機の導入効果イメージ 
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② 空調ポンプの圧力設定値が高い。 

二次側冷水流量と冷水二次ポンプの運転台数の年間降順図を図-5 に示す。 

二次側冷水流量に対して、運転台数は適正であると考えられる。 
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冷水ポンプシステム廻りの運転データの各月の時刻別平均値として、一次側と二次側送

水量、二次側送水温度差、二次側送水圧力を図-5～図 7に示す。 

二次側送水量は、11 月、12 月及び 1月～4月は少なく、7月、8月の夏期が多い。また、

11 月は一次側流量と二次側流量の差異が大きい。 

二次側送水温度差は、11月、12 月及び 1 月～4月は小さく、7月、8月の夏期は大きい。 

二次側送水圧力は、年間を通じて、0.3MPa～0.4MPa と変動幅は小さい。 

圧力設定が高いために、部分負荷時に流量過多となり、ポンプ動力等に無駄が生じて

いる可能性が高い。 
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図-6 月別・時刻別平均冷水二次側・一次側流量 
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図-7 月別・時刻別平均冷水二次側往還温度差 
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図-8 月別・時刻別平均冷水系統二次側送水圧力           

③ 冬期に利用されていない冷却塔の活用余地がある。 

図-5 二次側冷水流量と 

二次ポンプ運転台数の相関 
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冬期は、ガス冷温水発生機は暖房運転となるため、冷却塔は未使用状態にある。対象建物

の立地条件を勘案すると、中間期から冬期の外気温度が低いため、冷却塔だけで低温の外

気を利用して冷水を製造する、いわゆるフリークーリングに導入が可能である。 

熱交換器と自動制御の追加と一部の配管設備の改修を行うことで、現在設置されている冷

却塔を利用して対応を行うことが可能である。         

 

④ 外調機の風量が過剰気味である。 

現在の在室人員を考慮すると設計人員数よりも少ないため、外気導入量が過剰であること

が確認された。外気量を必要な風量に低減することにより、外気を冷却あるいは加熱・加

湿するエネルギーを低減することが可能である。外調機の風量調整を行うことで、室内環

境を損なうことなく、省エネルギーが可能である。 

                

⑤ 電気室の中間期・冬期の冷却方式の改善の余地がある。 

現在の電気室の冷却は、パッケージ空調機で対応している。中間期から冬期の外気温度が

低いことを勘案して、電気室の冷却を外気冷房と併用することが可能である。 

 

⑥ 容量の大きい駐車場換気設備の運用改善の余地がある。 

駐車場には、電気容量の大きな換気ファンがスケジュール発停されている。駐車場につい

ては CO 濃度による換気ファンのインバーター制御により省エネルギーが可能である。 

  

（３）不具合・改善策一覧 

  （２）の調査結果を基に、不具合・改善策を整理した結果を表-1 に示す。 

表-1 

No 対策項目 不具合 改善策概要 備考 

１ 熱源設備の 

改善 

機能劣化 

低負荷対応 

・機能劣化した冷凍機を 

高効率型機種に更新 

・低負荷対応の冷凍機新設 

 

２ ポンプ制御の 

改善 

過流量 

圧力損失改善 

・冷水・温水ポンプのインバーター化 

・冷水・温水ポンプの圧力設定値の調整 

 

３ フリー 

クーリング 

再生可能エネ

ルギー活用 

・フリークーリング系統を新設し、冬期

の冷房負荷処理の省エネルギー化を

図る。 

 

４ 外調機の風量 

調整 

無駄の解消 ・在室人員の実態を加味して、外調機の

風量を適正に低減する。 

局所排気とのエア

バランスに留意 

５ 電気室の冷却

方式の変更 

再生可能エネ

ルギー利用 

・中間期・冬期に外気冷房可能な制御を

導入 

 

６ 換気動力低減 無駄の解消 ・駐車場換気ファンの CO濃度制御 

・同上のインバーター設置 
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４．対策実施提案 

 （１）改善方策による省エネルギー効果の推定 

 ・導入対象とする省エネルギー手法と各手法による効果の推定値を以下に示す。 

① 熱源機器を高効率機器に更新          7.0％ 

② 空調ポンプのインバーター化          1.5％ 

③ フリークーリングシステムの導入        0.5％ 

④ 外調機の風量調整               5.2％ 

⑤ 電気室の冷却方式の変更            0.5％ 

⑥ 換気ファンのインバーター化          1.0％  

     単純合計                 15.7％  

 

 ・導入対象とする省エネルギー手法を全て採用した場合の効果の推定値は 15%である。 

 

 ・推定値の算定方法 

  各手法の算定には、一般社団法人 建築環境・省エネルギー機構から公開されている建物の

年間エネルギー消費量計算用シミュレーションツール The BEST Program (BEST: Building 

Energy Simulation Tool) を用いている。 

  対象建物および熱源システムのモデル化においては、建物仕様、設備仕様及び運用条件に関

するヒアリングを行い、現状の年間一次エネルギー消費量の実績値と BEST の計算結果が整合

していることを確認している。 

 

 （２）改善方策による費用対効果の推定 

  改善方策を実施するための費用と削減コスト及び単純焼却年数を表-2 に示す。 

 

表-2 改善対策の概算費用と削減コスト 

No. 改善対策 費用（千円） 

①  

削減費（千円） 

②  

単純償却年数（年） 

① ÷② 

１ 熱源機器を 

高効率機器に更新 

100,000 21,700 4.6 

２ 空調ポンプの 

インバーター化 

12,000 4,650 2.6 

３ フリークーリング 

システムの導入 

10,000 1,550 6.5 

４ 外調機の風量調整 8,000 16,120 0.5 

５ 電気室の冷却方式の変更 5,000 1,550 3.2 

６ 換気ファンの 

インバーター化  

8,000 3,100 2.6 

 

ここでの算定方法はあくまでも一例である為、

対象の事業に即した方法で算定のこと 
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０．本文書の位置づけ 

① 本文書は、「総合医療施設△△△△△」の省エネ改修工事を対象とする。 

② 本文書は、「総合医療施設△△△△△」が省エネ改修工事において、発注者の要求どおりに

品質が実現することを意図して、コミッショニングを適用する目的、対象とする目標性能、

目標性能を設定した根拠を明確にしたものである。 

③ 本文書を、コミッショニング関係者（発注者、設計者、工事監理者、施工者、運転管理者）

に対して示し、本文書の記載する要求性能の実現に向けて協力を求める。 

④ コミッショニングは、関係者の理解を得た上で、協調して展開することが重要である。状況

によっては、本文書の記載内容の変更や具体化などの修正が必要になることが予想される。

その際には関係者で合意形成の上、修正発行した日付を本文書の表紙に記載して管理を行う。 

 

１．企画概要 

１．１ プロジェクトの背景 

 「総合医療施設△△△△△」は、地域の中核的な総合医療施設としての機能を果たしている。

環境性能と事業安定性を確保するための省エネルギーと災害時の医療拠点として対応可能なＢＣ

Ｐ対応は重要な課題であり、施設管理者を中心にその対応を図り、毎年１％以上の省エネルギー

を実現している。 

竣工後 15年を経過したため、熱源機器を含めた更新の必要性及び更なる省エネルギーを実現す

る可能性を確認する目的で、コミッショニング事業者に調査を依頼した。 

その結果、空調設備に関して、以下の改善項目の必要性が明確となった。 

① 熱源機器を高効率機器に更新 

熱源機器は 15 年経過しており、一部の機器の能力低下が確認された。また、現在の機器

容量の構成では、エネルギー効率が悪い低負荷の運転時間が長いことが確認された。 

最新のトップランナー機器への更新及び低負荷時に対応可能な小容量の冷凍機を設置す

ることにより、省エネルギーが可能である。 

 

② 空調ポンプのインバーター化 

空調用二次ポンプは台数制御されているが、空調用一次ポンプ、二次ポンプ、冷却水ポン

プにはインバーターが設置されていない。インバーターを設置してポンプ動力の軽減を図

ることが可能である。なお、冷却水ポンプのインバーター制御は冷凍機の運転効率とトレ

ードオフの関係となるため、全体的に省エネルギーとなる運転方法についてシミュレーシ

ョンを用いて確認しておくことが必要である。 

           

③ フリークーリングシステムの導入 

    対象建物の立地条件を勘案すると、中間期から冬期の外気温度が低いため、冷却塔だけ

で低温の外気を利用して冷水を製造する、いわゆるフリークーリングに導入が可能であ

ることが確認された。熱交換器と自動制御の追加と一部の配管設備の改修を行うことで、

現在設置されている冷却塔を利用して対応を行うことが可能である。 
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④ 外調機の風量調整 

現在の在室人員を考慮すると設計人員数よりも少ないため、外気導入量が過剰であること

が確認された。外気量を必要な風量に低減することにより、外気を冷却あるいは加熱・加

湿するエネルギーを低減することが可能である。外調機の風量調整を行うことで、室内環

境を損なうことなく、省エネルギーが可能である。 

                

⑤ 電気室の冷却方式の変更 

現在の電気室の冷却は、パッケージ空調機で対応している。中間期から冬期の外気温度が

低いことを勘案して、電気室の冷却を外気冷房と併用することが可能である。 

 

⑥ 換気ファンのインバーター化 

駐車場や熱源機械室には、電気容量の大きな換気ファンがスケジュール発停されている。

駐車場については CO 濃度による換気ファンのインバーター制御、熱源機械室については

機械室内温度による換気ファンのインバーター制御により省エネルギーが可能である。 

 

 以上の手法について、費用対効果を分析した結果、予算内での対応が可能と判断されたため、

省エネ改修工事を行うことを決定した。 

 

１．２ プロジェクト概要 

（１）対象建物 

① 建物名称 ： 総合医療施設△△△△△ 

② 発注者  ： 〇〇〇〇〇会 

③ 建設地  ： ○○県 ○○市 ○○番地 ○丁目 ○番 

④ 建物用途 ： 総合医療施設 

⑤ 敷地面積 ：  100,000 ㎡ 

⑥ 延床面積 ：   50,000 ㎡ 

⑦ 階数   ： 地下 1階、地上 5階 

 

（２）対象設備 

 空調設備： 熱源システム（熱源機器、フリークーリング） 

ポンプシステム（外調機） 

空調システム（空調用一次、二次ポンプ、冷却水ポンプ） 

換気システム（熱源機械室、駐車場、電気室の換気設備） 

 

２．コミッショニング適用の目的 

 本省エネ改修工事において、発注者の要求する品質が確実に実現することを目的として、コミ

ッショニングを適用する。具体的には、当該建物の調査を行い、現状の問題点を把握した上で改

修提案を行ったコミッショニング事業者が、中立的な立場で発注者への助言や必要な確認を行い、

工事完了時に機能性能試験を実施して、要求性能が確保されていることの検証を行う。 
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３．建物の使用条件 

 要求性能を定める上での前提とした建物の使用条件として、ゾーン別の室使用時間、温湿度設

定値を表-1 に記載する。 

  

表-1 ゾーン別 室使用条件 

ゾーン名 使用時間 室内温湿度 備考 

平日 土曜日 休日 夏期 中間期 冬期 

外来系統 7:00-20:00 7:00-17:00 － 27℃・50% 25℃・50% 20℃・40%  

病棟系統 24 時間 24 時間 24 時間 27℃・50% 25℃・50% 20℃・40%  

食堂系統 9:00-16:00 9:00-16:00 － 25℃・50% 25℃・50% 20℃・40%  

 

４．目標とする性能と目標値及びその設定根拠 

 

４．１   目標とする性能と目標値 

・目標とする性能は建物全体の年間一次エネルギー消費量とする。 

・目標値は、基準値に対する省エネ率 15%以上 とする。 

・基準値は、過去 3 年間の年間一次エネルギー消費量に平均値とする。 

   過去 1 年目  Ｓ1 （150,000 GJ/年） 

   過去 2 年目  Ｓ2 （155,000 GJ/年） 

   過去 3 年目  Ｓ3 （160,000 GJ/年） 

   基準値    AVERAGE（S1、S2、S3） 155,000 GJ/年 

・目標値 

   基準値×（100－目標省エネ率 15%）   131,750 GJ/年以下 

 

４．２   目標値の設定根拠 

 ・導入対象とする省エネルギー手法と各手法による効果の推定値を以下に示す。 

① 熱源機器を高効率機器に更新          7.0％ 

② 空調ポンプのインバーター化          1.5％ 

③ フリークーリングシステムの導入        0.5％ 

④ 外調機の風量調整               5.2％ 

⑤ 電気室の冷却方式の変更            0.5％ 

⑥ 換気ファンのインバーター化          1.0％  

     単純合計                 15.7％  

 

 ・導入対象とする省エネルギー手法を全て採用した場合の効果の推定値は 15%である。 

 

 ・推定値の算定方法 

  各手法の算定には、一般社団法人 建築環境・省エネルギー機構から公開されている建物の

年間エネルギー消費量計算用シミュレーションツール The BEST Program (BEST: Building  
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ここでの算定方法はあくまでも一例である為、

対象の事業に即した方法で算定のこと 
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Energy Simulation Tool) を用いている。 

  対象建物および熱源システムのモデル化においては、建物仕様、設備仕様及び運用条件に関

するヒアリングを行い、現状の年間一次エネルギー消費量の実績値と BEST の計算結果が整合

していることを確認している。 

 

５．予算要件 

 省エネ改修工事は、以下を想定する。 

 

・総合医療施設△△△△△ 省エネ改修工事 工事費予算 ○○○千円 
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 ②発注者要件書（OPR:Owner’s Project Requirement）[調査フェーズ] 
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総合医療施設△△△△△   

性能検証計画書[対策実施フェーズ]   

2016年5月   

発注者         ：○○○○○会 
 

  

コミッショニング事業者 ：（株）□□□□□ 
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０．本文書の位置づけ 

・ コミッショニングを展開する上でのルール、手順、レビュー対象とする文書を示したも

の。 

・ コミッショニング事業者（㈱□□□□□）は、本文書に沿ってコミッショニングを行う。 

・ 改善対策フェーズにおける関係者（建築主、設計者、施工者、運転・管理者）は、本文

書に記載している要求事項に従って必要な対応を行う。 

・ 本文書の記載内容を変更する場合には、関係者間で協議の上、対応を決定する。 

・ コミッショニング業務に関連する調整事項が発生した場合には、関係者間で協議を行い、

対応を決定する。 

・ コミッショニングに関する情報伝達は、全て発注者を介して行うことを原則とする。 

 

１．対策実施工事の概要 

１．１ 対象建物の概要 

① 建物名称 ： 総合医療施設△△△△△ 

② 発注者  ： ○○○○○会 

③ 建設地      ：      ○○県 ○○市 ○○番地 ○丁目 ○番 

④ 建物用途 ： 総合医療施設 

⑤ 敷地面積 ：  100,000 ㎡ 

⑥ 延床面積 ：   50,000 ㎡ 

⑦ 階数   ： 地下 1階、地上 5階 

 

１．２ 対策実施工事の概要 

① 熱源機器を高効率機器に更新 

② 空調ポンプのインバーター化 

③ フリークーリングシステムの導入 

④ 外調機の風量調整 

⑤ 電気室の冷却方式の変更 

⑥ 換気ファンのインバーター化 

 

２．コミッショニングの目的と目標 

２．１ コミッショニングの目的 

・ ＯＰＲ（Owner’s Project Requirement）に適う省エネルギー性能の実現性を確認する。 

・ 上記に関連する施工が適切に実施され、かつ、内容が妥当であることを確認する。 

・ 上記に係る文章が適切に準備され、その内容が妥当であることを確認する。 

・ 改善対策が完了後、1年間の実現状態を、機能性能試験を介して確認する。 

 

２．２ コミッショニングの対象とする特定性能と実現目標 

 （１）特定性能 

  ・ 対象建物の年間一次エネルギー消費量 
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（２）実現目標 

・ 建物全体として、現状の年間一次エネルギー消費量より、１５ ％以上 低減する。  

 

３.コミッショニングの体制  

 

各主体の役割と責務は、以下とする。 

 a.発注者      

・コミッショニング事業者のレビューに必要な文書をコミッショニング事業者に提供する。 

・コミッショニング事業者のレビュー結果を設計者、施工者、運転・管理者に伝達する。 

・コミッショニングに関連する情報を確認し、承諾を行う。 

b.設計者      

・コミッショニングに関連する施工内容において、設計に関連する確認事項が発生した場合

に、コミッショニング事業者の求めに応じて必要な情報提供を行う。 

c.施工者 

・OPR の内容が反映されている設計図書に基づいて、施工を行う。 

・コミッショニング事業者が求める資料を作成し、提出する。 

・コミッショニング事業者のレビュー結果を確認し、施工に反映する。 

 d.運転・管理者 

・コミッショニング事業者のレビューに必要な運転データを提供する。 

・コミッショニング事業者の助言を得て、改善されたシステムの運転管理方法を把握する。 

e.コミッショニング事業者  

・関係者（発注者、設計者、施工者、運転・管理者）が、本文書で求められている役割と責

務を果たし、発注者の要求性能を実現していることをレビューし、発注者への助言を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  注）発注者の了解が得られた場合は、関係者間で直接情報交換を行い、経過を発注者に報告 

発注者 コミッショニング事業者 

設計者 

施工者 

運転・管理者 
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４. コミッショニング事業者の業務内容 

１）改善対策実施フェーズにおけるエネルギー性能のコミッショニングプロセスの伝達 

 ①提出文書：性能検証計画書（対策実施フェーズ） 

②作成者：コミッショニング事業者 

 ③業務内容 

  改善対策実施フェーズにおいて、エネルギー性能に関するコミッショニングを展開する

上でのルールや手順を明確にし、関係者の共通認識を得ることを目的として、性能検証

計画書を作成する。 

 

２）エネルギー性能に係る施工図書の確認 

①レビュー対象文書：コミッショニング計画書で指定した施工図書 

②作成担当：施工者 

③業務内容 

 改善対策の施工内容について、ＯＰＲの記載性能の実現可能性の視点からレビューを行

う。 

 施工者は、コミッショニング事業者がレビューで指摘した事項に対する対応結果を、書

面で提出する。 

 

３）試運転調整の確認 

①レビュー対象文書：試運転調整計画書、試運転調整結果報告書 

②作成担当：施工者 

③業務内容 

 設備システムが期待性能を発揮するためには、適切に試運転調整が実施されていること

が重要である。コミッショニング事業者は、施工者が作成する試運転調整計画書を確認

し、適切な試運転調整が実施される状態にあることをレビューする。また、施工者が作

成する試運転調整結果報告書を確認し、適切な状態に調整されていることをレビューす

る。季節あるいは運用状況などに関連して施工段階に試運転調整が完了しない事項につ

いては、調整項目を含む課題を明確にし、文書にて関係者に通知を行う。 

 

４）機能性能試験の準備 

①レビュー対象文書：機能性能試験要領書、機能性能試験事前チェックリスト 

②作成担当：施工者 

③業務内容 

 機能性能試験を行う前に、対象とする設備システムが、機能性能試験が行える状態にあ

ることを確認することが重要である。充分に調整されないまま機能性能試験を実施する

と再試験などの二度手間が発生するリスクが高くなる。コミッショニング事業者が提示

した機能性能試験計画書に基づいて、具体的な試験方法をまとめた機能性能試験要領書、

および、試運転調整が充分に行われ、計測データが適正な値であることを確認した機能

性能試験事前チェックリストを施工者に作成させ、内容のレビューを実施する。 
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５）機能性能試験の実施 

①提出文書：機能性能試験計画書、機能性能試験結果報告書 

②作成担当：コミッショニング事業者 

③業務内容 

 設備システムが期待性能を発揮し、目標性能を満足していることを確認するために、機

能性能試験を実施する。機能性能試験の対象期間は、改善対策実施後の 1 年間を含める

こととする。コミッショニング事業者は、試験計画書を作成して改善対策を工事した施

工者に提示する。施工者は、計画書を基に試験方法を具体化した機能性能試験要領書を

作成し、コミッショニング事業者のレビューを受ける。機能性能試験は、コミッショニ

ング事業者の指揮の下に、施工者が実施する。コミッショニング事業者は、機能性能試

験の結果を報告書としてまとめる。期待性能が出ていないと判断された場合には、コミ

ッショニング事業者がその原因を分析し、対処方法を助言する。 

 

６）不具合改善一覧表の作成 

①提出文書：不具合改善策一覧表 

②作成担当：コミッショニング事業者 

③業務内容 

 調査フェーズで明確になった不具合に対して、改善対策に実施により解消した内容及び

解消できていない内容について、不具合改善一覧表にまとめる。 

 

７）運転・管理者への引継ぎ文書の作成支援 

①対象文書：運転・管理指針、運転操作説明書、制御動作説明書 

②作成担当：設計者（運転・管理指針）、施工者（運転操作説明書、制御動作説明書） 

③業務内容 

 運転・管理者が、設備システムを適正に運転操作および管理ができるよう、設計者に対

して設計者の設計思想をまとめた運転・管理指針、施工者に対して設備システムの操作

方法を明記した運転操作説明書、制御動作説明書を作成させ、運転・管理者が理解でき

る内容になっていることを確認する。 

 

８）性能検証報告書の作成 

①提出文書：性能検証報告書 

②作成担当：コミッショニング事業者 

③報告内容 

 改善対策実施フェーズ及び最終確認フェーズでのコミッショニングの内容を、経緯を含

めて報告書としてまとめる。 
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５. レビュー対象文書 

レビュー対象を以下の情報とする。  

① 工程スケジュール     

② 施工要領書 

③ 施工図 

④ 機器確認図 

⑤ 試運転調整要領書 

⑥ 試運転調整計画書 

⑦ 試運転調整結果報告書 

⑧ 機能性能試験要領書 

⑨ 機能性能試験事前チェックリスト 

⑩ 運転・管理指針     

⑪ 運転操作説明書 

⑫ 制御動作説明書 

 

  注）⑩運転・管理指針 の作成者は設計者とし、その他の文書は全て施工者とする。 
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６．役割分担  

 

 （１）改善対策工事に対するコミッショニングに関連する役割分担 

作業項目 

役割分担 

コミッシ

ョニング 

事業者 

発注者 設計者 施工者 
運転・ 

管理者 

1. 性能検証計画書（対策実施フェーズ）の作成 〇 確認    

２. コミッショニング業務の周知 〇 確認    

３. 工程表の作成  確認  〇  

４. 施工要領書の作成  確認  ○  

５. 施工図の作成  確認  〇  

６. 施工図のレビュー 〇 確認    

７. 施工  確認  〇  

８. 施工状態に対するレビュー 〇 確認    

９. 試運転調整要領書・計画書の作成  確認  ○  

１０. 試運転調整結果報告書の作成  確認  〇  

１１. 試運転調整に対するレビュー 〇 確認    

１２. 機能性能試験計画書の作成 ○ 確認    

１３. 機能性能試験要領書の作成  確認  〇  

１４. 機能性能試験事前チェックリストの作成  確認  〇  

１５. 機能性能試験の実施 指揮 確認  実施  

１６. 機能性能試験結果報告書の作成 〇 確認    

１７. 運転・管理者への引継文書作成  確認 〇 〇 確認 

１８. 運転・管理者への引継支援 〇 確認   確認 

１９. 性能検証報告書の作成 〇 確認    

 

７．スケジュール 

  

作業項目 
H28 年度 H29 年度 

上期 下期 上期 下期 

1. 工程表・施工要領書・施工図作成     

２. 機器製作     

３. 施工     

４. 試運転調整     

５. 機能性能試験     

６. 運転・管理者への引継ぎ     

７. 性能検証報告書作成     

 






